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市はこれまで，平成６年８月に策定した「調布市行財政改革指針」や，平成１３年度

から平成２４年度までの４次にわたる「調布市行財政改革アクションプラン」に基づ

き，最少の経費で最大の効果をあげられるよう，継続的な行財政改革を推進してきまし

た。  

また，平成２５年度からは，それまでの行財政改革の取組を発展的に引き継ぎ，基本  

計画（平成２５年度～３０年度）に一体的に位置付けた「行革プラン２０１３」（平成  

２５年度～３０年度）をスタートさせました。  

平成２６年度には，社会状況等の変化や計画の進捗状況などを踏まえた基本計画の時

点修正に合わせて，行革プラン２０１３についても見直しを行い，平成２７年度を初年

度とする「行革プラン２０１５」（平成２７年度～３０年度）を策定しました。令和元年

度からの後期基本計画には，「行革プラン２０１９」（令和元年度～４年度）を一体的に

位置付け，取組を推進しました。現行の基本計画に位置付けた「行革プラン２０２３」

（令和５年度～８年度）は，行革プラン２０１９を発展的に継承したものであり，市に

おける行政改革の具体的な取組を示しています。  

 令和５年度においては，行革プラン２０２３の取組の初年度として，各プランの進行

管理を着実に行いました。本報告書では，令和５年度における取組状況を取りまとめて

います。  

今後も限りある経営資源を効果的・効率的に活用し，最少の経費で最大の効果を目指

して，取組を推進していきます。  

市における行財政改革の取組  



１ 行革プラン２０２３の概要 
 
(1) 行革プランとは 
 

市は，基本計画に掲げた施策を着実に推進していくため，基本構想

に掲げたまちづくりの実践に当たっての３つの基本的な姿勢を柱に

据え，行政改革の具体的な取組を「行革プラン」として基本計画に一

体的に位置付けています。 

市は，平成６年８月の「調布市行財政改革指針」の策定以降，継続

的に行政改革を進めることで，限りある経営資源を効果的・効率的に

最大限活用する中で，質の高い市民サービスを将来にわたり持続的に

提供することを目指してきました。 

市政を取り巻く状況として，今後も，市税収入をはじめとした一

般財源の大幅な伸びは期待できません。その一方で，社会保障関係

経費や公共施設マネジメントの取組，都市基盤整備に係る経費など，

様々な財政需要が見込まれます。 

他方，新型コロナウイルスの感染拡大を契機として加速したデジ

タル化の進展や在宅勤務型テレワークをはじめとした働き方改革

の推進等に伴う社会状況の変化に，迅速・適切に対応することが求

められています。加えて，激甚化・頻発化する自然災害や新たな感

染症への対応が必要になるなど，先行き不透明で将来の予測が困難

な時代を乗り越えていかなければなりません。 

これらのことを踏まえ，市は，基本構想に掲げたまちづくりの実践

に当たっての３つの基本的な姿勢である「市民が主役のまちづくり」，

「市民のための市役所づくり」，「計画的な行政の推進」を具現化する

ための取組として，行革プラン２０２３を示し，不断の行政改革に取

り組んでいきます。 

 

 

(2) 行革プラン２０２３の策定の視点 
 

行革プラン２０２３では，行革プラン２０１９における体系や個別

プランを発展的に継承するとともに，調布市基本計画に位置付けた各

施策，事業の着実な推進のほか，市民ニーズや行政課題の多様化・複

雑化・広域化，デジタル化の進展による社会状況の変化に対応してい

くため，「共創のまちづくり・広域連携の推進」，「デジタル化の推進」，

「公共施設・インフラマネジメントの推進」の３つを重要な視点とし

て捉え，これまで以上に取り組みます。 

また，これまでと同様に，限られた経営資源を効果的・効率的に活

用し，質の高い市民サービスを将来にわたり持続的に提供していく観

点から，「質的な改革」と「量的な改革」を両立させながら，「最少の

経費で最大の効果」を目指しています。 

その他，社会環境の変化や地方分権の進展に伴う国・東京都からの

権限移譲のほか，市民ニーズの多様化・複雑化などにより，市行政に

対する需要は引き続き増加傾向にあることを踏まえると，従来どおり

のやり方では，十分に対応することは難しいことから，行政の役割や

行政運営の仕組みを見直すとともに，様々なサービスの提供において

は，スクラップ・アンド・ビルドやサービスの内容・水準の見直しも

含めた視点を持ちながら，改革，改善に取り組む必要があります。 
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(3) 行革プラン２０２３の計画期間及び体系 
 

調布市基本計画において，分野別計画などと一体

的に示している計画であることを踏まえ，令和５年

度から令和８年度までの４年間としています。 

 

 

 

 

  

 

 

また，行革プラン２０２３の体系は，行革プラン２０１９と同様に，

調布市基本構想に掲げた，まちの将来像の実現に向けた，まちづくり

の実践に当たっての３つの基本的な姿勢「市民が主役のまちづくり」，

「市民のための市役所づくり」，「計画的な行政の推進」を柱として，

６つの方針とそれらに連なる３７のプランで構成しています。 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

行革プラン２０２３における取組のポイント（３つの重要な視点） 

 
 

市における社会的課題の解決に向け，企業

や大学等が有する知見や特性を生かした連

携・協働の取組を推進するほか，広域的な行

政課題の増加等に対応していくため，他自

治体との連携・交流を促進します。 

 

共創のまちづくり・広域連携の推進 
 

 
 

情報セキュリティに留意しながら，デジタル

技術や各種データを積極的に利活用し，市民

の利便性を向上させるとともに，事務の簡素

化・効率化を図り，人的資源を効率的に活用

することで市民サービスの更なる向上につ

なげていきます。あわせて，働き方改革によ

る業務の生産性向上に取り組みます。 

 

デジタル化の推進 
 

 
 

市が保有する公共施設及びインフラの老朽

化に対応し，長期にわたり安心して利用で

きるよう，民間活力の活用を検討するなど，

市民サービスとコストの最適化を図りつ

つ，計画的な維持保全・更新に取り組みま

す。 

 
 

公共施設・インフラマネジメントの推進 

年度
和暦

（西暦）
令和5

（2023）
令和6

（2024）
令和7

（2025）
令和8

（2026）
令和9

（2027）
令和10

（2028）
令和11

（2029）
令和12

（2030）

　  　　　　前期基本計画 　  　　　　　後期基本計画

　 　　行革プラン２０２３ 　 　　次期行革プラン

基本構想

基本計画

基本構想（令和４年１２月議決・策定）

３つの柱・６つの方針・３７のプラン

　　　　＜第１の柱＞　市民が主役のまちづくり

　方針１　共創のまちづくりの実践　（６プラン）

　　　　＜第２の柱＞　市民のための市役所づくり

　方針２　行政のデジタル化推進　（４プラン） ※再掲プラン（２プラン）含む

　方針３　効率的な組織体制の整備　（１４プラン）※再掲プラン（２プラン）含む

　方針４　人材の確保・育成　（４プラン） ※再掲プラン（１プラン）含む

　　　　＜第３の柱＞　計画的な行政の推進

　方針５　計画行政の推進　（６プラン）

　方針６　公共資産の有効活用・最適化（ファシリティマネジメント）（８プラン）
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新型コロナウイルスの感染拡大等に伴う社会状況の変化により，これまで実

践を重ねてきた市民参加と協働について，コロナ禍の中でも幅広い市民の意見

の把握に努めるなど，更なる創意工夫が求められています。また，市民ニーズ

や行政課題の多様化・複雑化に対応するため，これまでの幅広い市民参加と協

働のまちづくりを更に発展させ，ＮＰＯ・企業・大学等の多様な主体とともに

考え，ともに行動し，地域課題を解決していく共創のまちづくりの必要性が今

まで以上に高まっています。 

そのため，産学官民それぞれの知見やノウハウを生かして市における社会的

課題の解決を目的に活動する「調布スマートシティ協議会」での取組を通じ，

スマートシティの実現を目指します。また，多様な主体との連携による地域社

会のデジタル化や市民サービスの向上に資する取組を推進していきます。 

加えて，共創のまちづくりの推進のための環境整備として，市民活動・地域

コミュニティ活動の更なる活性化に向けた取組と併せて，積極的な市政情報の

発信やオープンデータの充実を図ることにより市民との情報共有を推進して

いきます。 

方針１ 共創のまちづくりの実践 

 

 

市民ニーズや行政課題の多様化・複雑化，デジタル化の進展等による社会状

況の変化に適切に対応し，質の高い市民サービスを効果的・効率的かつ持続的

に提供していくため，常勤職員定数の抑制を基本としつつも，必要な部署には

必要な人員の確保に努める中で，簡素で効率的な組織体制整備を図ります。組

織横断的に取り組むべき課題は，アジャイル手法の活用も検討し，庁内の連携

を推進していきます。加えて，市民サービスの向上の観点から，市庁舎の窓口

手続のワンストップ化に向けた取組を推進します。 

また，業務の適正な履行の確保や費用対効果に留意しつつ，民間活力の活用

を幅広く検討し，市の監理団体等の活用も含め，市民サービスの提供主体の見

直しに取り組んでいきます。あわせて，市民の生活圏の拡大に伴う市民サービ

スの向上や防災・減災などの広域的な行政課題に，より効果的に対応するた

め，他自治体と連携した取組を進めるとともに，多摩地域の振興に資する観点

から，多摩川流域自治体との連携をはじめとする広域連携を深めていきます。 

また，日常業務における不適切な事案の発生防止などに関する取組と併せ

て，激甚化・頻発化する自然災害や新たな感染症への対応等も含めた様々な業

務上のリスクへの対応に関する取組を推進していきます。 

方針３ 効率的な組織体制の整備 

 

   

国から示された「自治体デジタル・トランスフォーメーション（ＤＸ）推進

計画」に基づき，デジタル技術や各種データを積極的に利活用し，市民の利便

性を向上させるとともに，事務の簡素化・効率化を図ることで，人的資源を市

民サービスの更なる向上に活用していくことが求められています。 

とりわけ，新型コロナウイルスの感染拡大を契機として加速したデジタル化

の進展に伴う行政手続のオンライン化や非対面式での行政サービスの提供な

どに，迅速かつ的確に対応する必要があります。また，行政内部のデジタル化

についても，ＡＩやＩＣＴ等のデジタル技術の積極的な活用を念頭に，ＢＰＲ

の手法を用いた業務改善の取組を推進していく必要があります。 

そのため，行革プラン２０２３では，市のデジタル化に対する考え方を示し

た「調布市デジタル化総合戦略」において掲げる，「どこでも市役所」や「基

幹システムの標準化」などの具体的な取組を位置付け，行政のデジタル化を着

実に推進していきます。 

なお，これらの推進に当たっては，情報セキュリティ対策や，デジタルデバ

イド対策に十分留意しながら，取り組む必要があります。 

方針２ 行政のデジタル化推進 

 

 

多様化・複雑化する行政課題に適切に対応していくには，急速な時代の変化

にも迅速かつ的確に取り組むことができる人材の確保・育成を推進する必要が

あります。 

そのため，多様かつ有為な人材の確保に向け，採用手法の見直し，創意工夫

に取り組むほか，人事・研修制度の適切な運用や改善等を図ります。あわせて，

デジタル人材等の専門的な知識や経験を有する人材の確保・育成に取り組みま

す。 

また，女性の視点をより市政に生かしていくため，キャリア形成支援をはじ

め様々な取組を通じ，一層の女性職員の活躍を推進していきます。 

加えて，働き方改革による業務の生産性向上に取り組むとともに，性別や年

齢，障害の有無等に関わらず，全ての職員が安心して働き続けられ，多様な人

材が個性と能力を最大限発揮し，活躍できる職場環境づくりを推進します。 

方針４ 人材の確保・育成 
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(4) 行革プラン２０２３の推進体制 
 

行革プラン２０２３の推進に当たっては，各個別プランの所管部署

との連携を図る中で，取組状況や課題等の把握に努め，ＰＤＣＡマネ

ジメントサイクルによる進行管理を推進します。 

また，毎年度の取組実績や成果等については，市民に分かりやすく

公表します。 

なお，ＰＤＣＡマネジメントサイクルによる進行管理を行う中で，

進捗状況や市政を取り巻く社会環境の変化等に応じ，柔軟に取組の見

直し等を行っていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

効果的・効率的な市政経営を推進するために，「選択と集中」を図りながら， 

ＰＤＣＡマネジメントサイクルにより，限られた経営資源を計画的かつ効果

的・効率的に活用し，計画・行革・予算が一体となった行財政運営を推進する

必要があります。 

また，今後も厳しい財政状況が見込まれる中，市税等の適切な収納事務の推

進と併せて，クラウドファンディング等を活用した寄附や，効率的な基金運用

による積極的な財源確保などに努めるほか，事務事業等の見直し，改革・改善

の取組を通じた経常経費の縮減など，引き続き，財政の健全性維持に取り組み

ます。 

さらには，国保財政健全化計画に基づく計画的な国保税率の改定等を行うこ

とで，国民健康保険事業の健全化を図ります。 

方針５ 計画行政の推進 
 

 
 
 
老朽化が進行している公共施設やインフラについては，適切な維持保全と併

せて，老朽化対策や長寿命化対応をはじめ，施設の床面積の総量抑制やライフ

サイクルコストの縮減，財政負担の平準化，民間活力の活用などの視点も含め

て，今後の維持管理・運営の在り方等に関する考え方について多角的に検討を

進める必要があります。 

公共施設を含む市が保有する資産については，ファシリティマネジメントの

視点から，最適な活用方法を見出し，公共資産の有効な活用方法を追求してい

く必要があります。 

そのため，調布市公共施設等総合管理計画及び調布市公共施設マネジメント

計画に基づく取組の着実な推進を図るほか，インフラマネジメントの取組の一

環として，包括的民間委託の導入を推進するとともに，下水道事業について

は，調布市下水道ビジョンに基づき，持続可能な下水道事業経営を目指しま

す。さらには，市が保有する財産の有効活用及び最適化を図ることにより，財

源の確保等にもつなげていきます。 

また，多様化するスポーツ活動に対するニーズや各スポーツ施設を取り巻く

課題を踏まえ，施設管理におけるより効果的かつ効率的な維持管理・運営の検

討に取り組みます。 

方針６ 公共資産の有効活用・最適化 

（ファシリティマネジメント） 
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２ 令和５年度の取組状況・成果 
 
(1) 方針別取組状況 
 

令和５年度における取組状況としては，全３７プラン中，計画どおりに進捗したものが２９プラン（Ａ評価，全体の７８.４％），概ね計画ど

おりに進捗したものが８プラン（Ｂ評価，全体の２１.６％）となりました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 行革プラン２０２３の３つの重要な視点における主な成果 
 

行革プラン２０２３では，調布市基本計画に位置付ける各施策・事業を着実に進めていくために，「共創のまちづくり・広域連携の推進」，「デ

ジタル化の推進」，「公共施設・インフラマネジメントの推進」の３つの重要な視点を掲げています。令和５年度における主な取組成果について

は以下のとおりです。 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

（37プラン）

【方針６】

（8プラン）

【方針５】

（6プラン）

【方針４】

（3プラン）

【方針３】

（12プラン）

【方針２】

（2プラン）

【方針１】

（6プラン）

方針別取組状況

Ｓ Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

【方針1】
共創のまちづくりの

実践
６プラン ― ５プラン １プラン ― ―

【方針2】
行政のデジタル化

推進
２プラン ― ２プラン ― ― ―

【方針3】
効率的な組織体制の

整備
１２プラン ― ９プラン ３プラン ― ―

【方針4】
人材の確保・育成

３プラン ― ２プラン １プラン ― ―

【方針５】
計画行政の推進

６プラン ― ６プラン ― ― ―

【方針６】
公共資産の有効活用

・最適化
８プラン ― ５プラン ３プラン ― ―

― ２９プラン ８プラン ― ―

　　　　　　　　　　　　　年次評価
　　　方針

方
針
別
評
価
状
況

合計  ３７プラン

【年次評価区分】 
 年度別計画に対する進捗状況についてＳ～Ｄの５段階で評価したものです。   
Ｓ：計画以上に進捗  Ａ：計画どおりに進捗  Ｂ：概ね計画どおりに進捗  
Ｃ：進捗にやや遅れが見られるなど，改善が必要  Ｄ：進捗に遅れが見られるなど，抜本的な改善が必要 

Ａ（２プラン） 

Ａ（９プラン） 

Ａ（２プラン） 

Ａ（６プラン） 

Ａ（５プラン） 

Ａ（２９プラン） 

Ｂ(１プラン) 

Ｂ(３プラン) 

Ｂ(８プラン) 

Ｂ(３プラン) 

Ｂ(１プラン) 

Ａ（５プラン） 
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  共創のまちづくり・広域連携の推進 

市における社会的課題の解決に向け，企

業や大学等が有する知見や特性を生かした

連携・協働の取組を推進するほか，広域的な

行政課題の増加等に対応していくため，他

自治体との連携・交流を促進します。 

 

 

 

 

 

 
 

デジタル化の推進 

情報セキュリティに留意しながら，デジ

タル技術や各種データを積極的に利活用し，

市民の利便性を向上させるとともに，事務

の簡素化・効率化を図り，人的資源を効率的

に活用することで市民サービスの更なる向

上につなげていきます。あわせて，働き方改

革による業務の生産性向上に取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

公共施設・インフラマネジメントの推進 

市が保有する公共施設及びインフラの老

朽化に対応し，長期にわたり安心して利用

できるよう，民間活力の活用を検討するな

ど，市民サービスとコストの最適化を図り

つつ，計画的な維持保全・更新に取り組みま

す。 

 

 

 

 

 

 

＜令和５年度における主な成果＞ 

○調布スマートシティ協議会における取組として，新たな連携事業の検討に取り組み，令和６年度 

からの事業実施に向けた具体的な検討を進めました。【プラン２】 

○市民，事業者，教育機関等及び行政の協働による地域情報化を推進するため，庁内会議である地 

域情報化推進連絡会議において，関係各課における地域情報化関連事業に関する取組について情 

報共有・連携を図りました。【プラン２】 

○多摩川流域連携会議を開催し，各市の近況などについて情報共有を行いました。【プラン１７】  

○富山市との災害時相互応援協定に基づき，令和６年１月に発生した能登半島地震の二次避難所の 

支援として，市職員を派遣しました。【プラン１７】 

＜令和５年度における主な成果＞ 

○「ＧｏｖＴｅｃｈ東京」の情報システム等の共同調達に向けた事前準備チームに参加し，他の市 

区町村と連携した事業推進を図りました。【プラン７】 

○庁内ＯＡ端末の更新に合わせたノートパソコンへの置換を進め，機器のモバイル化を図るととも 

に，庁内回線の無線化について実証実験を行いました。【プラン８】 

○ＩＴパスポートやＴＯＫＹＯスマホサポーターの取得促進を実施したほか，デジタル行政推進ア

ドバイザーを活用したデジタルスキル向上に資するセミナー等の開催により，デジタル（ＩＴ）

人材の育成に関する取組を推進しました。【プラン２１】 

○市長通達を発出し，総労働時間の縮減に向けて実効的な取組を打ち出し，成果向上につなげまし 

た。【プラン２３】 

＜令和５年度における主な成果＞ 

○公共施設マネジメント計画の初年度として，計画に位置付けた各事業について，所管課と連携を 

図りながら着実に取組を推進しました。【プラン３２】 

○「新たな総合福祉センターの機能・設備に関する検討会」における議論や，利用者・関係団体等 

の御意見等を踏まえて，令和５年１１月に「新たな総合福祉センターの機能・設備に関する検討 

会報告書」を取りまとめるとともに，基本設計に反映しました。【プラン３４】 

○令和６年度からの下水道管路の維持管理業務への包括的民間委託の導入に向けた事業者選定のた 

め，プロポーザルを実施し，優先交渉権者を選定しました。【プラン３１】 

○全ての道路管理業務及び道路管理分野の個別計画の上位計画として，調布市道路総合管理計画 

を策定しました。【プラン３１】 
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(3)  令和５年度の取組における各プランの年次評価一覧 
 

各プランの令和５年度の取組における年次評価は以下のとおりです。 

方針 プラン 評価 

方針１ 

共創の

まちづ

くりの

実践 

１ 市民参加と協働の推進 Ａ 

２ 多様な主体との連携による共創の推進 Ａ 

３ 市民活動・地域コミュニティ活動に関する支援

の推進 
Ａ 

４ ふれあいの家の管理・運営方法の検討 Ａ 

５ 積極的な市政情報の発信 Ａ 

６ 適正な公文書管理・公文書のデジタル化推進 Ｂ 

方針２ 

行政の

デジタ

ル化 

推進 

７ 行政手続のデジタル化，電子申請サービスの拡

充に向けた取組の推進 Ａ 

８ デジタル技術の活用による事務の簡素化・効率

化の推進 Ａ 

方針３ 

効率的

な組織

体制の

整備 

９ 組織体制の整備 Ｂ 

10 監理団体等の活用・連携の強化 Ａ 

11 市庁舎の窓口手続のワンストップ化 Ｂ 

12 民間活力の活用 Ａ 

13 公立保育園における民間活力の活用 Ａ 

14 児童館における民間活力の活用 Ａ 

15 学校給食調理業務等における民間活力の活用 Ａ 

16 指定管理者制度の活用 Ａ 

17 他自治体との連携によるサービス向上 Ａ 

18 自然災害における災害対応能力の向上 Ａ 

方針 プラン 評価 

 19 感染症への対応能力の向上 Ｂ 

20 業務上のリスクへの対応 Ａ 

方針４ 

人材の

確保 

・育成 

21 人材の確保と育成の推進 Ａ 

22 政策法務能力の向上 Ｂ 

23 働き方改革による生産性の向上と全ての職員が

能力を最大限発揮できる職場環境の整備 
Ａ 

方針５ 

計画行

政の推

進 

24 ＰＤＣＡマネジメントサイクルによる行財政運営 Ａ 

25 財政規律ガイドラインに基づく財政運営 Ａ 

26 事務事業等の見直し，改善による経常経費の縮減 Ａ 

27 積極的な財源の確保と財政負担の抑制 Ａ 

28 市税・国民健康保険税収納率の維持・向上 Ａ 

29 国民健康保険事業の健全化 Ａ 

方針６ 

公共資

産の有

効活用 

・最適化 

30 市有財産の有効活用・最適化 Ｂ 

31 インフラマネジメントの推進 Ａ 

32 公共施設マネジメントの推進 Ａ 

33 市庁舎の長寿命化等と将来的な更新に向けた基

金の積立 
Ｂ 

34 新たな総合福祉センターの整備の推進 Ａ 

35 公民連携手法によるグリーンホール建替えの推進 Ａ 

36 学校施設の建替え及び長寿命化の推進 Ｂ 

37 スポーツ施設の効率的かつ効果的な維持管理・

運営 
Ａ 
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(4) 令和５年度の取組における財政効果額 
 

令和５年度の取組において得られた財政効果額は，以下のとおりです。 

民間活力の活用や事務事業等の見直し等によるコスト縮減を図るとともに，寄附の促進や市ホームページ等への広告掲載，保有資産の有効

活用等による財源確保に努めた結果，約２億３１５６万円の財政効果を得ることができました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      ※ 金額は表示単位未満を四捨五入しています。 

 
 

取組
（カッコ内は関連するプラン）

令和５年度における
主な取組内容

令和５年度
財政効果額

民間活力の活用
（プラン１３，１４関連）

・児童館における民間活力の活用 ２７０２万円　

事務事業等の見直し，改善
（プラン２６関連）

・経常経費の抑制・縮減 ６２４６万円　

寄附の促進及び広告料収入等の確保
（プラン２７関連）

・ふるさと納税による財源確保
・市ホームページや刊行物等における
　広告掲載

１７１６万円　

市有財産の有効活用・最適化
（プラン３０関連）

・普通財産の貸付け・売払い
・未利用道路・水路の貸付け・売払い
・庁用車保有台数の適正化

１億２４９１万円　

２億３１５６万円　合　計　額
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(5)  個別プランにおける状況の変化等を踏まえた年度別計画の見直し 
 

行革プラン２０２３に基づき取組を推

進している各プランにおいては，進捗状況

や市政を取り巻く社会環境の変化等に応

じて柔軟に取組の見直し等を行うことと

しています。 

そのため，個別プランにおける状況の

変化等を踏まえ，より適切な取組を推進し，

今後の成果向上を図るため，右記のプラン

の年度別計画を見直しました。引き続き，

各プランの進行管理を着実に行いながら，

取組を推進していきます。 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

     

    

プラン２８

内容

◆納期内納付の推進

◆納付環境の向上

◆収納体制の整備

◆市税収納率９８．６%

　以上

◆国保税収納率８７．３%

　以上

◆継続

◆継続

◆継続

◆市税収納率９８．８%

　以上

◆国保税収納率８７．３%

　以上

◆継続

◆継続

◆継続

◆再設定後の市税目標

　収納率以上

◆再設定後の国保税目標

　収納率以上

◆継続

◆継続

◆継続

◆継続

◆継続

市税・国民健康保険税の収納に関する効果的・効率的な手法を検討・活用しながら，収納率の維持・向上

や収納事務の効率化等に取り組みます。

年度別計画

令和５（2023）年度 令和６（2024）年度 令和７（2025）年度 令和８（2026）年度

市税・国民健康保険税収納率の維持・向上 担当課 納税課

プラン２８

内容

市税・国民健康保険税収納率の維持・向上 担当課 納税課

年度別計画

令和５（2023）年度 令和６（2024）年度 令和７（2025）年度 令和８（2026）年度

◆納期内納付の推進

◆納付環境の向上

◆収納体制の整備

◆市税収納率９８．６%

　以上

◆国保税収納率８７．３%

　以上

市税・国民健康保険税の収納に関する効果的・効率的な手法を検討・活用しながら，収納率の維持・向

上や収納事務の効率化等に取り組みます。

◆継続

◆継続

◆継続

◆再設定後の市税目標

　収納率以上

◆再設定後の国保税目標

　収納率以上

◆継続

◆継続

◆継続

◆継続

◆継続

◆継続

◆継続

◆継続

◆継続

◆継続
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資  料  編 

＜進行管理シート集＞ 
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【参考】行革プラン２０２３における個別プランの体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１の柱 市民が主役のまちづくり 

 

第２の柱 市民のための市役所づくり 

 
【方針１】　共創のまちづくりの実践

基本的取組１－１　参加と協働による共創のまちづくりの推進

基本的取組１－２　共創の推進のための環境整備

基本的取組１－３　市政情報の積極的な提供

プラン１ 市民参加と協働の推進

プラン２ 多様な主体との連携による共創の推進

プラン３ 市民活動・地域コミュニティ活動に関する支援の推進

プラン４ ふれあいの家の管理・運営方法の検討

プラン５ 積極的な市政情報の発信

プラン６ 適正な公文書管理・公文書のデジタル化推進

新規

【方針２】　行政のデジタル化推進

基本的取組２－１　デジタル化による行政手続における利便性の向上

基本的取組２－２　デジタル技術の活用による事務の簡素化・効率化

プラン７
行政手続のデジタル化，電子申請サービスの拡充に向けた
取組の推進

プラン５ 積極的な市政情報の発信　【再掲】

プラン６ 適正な公文書管理・公文書のデジタル化推進　【再掲】

プラン８ デジタル技術の活用による事務の簡素化・効率化の推進

新規

【方針３】　効率的な組織体制の整備

プラン２０業務上のリスクへの対応

プラン９ 組織体制の整備

プラン１０監理団体等の活用・連携の強化

基本的取組３－１　効率的で機能的な組織・システムづくり

プラン１１市庁舎の窓口手続のワンストップ化

プラン１２民間活力の活用

プラン１３公立保育園における民間活力の活用

基本的取組３－２　市民サービス提供主体の見直し

プラン１４児童館における民間活力の活用

プラン１５学校給食調理業務等における民間活力の活用

プラン１６指定管理者制度の活用

プラン１７他自治体との連携によるサービス向上

プラン１８自然災害における災害対応能力の向上

プラン１９感染症への対応能力の向上

基本的取組３－３　市民に信頼される市政の推進

プラン８
デジタル技術の活用による事務の簡素化・効率化の推進
【再掲】

プラン６ 適正な公文書管理・公文書のデジタル化推進【再掲】

新規

新規
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第３の柱 計画的な行政の推進 第２の柱 市民のための市役所づくり 

 
【方針４】　人材の確保・育成

基本的取組４－２　全ての職員が能力を最大限発揮できる職場環境づくり

プラン２１人材の確保と育成の推進

プラン２２政策法務能力の向上

基本的取組４－１　人材の確保・育成と意欲の向上

プラン２３
働き方改革による生産性の向上と全ての職員が能力を最大限
発揮できる職場環境の整備

プラン８
デジタル技術の活用による事務の簡素化・効率化の推進
【再掲】

【方針６】公共資産の有効活用・最適化（ファシリティマネジメント）

基本的取組６－１　ファシリティマネジメントの推進

プラン３０市有財産の有効活用・最適化

学校施設の建替え及び長寿命化の推進

プラン３１インフラマネジメントの推進

プラン３２公共施設マネジメントの推進

プラン３３市庁舎の長寿命化等と将来的な更新に向けた基金の積立

プラン３７スポーツ施設の効率的かつ効果的な維持管理・運営

プラン３４新たな総合福祉センターの整備の推進

プラン３５公民連携手法によるグリーンホール建替えの推進

プラン３６

新規

【方針５】　計画行政の推進

プラン２４ＰＤＣＡマネジメントサイクルによる行財政運営

基本的取組５－１　ＰＤＣＡマネジメントサイクルによる行財政運営

プラン２５財政規律ガイドラインに基づく財政運営

プラン２６事務事業等の見直し，改善による経常経費の縮減

プラン２７積極的な財源の確保と財政負担の抑制

プラン２８市税・国民健康保険税収納率の維持・向上

プラン２９国民健康保険事業の健全化

基本的取組５－２　健全な財政運営
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令和５年度

【取組計画】（ＰＬＡＮ）

前　期

取組実績 Ａ（計画どおりに進捗）

【今年度の総括，次年度以降の取組の方向性】
（ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ）

○引き続き，パブリック・コメント手続条例及び審議会等の会議の公
開に関する条例の適切な運用を図るとともに，実践を踏まえた課題整
理に基づく創意工夫や運用改善に継続して取り組みます。
○市民参加・協働実践状況調査により，市民参加手続と協働事業の実
践状況を把握し，具体的な成果や課題等を検証するとともに，市民参
加・協働実践状況報告書として取りまとめて公表します。また，市民
に分かりやすく伝えるため，報告書に必要な情報を整理・検討しま
す。
○職員研修を通じて，引き続き，参加と協働に関する知識の定着，実
践的な能力の向上を図ります。
○市民参加推進協議会については，市民参加・協働実践状況報告書を
踏まえて，各部における市民参加・協働の推進に係る課題に基づく取
組の検討・協議を行い，協議内容を踏まえた実践につなげていきま
す。【取組実績及び取組による成果・効果】（ＤＯ・ＣＨＥＣＫ）　

後　期

【取組計画】（ＰＬＡＮ）

○市民参加・協働実践状況調査により，市民参加手続と協働事業の実
践状況を把握し，具体的な成果や課題等を検証するとともに，参加と
協働の前提となる市政情報を共有するため，市民参加・協働実践状況
報告書として取りまとめて公表します。
○新入職員等を対象とした職員研修を実施し，参加と協働における実
践に必要な知識・技能の習得を図ります。
○パブリック・コメント手続条例及び審議会等の会議の公開に関する
条例について，適切な運用を図ります。
○様々な市民参加手続を実践する中で，Ｗｅｂ会議システムを活用す
るなど，幅広い市民参加手法の運用改善に努めます。

【取組実績及び取組による成果・効果】（ＤＯ・ＣＨＥＣＫ）　

【年度別計画に対する今年度の進捗見込】（ＣＨＥＣＫ）　 ○

○市政経営の基本的な考え方である「参加と協働のまちづくり」に基
づき，市民参加と協働の取組に関する理解の定着を図ることを目的
に，職員研修を実施し，市民参加と協働の実践に向けた手法に関する
理解を深めることで，市民参加意識の向上を図りました。
○パブリック・コメント手続条例及び審議会等の会議の公開に関する
条例について，適切な運用に努めるとともに，インターネット回答
フォームを活用し，幅広い市民からの意見聴取に努めました。
○市民参加推進協議会は開催せず，事務局において協議会開催につい
ての課題を確認したうえで，次年度以降の開催の方向について整理し
ました。

○市民参加推進研修等の職員研修を実施し，職員の参加と協働に対す
る知識の向上，実践的な能力の向上を図ります。
○パブリック・コメント手続条例及び審議会等の会議の公開に関する
条例の適切な運用を図ります。
○市民参加推進協議会を開催し，参加と協働の実践を通じた課題整理
を踏まえ，幅広い市民意見の把握や創意工夫に取り組む中で，市民参
加手法の見直しも視野に，市民参加の取組における創意工夫に取り組
みます。

総　括

○市民参加・協働実践状況調査により，市民参加手続と協働事業の実
践状況を把握し，具体的な成果や課題等を整理することができまし
た。
○新入職員及び新任係長職職員を対象とした研修を実施し，職員の参
加と協働に関する知識の定着を図ることができました。
○パブリック・コメント手続条例及び審議会等の会議の公開に関する
条例について，適切な運用を図ることができました。パブリック・コ
メント手続については，意見の提出方法にインターネット専用フォー
ムの活用を追加し，より多くの市民意見を聴取できるようにしまし
た。

【後期における取組の方向性】（ＡＣＴＩＯＮ）

○市民参加・協働実践状況調査により把握した具体的な成果や課題等
を検証し，幅広い市民意見の把握につながる創意工夫や運用改善を踏
まえた市民参加と協働の仕組みづくりにつなげていきます。
○市民参加推進研修を実施し，市政経営の基本的な考え方として，引
き続き職員の参加と協働に関する知識及び意識の向上を図ります。
○市民参加推進協議会を開催し，運用改善や創意工夫に取り組むとと
もに，市民をはじめ，民間事業者やＮＰＯ法人など多様な主体との連
携・協働を図ることで参加と協働のまちづくりを推進します。
○パブリック・コメント手続条例及び審議会等の会議の公開に関する
条例について，実践状況を踏まえた運用改善に努め，適切な運用を図
ります。

参加と協働の実践を重ねるとともに，調布市審議会等の会議の公開に関する条例や，調布市パブリック・コメント手続条例の適切な運用を図ります。また，市民における多様な活動形態や社会状況
の変化を踏まえた市民参加手法等の見直しも視野に，市民参加の取組における創意工夫に継続して取り組みます。

◆市民参加プログラム等に基づく市民参加及び協働の実践
◆パブリック・コメント手続条例等の適切な運用
◆市民参加手法等の見直し検討

共創のまちづくりの実践
参加と協働による共創のまちづくりの推進

方針 １
基本的取組 １－１

担当課 企画経営課，協働推進課，関係各課

１ 市民参加と協働の推進プラン

年度別計画

＜ ＰＤＣＡマネジメントサイクルに基づく評価 ＞
年度別計画を基に半期毎の取組計画を明確化し，その進捗状況の確認や，年次評価を行うと
ともに課題等を把握し，次期や次年度以降の取組の着実な推進及び成果向上につなげるため，
ＰＤＣＡマネジメントサイクルの意識強化を図りながら取組を推進しています。

年度別計画に基づく半期毎の
取組計画の明確化

成果・効果の明確化

取組の着実な推進の視点からの
後期の取組の方向の明確化

年度別計画に基づく半期毎の
取組計画の明確化

成果・効果の明確化

今年度における取組の進捗状況に
対する評価（評価理由）及び次年度
の着実な取組の推進や成果向上の

意識を強化

年度別計画を記載

上半期における年度別

計画の進捗状況
◎：計画を上回る

○：(概ね)計画どおり

△：遅れる
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【方針１】共創のまちづくりの実践 

14



総　括

○市民参加・協働実践状況調査により，市民参加手続と協働事業の実
践状況を把握し，具体的な成果や課題等を検証するとともに，参加と
協働の前提となる市政情報を共有するため，市民参加・協働実践状況
報告書として取りまとめて公表します。
○新入職員等を対象とした職員研修を実施し，参加と協働における実
践に必要な知識・技能の習得を図ります。
○パブリック・コメント手続条例及び審議会等の会議の公開に関する
条例について，適切な運用を図ります。
○様々な市民参加手続を実践する中で，Ｗｅｂ会議システムを活用す
るなど，幅広い市民参加手法の運用改善に努めます。

【取組実績及び取組による成果・効果】（ＤＯ・ＣＨＥＣＫ）　

Ａ（計画どおりに進捗）

【今年度の総括，次年度以降の取組の方向】
（ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ）

◆市民参加プログラム等に基づく市民参加及び協働の実践
◆パブリック・コメント手続条例等の適切な運用
◆市民参加手法等の見直し検討

参加と協働の実践を重ねるとともに，調布市審議会等の会議の公開に関する条例や，調布市パブリック・コメント手続条例の適切な運用を図ります。また，市民における多様な活動形態や社会状況
の変化を踏まえた市民参加手法等の見直しも視野に，市民参加の取組における創意工夫に継続して取り組みます。

【後期における取組の方向】（ＡＣＴＩＯＮ）

○市民参加・協働実践状況調査により把握した具体的な成果や課題等
を検証し，幅広い市民意見の把握につながる創意工夫や運用改善を踏
まえた市民参加と協働の仕組みづくりにつなげていきます。
○市民参加推進研修を実施し，市政経営の基本的な考え方として，引
き続き職員の参加と協働に関する知識及び意識の向上を図ります。
○市民参加推進協議会を開催し，運用改善や創意工夫に取り組むとと
もに，市民をはじめ，民間事業者やＮＰＯ法人など多様な主体との連
携・協働を図ることで参加と協働のまちづくりを推進します。
○パブリック・コメント手続条例及び審議会等の会議の公開に関する
条例について，実践状況を踏まえた運用改善に努め，適切な運用を図
ります。

○市民参加推進研修等の職員研修を実施し，職員の参加と協働に対す
る知識の向上，実践的な能力の向上を図ります。
○パブリック・コメント手続条例及び審議会等の会議の公開に関する
条例の適切な運用を図ります。
○市民参加推進協議会を開催し，参加と協働の実践を通じた課題整理
を踏まえ，幅広い市民意見の把握や創意工夫に取り組む中で，市民参
加手法の見直しも視野に，市民参加の取組における創意工夫に取り組
みます。

○市民参加・協働実践状況調査により，市民参加手続と協働事業の実
践状況を把握し，具体的な成果や課題等を整理することができまし
た。実践状況等については，市民参加・協働実践状況報告書として取
りまとめ，９月に公表しました。
○新入職員及び新任係長職職員を対象とした研修を実施し，職員の参
加と協働に関する知識の定着を図ることができました。
○パブリック・コメント手続条例及び審議会等の会議の公開に関する
条例について，適切な運用を図ることができました。パブリック・コ
メント手続については，意見の提出方法にインターネット専用フォー
ムの活用を追加し，より多くの市民意見を聴取できるようにしまし
た。

【取組計画】（ＰＬＡＮ）

前　期

年次評価

○引き続き，パブリック・コメント手続条例及び審議会等の会議の公
開に関する条例の適切な運用を図るとともに，実践を踏まえた課題整
理に基づく創意工夫や運用改善に継続して取り組みます。
○次年度も，市民参加・協働実践状況調査により，市民参加手続と協
働事業の実践状況を把握し，具体的な成果や課題等を検証するととも
に，市民参加・協働実践状況報告書として取りまとめて公表します。
また，市民に分かりやすく伝えるため，報告書に必要な情報を整理・
検討します。
○職員研修を通じて，引き続き，参加と協働に関する知識の定着，実
践的な能力の向上を図ります。
○市民参加推進協議会については，市民参加・協働実践状況報告書を
踏まえて，各部における市民参加・協働の推進に係る課題に基づく取
組の検討・協議を行い，協議内容を踏まえた実践につなげていきま
す。

年度別計画

令和５年度

【年度別計画に対する今年度の進捗見込】（ＣＨＥＣＫ）　 ○

○市政経営の基本的な考え方である「参加と協働のまちづくり」に基
づき，市民参加と協働の取組に関する理解の定着を図ることを目的
に，職員研修を実施し，市民参加と協働の実践に向けた手法に関する
理解を深めることで，市民参加意識の向上を図りました。
○パブリック・コメント手続条例及び審議会等の会議の公開に関する
条例について，適切な運用に努めるとともに，インターネット回答
フォームを活用し，幅広い市民からの意見聴取に努めました。
○市民参加推進協議会は開催せず，事務局において次年度以降の開催
の方向や協議内容について整理しました。

担当課 企画経営課，協働推進課，関係各課

【取組実績及び取組による成果・効果】（ＤＯ・ＣＨＥＣＫ）　

後　期

【取組計画】（ＰＬＡＮ）

１ 市民参加と協働の推進プラン

共創のまちづくりの実践
参加と協働による共創のまちづくりの推進

方針 １
基本的取組 １－１
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令和５年度

年度別計画

◆多様な主体との連携の推進
◆調布スマートシティ協議会における取組の推進
◆多様な主体との連携による地域社会のデジタル化の推進

担当課 企画経営課，デジタル行政推進課，関係各課

２ 多様な主体との連携による共創の推進プラン

○企業，大学，ＮＰＯ，市民団体等，多様な主体との連携や市民との
協働を通じた共創の取組を推進し，市が抱える地域課題の解決につな
げます。
○調布スマートシティ協議会における取組を推進し，調布市民の生活
の豊かさや，地域の持続的成長につながる新しいサービス・事業を創
出することで，市の社会課題の解決を目指します。
○地域情報化に関する活動を行っている多様な主体との連携（地域情
報化推進事業，情報共有，意見交換等の実施）を推進します。
○国や東京都等の事業を活用したデジタルデバイド対策を実施しま
す。
○地域情報化推進連絡会議等を活用した庁内横断的な連携（情報共
有，意見交換等の実施）を推進します。

【取組実績及び取組による成果・効果】（ＤＯ・ＣＨＥＣＫ）　

【年度別計画に対する今年度の進捗見込】（ＣＨＥＣＫ）　 ○

〇産学官民の連携により解決が期待できる地域課題を整理するため，
市民意識調査の結果やＲＥＳＡＳ等を用いた分析，他自治体における
取組に関する情報収集を行いました。また，それらの結果を基に，産
学官民の連携により解決が期待できる地域課題を洗い出し，解決策に
ついて検討しました。
○企業，大学と連携した実証的な事業に取り組んだほか，新たな連携
事業についての検討を行いました。
○調布スマートシティ協議会における取組として，新たな連携事業の
検討に取り組み，令和６年度からの事業実施に向けた具体的な検討を
進めました。
○都市ＯＳの導入について，ＧｏｖＴｅｃｈ東京のワーキンググルー
プに参画し，検討を進めました。
○毎月開催される調布地域情報化推進協議会に参加し，情報提供等の
支援や地域情報化に関する様々な意見交換を実施しました。また，
「調布市内シニア向けスマホ講習会主催者報告会・意見交換会」や市
民団体の発信力向上に資する講演会（参加者４４人）の開催を支援
し，市民による地域情報化の推進につなげました。
○市民，事業者，教育機関等及び行政の協働による地域情報化を推進
するため，庁内会議である地域情報化推進連絡会議において，関係各
課における地域情報化関連事業に関する取組について情報共有・連携
を図りました。また，同会議には，調布地域情報化推進協議会の事務
局（調布市地域情報化コンソーシアム）が出席し，本協議会において
取りまとめた令和５年度地域情報化に関する事業報告について情報共
有を図りました。

Ａ（計画どおりに進捗）

【今年度の総括，次年度以降の取組の方向】
（ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ）

○企業，大学と連携した実証的な事業に取り組んだほか，新たな連携
事業についての検討を行うことで，共創の取組を推進することができ
ました。引き続き，多様な主体と連携した共創の取組を推進していき
ます。
○調布スマートシティ協議会における取組として，令和６年度から，
新たに特殊詐欺対策の実証事業に取り組みます。また，令和５年度か
ら検討を進めていた，市域の人流活性化実証事業について，令和６年
５月からサービスを開始し，実証事業を進めます。
○毎月開催される調布地域情報化推進協議会の活動支援や，オンライ
ン手法を活用した共催事業の取組を踏まえ，引き続き，多様な主体と
連携した地域情報化を推進します。
○令和４年度に策定した調布市デジタル化総合戦略１．０に基づく取
組の推進に当たっては，市民，事業者，教育機関等と連携・協働を
図っていきます。

【取組実績及び取組による成果・効果】（ＤＯ・ＣＨＥＣＫ）　

後　期

【取組計画】（ＰＬＡＮ）

総　括

地域課題の解決に向け，データの利活用をはじめとした，産学官民の連携による調布スマートシティ協議会における活動や，デジタル技術を活用した市民との協働（シビックテック）を通じた共創
の取組を推進します。また，調布地域情報化推進協議会等の活動支援などを通じた，これまでの地域情報化の取組を踏まえた地域社会のデジタル化に資する取組を推進します。

【後期における取組の方向】（ＡＣＴＩＯＮ）

○引き続き，多様な主体と連携した共創の取組を推進するため，既存
事業を継続して実施するとともに，新規事業の検討を行います。
○ＧｏｖＴｅｃｈ東京の動きや他自治体の事例など，スマートシティ
や都市ＯＳ，先端技術に関する動向を注視しながら，協議会活動の進
め方や都市ＯＳの導入についての検討，新たなサービス実装に取り組
みます。
○地域情報化に関する活動を行っている多様な主体との連携（地域情
報化推進事業，情報共有，意見交換等の実施）を推進します。
○国や東京都等の事業を活用したデジタルデバイド対策を実施しま
す。
○地域情報化推進連絡会議等を活用した庁内横断的な連携（情報共
有，意見交換等の実施）を推進します。

○企業，大学，ＮＰＯ，市民団体等，多様な主体との連携や市民との
協働を通じた共創の取組を推進し，市が抱える地域課題の解決につな
げます。
○調布スマートシティ協議会における取組を推進し，市民の生活の豊
かさや，地域の持続的成長につながる新しいサービス・事業を創出す
ることで，市の社会課題の解決を目指します。
○地域情報化に関する活動を行っている多様な主体との連携（地域情
報化推進事業，情報共有，意見交換等の実施）を推進します。
○国や東京都等の事業を活用したデジタルデバイド対策を実施しま
す。
○地域情報化推進連絡会議等を活用した庁内横断的な連携（情報共
有，意見交換等の実施）を推進します。

〇産学官民の連携により解決が期待できる地域課題を整理するため，
各部へのヒアリング及び市民意識調査の結果やＲＥＳＡＳ等を用いた
分析，他自治体における取組に関する情報収集を行いました。
○企業，大学と連携した実証的な事業に取り組んだほか，新たな連携
事業についての検討を行いました。
○調布スマートシティ協議会における取組として，新たな連携事業の
検討に取り組みました。また，都市ＯＳの導入について検討しまし
た。
○ＩＣＴ東京フォーラム実行委員会主催の講演会「元気が出る地域コ
ミュニティのデジタル化」を共催し，地域情報化に資する事業の実施
に向けた支援を行いました。
○調布地域情報化推進協議会に参加し，「地域社会のデジタル化」に
関する意見交換を実施しました。
○デジタルデバイド対策として，国や東京都の事業を活用した高齢者
等を対象するスマートフォン講座の開催支援を行いました。

【取組計画】（ＰＬＡＮ）

前　期

年次評価

共創のまちづくりの実践
参加と協働による共創のまちづくりの推進

方針 １
基本的取組 １－１
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年度別計画

令和５年度

◆市民活動支援センターによる市民活動団体への支援
◆地域コミュニティサイトを活用した効果的な情報発信
◆市民活動団体等と連携・協働したイベントの実施による市民参加の促進

担当課 協働推進課

３ 市民活動・地域コミュニティ活動に関する支援の推進プラン

○市民活動支援センター運営委員会や定例会議への参加等を通して，
運営団体（調布市社会福祉協議会）と継続的な意見交換を行います。
○市民活動支援センターの利用に関するニーズ調査の結果を踏まえ，
施設機能の充実に取り組みます。
○市民活動で活躍する次世代の人材を養成・発掘するための地域人材
養成講座を検討し，受講者の市民活動への参加を促進します。
○地域活動情報紙「じょいなす」について，より効果的な地域活動情
報の発信ができるよう，発行方法を検討します。
○市民交流事業である「調布まち活フェスタ」の活動団体の更なる交
流促進について検討を行います。
○市民参加の促進とＮＰＯ等の支援のため，ちょうふ地域コミュニ
ティサイト「ちょみっと」に，市内の活動場所を紹介する「居場所
マップ」の作成を検討します。
○ＳＮＳ等を活用した「ちょみっと」のより効果的な情報発信に取り
組みます。

【取組実績及び取組による成果・効果】（ＤＯ・ＣＨＥＣＫ）　

【年度別計画に対する今年度の進捗見込】（ＣＨＥＣＫ）　 ○

○市民活動支援センターの運営委員会や定例会議への参加等を通し
て，運営団体（調布市社会福祉協議会）と継続的な意見交換を行いま
した。
○市民活動支援センターの利用者のニーズを踏まえ，施設機能の充実
を図りました。
○市民活動で活躍する次世代の人材を養成・発掘するため，調布市在
住・在学の大学生を対象にした地域人材養成講座を実施しました。
○地域活動情報誌「じょいなす」令和６年春号では，地区協議会など
地域で活躍する１０代から２０代の若者に焦点を当てて紹介し，市民
参加の促進に努めました。
○多くの市民に市民活動に触れてもらうとともに，市民活動団体同士
の交流の場を創出するため，「調布まち活フェスタ」を実施しまし
た。
○地域コミュニティサイト「ちょみっと」の新機能「居場所マップ」
に掲載する新たな候補を発掘し，更なる市民活動の活性化を促進しま
した。
○現役世代を中心とした幅広い市民に向けた情報発信に取り組むた
め，ＳＮＳ等を活用した「ちょみっと」の効果的な情報発信に努めま
した。

Ａ（計画どおりに進捗）

【今年度の総括，次年度以降の取組の方向】
（ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ）

○市民活動支援センターにおける市民活動団体の支援やイベントの実
施に加え，「ちょみっと」や「じょいなす」などの広報媒体を活用し
た効果的な情報発信に取り組むことで，市民活動・地域コミュニティ
活動の活性化につなげることができました。
○市民交流事業である「調布まち活フェスタ」については，イベント
の目的である，市民参加の促進と団体同士の交流につながるためのよ
り効果的な事業の実施方法について検討していく必要があります。
○地域活動情報誌「じょいなす」の発行にあたり，より多くの市民が
関心を持っているテーマの設定と，そのテーマに応じた発行方法につ
いて検討する必要があります。
○ちょうふ地域コミュニティサイト「ちょみっと」について，より多
くの市民に利用してもらえるよう，サイトデザインや新たに発信して
いく内容の検討が必要です。
○地域人材養成講座について，地域で活躍している方や活躍したい方
により一層興味を持って受講してもらえるよう，これまでの取組，受
講者の定員や育成テーマ等を振り返り，課題を整理する必要がありま
す。

【取組実績及び取組による成果・効果】（ＤＯ・ＣＨＥＣＫ）　

後　期

【取組計画】（ＰＬＡＮ）

総　括

市民活動・地域コミュニティ活動の更なる活性化に向け，市民活動支援センターにおける市民活動団体の支援や多様な市民活動団体等が連携・協働して企画・運営するイベントを実施します。ま
た，市民活動への参加のきっかけが生まれるような情報発信に取り組みます。

【後期における取組の方向】（ＡＣＴＩＯＮ）

○地域コミュニティサイト「ちょみっと」の新機能「居場所マップ」
に掲載する新たな候補の掘り起こしを継続し，更なる市民活動の活性
化を促進します。
○調布まち活フェスタ実行委員会を運営し，委員同士の交流を促進す
るとともに，イベント実施による市民参加を推進します。

○市民活動支援センターの運営委員会や定例会議への参加等を通し
て，運営団体（調布市社会福祉協議会）と継続的な意見交換を行いま
す。
○市民活動支援センターの利用に関するニーズ調査の結果を踏まえ，
施設機能の充実に取り組みます。
○市民活動で活躍する次世代の人材を養成・発掘するための地域人材
養成講座を実施します。
○地域活動情報紙「じょいなす」を発行し，地域活動に関する情報を
より効果的に発信します。
○市民交流事業である「調布まち活フェスタ」を実施します。
○市民参加の更なる促進とＮＰＯ等の支援のため，ちょうふ地域コ
ミュニティサイト「ちょみっと」に，市内の活動場所を紹介する「居
場所マップ」を作成します。
○ＳＮＳ等を活用した「ちょみっと」の効果的な情報発信に取り組み
ます。

○市民活動支援センター運営委員会への出席や定例会議の継続実施に
より，運営団体との情報共有と，事業実施時における連携を図りまし
た。
○市民活動支援センターの活動スペース「はばたき」を少人数のグ
ループや個人でも使用したいという市民ニーズを受け，レイアウト変
更を行い利用促進に努めました。
○市民活動に参加する次世代の人材を発掘することを目的として，大
学生を対象とした地域人材養成講座を開始しました。
○市民参加の促進とＮＰＯ等活動団体を支援するため，地域コミュニ
ティサイト「ちょみっと」に，子ども食堂など市内のサードプレイス
を紹介する新機能「居場所マップ」を開設し，サイト内容の充実を図
りました。
○地域活動情報誌「じょいなす」の発行テーマを，地域コミュニティ
サイト「ちょみっと」の新機能「居場所マップ」の特集に決定し，市
民参加の促進に努めました。
○第１０回調布まち活フェスタの実行委員会を発足し，令和６年３月
の開催に向けて準備を開始しました。

【取組計画】（ＰＬＡＮ）

前　期

年次評価

共創のまちづくりの実践
共創の推進のための環境整備

方針 １
基本的取組 １－２
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担当課 協働推進課

４ ふれあいの家の管理・運営方法の検討 プラン

○令和６年度の次期指定管理者の更新に向けて，指定管理者候補者選
定審査委員会を設置するとともに，今後のふれあいの家の運営方法に
ついて関係部署をはじめ，各ふれあいの家運営委員会と連携を図りな
がら，効率化に向けた課題整理・検討を行います。
○令和５年度から６箇所のふれあいの家で運用しているスマートロッ
クについて，追加の設置に向けて準備します。

【取組実績及び取組による成果・効果】（ＤＯ・ＣＨＥＣＫ）　

【年度別計画に対する今年度の進捗見込】（ＣＨＥＣＫ）　 ○

○前期に実施したモニタリング実地調査の結果を踏まえ，２回目の実
地調査において，各運営委員会の次期指定期間における運営方法や対
応策について協議を行いました。
○ふれあいの家運営委員会からの意見や指定管理者候補者選定審査委
員会の審査結果を踏まえ，運営委員会の業務負担の軽減と利用者サー
ビスの向上を図るため，次期指定管理期間における指定管理料の増額
を行うなど，運営委員会に対して，業務の一部外部委託や業務全体の
効率化に向けた対応策を提案しました。

Ａ（計画どおりに進捗）

【今年度の総括，次年度以降の取組の方向】
（ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ）

年次評価

○ふれあいの家の運営における課題について，運営委員会と情報共有
を図ることで，業務の一部外部委託や業務全体の効率化に向けた対応
策など，安定した管理運営に向けた具体的な対策案を提案することが
できました。また，国領駅北ふれあいの家については，新たに市民活
動支援センターの一室へ位置付けを変更し，コミュニティ活動の現状
に即した利用条件や管理方法の見直しを図りました。
○今後も，地域住民等の自主管理による施設管理について，各ふれあ
いの家の地域特性や施設利用者ニーズを踏まえながら，運営委員会と
連携して取り組む必要があります。具体的には，年２回のモニタリン
グ実地調査などで運営委員会との意見交換をしながら，施設の効率的
な管理運営や安全性の確保，利用者の利便性向上に向け，清掃等の外
部委託や，利用者ニーズや運営委員会の負担を考慮した受付方法の検
討，電子錠（スマートロック）や防犯カメラの設置を推進する必要が
あります。【取組実績及び取組による成果・効果】（ＤＯ・ＣＨＥＣＫ）　

後　期

【取組計画】（ＰＬＡＮ）

総　括

年度別計画

令和５年度

ふれあいの家について，施設管理における課題や施設利用者のニーズを把握しながら，効率的な運営方法について検討を行います。

【後期における取組の方向】（ＡＣＴＩＯＮ）

○指定管理者候補者選定審査委員会の審査結果を踏まえた支援策につ
いて検討するとともに，ふれあいの家のモニタリング実地調査や代表
者会議を通じて審査結果の共有を行います。

○ふれあいの家のモニタリング実地調査を通じて，次期指定管理期間
における運営方法や課題を確認します。
○ふれあいの家運営委員会の課題及び指定管理者候補者選定審査委員
会の審査結果を踏まえ，各ふれあいの家に応じた事務の効率化などの
対応策を検討・実施します。

◆次期指定管理者の指定を見据えた，ふれあいの家における運営方法の簡素化・効率化に
向けた取組の検討・実施

共創のまちづくりの実践
共創の推進のための環境整備

方針 １
基本的取組 １－２

○ふれあいの家のモニタリング実地調査を実施し，各ふれあいの家運
営委員会と次期指定管理期間の運営に向けた課題の共有を行いまし
た。
○指定管理者候補者選定審査委員会の審査の中で議論のあった，運営
委員会の業務の外部委託やインターネット予約の導入検討など，運営
方法の効率化やそれに付随する課題を整理しました。
○６箇所のふれあいの家で運用しているスマートロックについて，新
たに１箇所のふれあいの家に機器の設置を行い，後期からの運用開始
に向けて準備しました。

【取組計画】（ＰＬＡＮ）

前　期
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※ＣＭＳ（Contents Management System）…ホームページの構築・管理・運用を一元的に行うことで，専門知識がなくともページを作成できるシステムのこと。

年度別計画

令和５年度

市報の掲載記事の見直しや市ホームページのリニューアルを進めるとともに，ＳＮＳ等も含めた多様な広報メディアを有機的に連動させ，多くの市民に効果的な情報提供，魅力発信を行うほか，災害時に
迅速な情報発信が可能となるよう，継続的に訓練を行います。また，効果的な市政情報の発信に向けて，職員に対する研修等を実施します。

【後期における取組の方向】（ＡＣＴＩＯＮ）

○引き続き，様々な広報媒体を活用して積極的に調布の魅力発信を行いま
す。
○市ホームページのリニューアルに向けて円滑にコンテンツへ移行できるよ

う，ＣＭＳ※事業者やコンサル事業者と継続した連絡や調整を行います。
○調布市の魅力や各課の取組について，動画を制作し市公式ＹｏｕＴｕｂｅ
に掲載し，市内外を問わず積極的に情報発信を行います。
○インフルエンサーを活用した魅力発信については，多くの方に視聴される
よう適切なインフルエンサーの選定を行います。

○今年度の市ホームページリニューアル公開において，データ移行や
サイトマップの作成を行います。
○新型コロナウイルス感染症が感染症法上の５類に位置付けられたこ
とに伴い，各種イベントなどが再開するため，市報での効果的な掲載
頻度や発信方法の検討を行います。
○様々な広報媒体を活用して積極的に情報発信します。
○市報に時宜にかなった特集ページを設けて調布の魅力発信につなげ
るほか，より分かりやすい市政情報の提供を行います。
○狛江市と連携してインフルエンサーを活用した情報発信を行うとと
もに，調布・狛江の魅力ＰＲ部と協働して，両市の魅力発信に取り組
みます。
○市ホームページでの動画配信や画像オープンデータの取組を継続
し，市の魅力発信につなげます。
○報道機関に対して積極的な情報提供を継続し，調布の話題が多く取
り上げられるように，創意工夫したアプローチを実践します。

◆市報の掲載記事の見直し
◆市ホームページのリニューアル
◆多様な広報メディアを活用した効果的な情報提供及び調布のまちの魅力発信
◆災害対応に備えた訓練
◆職員への研修等を通じた意識醸成の取組の検討，実施

共創のまちづくりの実践
市政情報の積極的な提供

方針 １
基本的取組 １－３

○市ホームページのリニューアルに向けて，トップページや観光ページ，
キッズページなどのデザインの制作を行いました。また，コンテンツデータ
を一部事前に移行するなどの作業を行いました。
○調布花火２０２３の開催に伴い市報の１面など目立つ紙面に掲載するほか,
ラグビーワールドカップ２０２３フランス大会の開催に合わせて所管課と連
携し，市職員と現役ラグビー選手とのトーク番組を市公式ＹｏｕＴｕｂｅや
市報に掲載するなど機運醸成に務めました。
○多様な能力をもつ市職員を活用し，調布市の魅力を発信する動画を制作す
るとともに，市内で働く応援アスリートを紹介する動画を制作しました。
○調布・狛江の魅力ＰＲ部のメンバーが灯籠流しや調布花火２０２３などの
魅力を各自のＳＮＳで紹介するほか，青赤ストリートでＦＣ東京の魅力を紹
介する動画をテレビ広報ちょうふや市公式ＹｏｕＴｕｂｅで発信しました。
○インフルエンサーを活用した魅力発信の仕様について，狛江市と検討を行
いました。
○災害時の対応に向けて，出水期前に課内のマニュアルを更新し，打合せを
行いました。

【取組計画】（ＰＬＡＮ）

前　期

【今年度の総括，次年度以降の取組の方向】
（ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ）

○市民に市ホームページのトップページのデザインへのアンケート調
査を行うほか，デジタル行政推進アドバイザーへの意見聴取などを経
て，大きなトラブルなく市ホームページのリニューアルが完了しまし
た。また，新たなＣＭＳの操作研修や研修動画を各課と共有すること
で，リニューアル後のホームページでも各課で円滑に公開作業できる
よう取り組みました。
○市ホームページでは，キッズページとして調布市に関するクイズが
できるミニゲームや，市内の名所をカードゲームのように楽しめる仕
様にした「めいぶつずかん」などのコンテンツを設けました。
○情報量に応じて市報の紙面数を減らした１２面での発行を４回行
い，適切な予算執行を行いました。また，ＱＲコードを活用して，市
ホームページや市公式ＹｏｕＴｕｂｅへのリンクを行うなどクロスメ
ディア展開を行うことで，インタビューなど，紙面では表現しきれな
い情報についても発信することができました。
○市ＬＩＮＥ公式アカウントの友達増加を目的として，市公式
ＬＩＮＥの利用状況アンケートの回答者に抽選で市内の銭湯の入浴券
とオリジナルタオルをプレゼントするキャンペーンを実施した結果，
２０００人以上のアンケートの回答を得られるとともに，１２００人
以上の友達数の増加につながりました。
○調布市と狛江市の魅力を伝える動画を，インフルエンサー３人のア
カウントで発信することで，１９３万回の総再生につながりました。
○市ＬＩＮＥ公式アカウントのホーム画面に粗大ごみのインターネッ
ト申込のリンクを設定し，利便性の向上を図りました。
○市公式ＹｏｕＴｕｂｅを収益化することで，新たな財源確保の取組
を開始しました。
○職員が市報や市公式ＹｏｕＴｕｂｅ等に出演することで，庁内の広
報への興味・関心を惹き，意識の醸成を図りました。
○災害時の対応に向けて，課内のマニュアルを更新し周知するととも
に，情報伝達訓練に参加しました。

【取組実績及び取組による成果・効果】（ＤＯ・ＣＨＥＣＫ）　

後　期

【取組計画】（ＰＬＡＮ）

総　括

担当課 広報課

５ 積極的な市政情報の発信プラン

○今年度の市ホームページリニューアルに向けて，トップページや観光サイ
トのデザインの制作を行います。
○新型コロナウイルス感染症が感染症法上の５類に位置付けられることに伴
い，各種イベントなどが再開するため，市報での効果的な掲載頻度や発信方
法の検討を行います。
○様々な広報媒体を活用して積極的に情報発信します。
○市報に時宜にかなった特集ページを設けて調布の魅力発信につなげるほ
か，より分かりやすい市政情報の提供を行います。
○狛江市と連携してインフルエンサーを活用した情報発信を行うとともに，
調布・狛江の魅力ＰＲ部と協働して，両市の魅力発信に取り組みます。
○市ホームページでの動画配信や画像オープンデータの取組を継続し，市の
魅力発信につなげます。
○報道機関に対して積極的な情報提供を継続し，調布の話題が多く取り上げ
られるように，創意工夫したアプローチを実践します。

【取組実績及び取組による成果・効果】（ＤＯ・ＣＨＥＣＫ）　

【年度別計画に対する今年度の進捗見込】（ＣＨＥＣＫ）　 ○

○複数回のデータ移行や操作研修を経て，令和６年２月に市ホーム
ページのリニューアルを実施しました。また，災害発生時の情報を迅
速に伝えられるよう市ホームページの目立つ位置に防災情報を掲載し
緊急情報を掲載しました。
○市報では，時宜にかなったイベントや詐欺被害防止対策の記事など
を主要な紙面に掲載し，情報発信を行いました。
○市ＬＩＮＥ公式アカウントの友達増加に向けて，市内の銭湯の入浴
券とオリジナルタオルをプレゼントするキャンペーンを実施しまし
た。
○市報や動画で，多様な能力をもつ市職員を活用した市内の魅力発信
に取り組みました。また，市内の魅力ある施設の一つである武者小路
実篤記念館のおすすめグッズを紹介する動画などを制作することで，
魅力発信に取り組みました。
○狛江市と連携してインフルエンサーを活用した情報発信を実施する
とともに，小田急線下北沢駅構内に両市のポスターを掲示するなど魅
力発信を行いました。
○調布・狛江の魅力ＰＲ部のメンバーが紹介した市内のおすすめのお
店の紹介や，ＦＣ東京の選手へのインタビューの様子を市報に掲載す
ることで，若者の視点での市内の魅力発信を行いました。
○令和６年３月に市公式ＹｏｕＴｕｂｅチャンネルの収益化を実施し
ました。
○総合防災安全課主催の災害対策本部における情報伝達訓練に調布
ＦＭとともに参加しました。

Ａ（計画どおりに進捗）年次評価
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※２　ＲＦＩ…情報提供依頼。事業者に当該業務におけるシステム関連情報の提供を受けること。※３　ＲＦＰ…提案依頼書。事業者に当該分野における具体的なシステムの提案を受けること。

年度別計画

令和５年度

担当課 総務課，関係各課

６ 適正な公文書管理・公文書のデジタル化推進プラン

【年度別計画に対する今年度の進捗見込】（ＣＨＥＣＫ）　 ○

○文書管理システムを更新するため，ＲＦＰを実施し，事業者と契約
締結しました。
○劣化・破損が著しく，取扱いが困難な状態にある歴史資料を専門業
者への委託により修復しました。
○１０月の個人情報保護推進月間において，個人情報の適正な取扱い
に関する情報，掲示板を使用して庁内周知するとともに，情報漏えい
の原因の一つである「ヒューマンエラー」をテーマとした研修を実施
しました。
○市が公開するオープンデータの一部を，デジタル庁が推進するオー
プンデータの共通様式である「自治体標準データセット」に変換しま
した。
○文書管理システムにおいて，特別職への電子決裁を含め，電子決裁
率の向上を図りました。
○財務会計システムの電子決裁導入に当たり，電子データ等の取扱い
について，適切に公文書として管理するための留意事項を庁内周知し
ました。
○生成ＡＩの導入に当たり，個人情報の取扱いについて，留意事項を
庁内周知しました。
○後期にリニューアルする市ホームページにおいて，オープンデータ
のカタログページを作成しました。
○グループウェアの掲示板やメッセージ機能における公文書の取扱い
について，庁内周知しました。

【後期における取組の方向】（ＡＣＴＩＯＮ）

○文書管理システムにおいて，特別職への電子決裁を含め，電子決裁
率の向上を図ります。
○財務会計システムの電子決裁導入にあたり，電子データ等の取扱い
について，適切に公文書として管理するための留意事項を庁内周知し
ます。
○生成ＡＩの導入に当たり，個人情報の取扱いについて，留意事項を
庁内周知します。
○後期にリニューアルする市ホームページにおいて，オープンデータ
のカタログページを作成します。

○文書管理システムを更新するため，２回目のＲＦＩを実施しまし
た。
○劣化・破損が著しく，取扱いが困難な状態にある歴史資料を専門業
者への委託により修復しました。
○個人情報の取扱いに係る個人情報保護法の改正内容を周知するた
め，個人情報ファイル簿の作成方法とあわせて職員向け説明会を実施
しました。
○公文書のデジタル化を進めるため，民間の研修機関が主催する「決
裁電子化」をテーマにした公文書管理制度の研修会に総務課職員が参
加しました。
○市が公開するオープンデータの一部をデジタル庁が推進するオープ
ンデータの共通様式である「自治体標準データセット」に変換するた
め，データ項目の修正等を対象課に確認しました。

【取組実績及び取組による成果・効果】（ＤＯ・ＣＨＥＣＫ）　

【取組計画】（ＰＬＡＮ）

○文書管理システムによる公文書の作成から保存を推進し，職員研修
等を通じて，システムの適正かつ円滑な運用支援をすることで，
電子決裁比率は，令和元年度５４．４％から令和５年度６４．２％ま
で向上しました。次年度はシステムの更新を踏まえ，更なる電子決裁
比率の向上を検討します。
○個人情報保護制度や情報公開制度など，公文書の取扱いとあわせ
て，職員の意識啓発を行いました。次年度は，公文書の適正な取扱い
に向けた職員研修や説明会を継続するとともに，公文書のデジタル化
を進めるため，公文書管理制度の見直しを実施します。
○歴史的価値のある文書を適切に選別し，目録作成したほか，修復を
要する歴史資料を適切な保存の観点から修復・デジタル化を計画的に
進めました。次年度以降も引き続き，保存期間を過ぎた文書から歴史
資料を選別し，目録作成に取り組むほか，劣化などが進んでいる資料
の修復・デジタル化を進めていきます。
○東京都カタログサイトや市ホームページにおいて，オープンデータ
の積極的な公開・更新を進めることができました。市民や事業者等が
利用しやすい形式でのオープンデータの公開は，デジタル化の進展な
どの社会状況の変化に即した，より効果的な情報提供を行う必要があ
り，次年度も引き続き，東京都をはじめ，他団体の取組や先進事例を
参考に，取組を進めます。

総　括

※１　非現用文書…保存期間が満了した公文書のこと。

◆文書管理システム更新の検討

◆非現用文書※１の整理，修復，デジタル化の推進
◆公文書のデジタル化の在り方検討・実施
◆文書管理に関する研修等の実施
◆オープンデータの先進事例や需要の把握，研究及び職員向け研修・説明会の実施

共創のまちづくりの実践
市政情報の積極的な提供

方針 １
基本的取組 １－３

文書管理システムの運用や研修を通じて，適正な公文書管理事務を行います。また，文書管理システム更新の機会を捉えて，公文書のデジタル化を推進するとともに，電子決裁率の向上及び効率的な
事務処理を進めます。あわせて，オープンデータの充実に向けた取組を推進します。

【取組実績及び取組による成果・効果】（ＤＯ・ＣＨＥＣＫ）　

前　期

年次評価 Ｂ（概ね計画どおりに進捗）

【今年度の総括，次年度以降の取組の方向】
（ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ）

後　期

【取組計画】（ＰＬＡＮ）

○文書管理システムを活用した公文書の適正な管理を進め，電子決裁
率の向上に努めます。

○文書管理システムを更新するため，ＲＦＩ※２及びＲＦＰ※３を実施し
ます。
○劣化・破損が著しく，取扱いが困難な状態にある歴史資料を修復し
ます。
○公文書のデジタル化を進めるため，国のガイドラインや東京都の動
向等を確認し，公文書管理制度の見直しを検討します。
○市政情報公開手続における個人情報の不適切な取扱い等に関する再
発防止の取組を進めます。
○市が保有する公開可能なデータについて，オープンデータとして公
開できるよう取組を進めます。
○東京都カタログサイトに公開した機械判読性が高い形式に加工・変
換したオープンデータを市ホームページにも掲載します。
○他自治体のオープンデータを参考に，市においてもオープンデータ
として公開できるデータについて更に検討します。

○文書管理システムを活用した公文書の適正な管理を進め，電子決裁
率の向上に努めます。
○文書管理システムを更新するため，製品及び事業者を選定します。
○劣化・破損が著しく，取扱いが困難な状態にある歴史資料を修復し
ます。
○公文書のデジタル化を進めるため，国のガイドラインや東京都の動
向等を確認し，公文書管理制度の見直しを検討します。
○各部署のファイリング巡回点検を実施し，公文書の適正な管理を行
います。
○市政情報公開手続における個人情報の不適切な取扱い等に関する再
発防止の取組を進めます。
○市が保有する公開可能なデータについて，オープンデータとして公
開できるよう取組を進めます。
○市が公開するオープンデータの一部をデジタル庁が推進するオープ
ンデータの共通様式である「自治体標準データセット」に変換し，市
ホームページに公開します。
○他自治体のオープンデータを参考に，市においてもオープンデータ
として公開できるデータについて更に検討します。
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【方針２】行政のデジタル化推進 
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※２　ＰＭＨ（Public Medical Hub）…医療費助成，予防接種，母子保健（乳幼児健診，妊婦検診）等に関する情報を，自治体や医療機関，対象者間で連携するシステムのこと。

年度別計画

令和５年度

○電子申請サービスの拡充に向けた対象行政手続の整理・検討を進めます。
○情報システム等の共同調達について，「ＧｏｖＴｅｃｈ東京」や他市町村と
の連携を図ります。
○市民にとって分かりやすいマイナンバー制度解説に継続して取り組みます。
○コンビニ交付サービスについて，障害発生時においての復旧対応をより迅速
に行うことで安定的な運用を図ります。

○東京共同電子申請・届出サービスについて，既存システムと並行してＳａａ
Ｓ型サービス「ＬｏＧｏフォーム」を導入するとともに，職員向けにフォーム
作成研修を複数回実施することにより，サービスの活用促進を図りました。
○市ホームページにオンライン申請ポータルを設置し，オンラインで申請でき
る行政手続の一覧を市民向けに提示し，市民の利便性向上に努めました。
○東京都等が設立した新団体「ＧｏｖＴｅｃｈ東京」の協働事業に参加すると
ともに，情報システム等の共同調達に向けた事前準備チームに参加し，他の市
区町村と連携して事業の推進を図りました。
○マイナンバー制度の円滑かつ適切な制度運用を図るとともに，国や近隣自治
体の動向を踏まえた総合的な観点から，市民サービス向上に向け，マイナン
バーカードの活用検討を進めました。
○ミラー型デジタルディスプレイを市庁舎内及び市内の公共施設に設置し，市
職員が製作したＰＲ動画等を活用した広報活動を実施しました。
○出前講座を活用し，マイナンバー制度について周知を図りました。
○マイナンバーカードを活用した住民票の写し等のコンビニ交付サービスにつ
いて，障害発生時においても迅速に復旧対応を行うことにより，安定的な運用
に努めました。
○ぴったりサービスについて，本格稼働を行いました。

担当課 デジタル行政推進課，企画経営課，関係各課

７ 行政手続のデジタル化，電子申請サービスの拡充に向けた取組の推進プラン

【取組計画】（ＰＬＡＮ）

前　期

○東京共同電子申請・届出サービスについて，既存システムと並行して
ＳａａＳ型サービスの導入を検討します。
○電子申請用フォーム（民間電子申請サービスを含む）の対象手続を整理・検
討します。
○東京都等が設立する新団体「ＧｏｖＴｅｃｈ東京」と情報システム等の共同
調達について，連携を図ります。
○マイナンバー制度の円滑かつ適切な制度運用を図るとともに，国や近隣自治
体の動向を踏まえ，行政手続のデジタル化を推進する観点から市民サービスの
向上や事務の効率化に向けたマイナンバーの活用検討を進めます。
○市報・市ホームページでマイナンバー制度に関する解説の連載を継続すると
ともに，出前講座等の活用により，引き続き，市民に向けた分かりやすい広報
に努めます。
○マイナンバーカードを活用した住民票の写し等のコンビニ交付サービスにつ
いて，継続して安定的な運用を図ります。
○令和４年度に開始したぴったりサービスについて，通年での運用による本格
稼働を行います。

【取組実績及び取組による成果・効果】（ＤＯ・ＣＨＥＣＫ）　

【年度別計画に対する今年度の進捗見込】（ＣＨＥＣＫ）　 ○

○東京共同電子申請・届出サービスについて，既存システムと並行した
ＳａａＳ型サービス「ＬｏＧｏフォーム」の導入と職員向けの操作研修の実施
により，職員の電子申請サービスの活用を促進しました。次年度も引き続き，
職員の電子申請サービスの活用を促進します。
○対象行政手続のオンライン化検討状況に関する調査を実施しました。また，
調査結果等に基づき，手続フローの整理や申請フォームの構築等を実施しまし
た。次年度も引き続き，オンライン化の進捗確認及び申請フォームの構築な
ど，手続数の拡大に向けた具体的な取組を推進します。
○「ＧｏｖＴｅｃｈ東京」の情報システム等の共同調達に向けた事前準備チー
ムに参加し，他の市区町村と連携した事業推進を図りました。次年度も引き続
き，「ＧｏｖＴｅｃｈ東京」の共同調達等と連携し事業を推進します。
○マイナンバー制度の円滑かつ適切な制度運用を図るとともに，国や近隣自治
体の動向を踏まえた総合的な観点から，引き続き市民サービス向上に向けた検
討を進めます。
○マイナンバーカードを活用した住民票の写し等のコンビニ交付サービスにつ
いて，障害発生時においての復旧対応をより迅速に行うことで，継続して安定
的な運用を図りました。次年度も引き続き安定的な運用を図ります。
○令和４年度に開始したぴったりサービスについて，通年での運用による本格
稼働を行いました。次年度以降も手続数の拡大等を検討して参ります。

総　括

※１　ＳａａＳ（サース）…提供者のサーバーで稼働するソフトウェアをインターネット経由で必要に応じて使用するサービスのこと。

◆電子申請サービスのＳａａＳ※1 導入
◆（民間を含む）電子申請用フォーム対象手続の整理・検討
◆東京都等が設立する新団体（ＧｏｖＴｅｃｈ東京）との共同調達における連携
◆マイナンバー（個人番号）カードの取得促進
◆マイナンバー制度及びマイナンバーカードを活用した行政サービスに関する各種広報
◆マイナンバーを活用した行政サービス及び事務の効率化の検討・実施
◆ぴったりサービスを活用した子育て・福祉等の電子申請の運用

行政のデジタル化推進
デジタル化による行政手続における利便性の向上

方針 ２
基本的取組 ２－１

窓口に行かなくても手続が可能なサービス（各種手続や証明書発行等）を拡充することで，市民の利便性向上を図ります。また，マイナンバーカードの取得促進のほか，マイナンバーを活用した市民サービスの向上
（ぴったりサービスの活用，諸証明のコンビニ交付等）や，事務の簡素化・効率化に向けた取組を検討・実施します。

年次評価 Ａ（計画どおりに進捗）

【取組実績及び取組による成果・効果】（ＤＯ・ＣＨＥＣＫ）　

【後期における取組の方向】（ＡＣＴＩＯＮ）

【今年度の総括，次年度以降の取組の方向】
（ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ）

○東京共同電子申請・届出サービスについて，職員向けにＳａａＳ型サービス
「ＬｏＧｏフォーム」の操作研修を実施することにより，電子申請サービスの
活用促進を図りました。
○対象行政手続のオンライン化検討状況に関する調査を実施しました。また，
調査結果等に基づき，ＳａａＳ型サービス「ＬｏＧｏフォーム」を利用し，オ
ンライン化の促進に努めました。
○「ＧｏｖＴｅｃｈ東京」の情報システム等の共同調達に向けた事前準備チー
ムに参加し，他の市区町村と連携して事業の推進を図りました。
○マイナンバー制度の円滑かつ適切な制度運用を図るとともに，国の動向を踏
まえ，個人番号の利用に関する条例を改正しました。
○市民サービス向上に向け，マイナンバーカードの活用検討を進め，

ＰＭＨ※２の先行実施の可能性について調査しました。
○市庁舎内及び市内の公共施設に設置したミラー型デジタルディスプレイを活
用し，市職員が製作したＰＲ動画等を活用した広報活動を継続して実施しまし
た。
○マイナンバーカードを活用した住民票の写し等のコンビニ交付サービスにつ
いて，障害発生時においての復旧対応をより迅速に行うことで，継続して安定
的な運用を図りました。
○令和４年度に開始したぴったりサービスについて，通年での運用による本格
稼働を行いました。

後　期

【取組計画】（ＰＬＡＮ）

○電子申請サービスの拡充に向けた対象行政手続の整理・検討を進めます。
○情報システム等の共同調達について，「ＧｏｖＴｅｃｈ東京」や他市町村と
の連携を図ります。
○マイナンバー制度の円滑かつ適切な制度運用を図るとともに，国や近隣自治
体の動向を踏まえ，行政手続のデジタル化を推進する観点から市民サービスの
向上や事務の効率化に向けたマイナンバーの活用検討を進めます。
○市報・市ホームページでマイナンバー制度に関する解説の連載を継続すると
ともに，出前講座等の活用により，引き続き，市民に向けた分かりやすい広報
に努めます。
○マイナンバーカードを活用した住民票の写し等のコンビニ交付サービスにつ
いて，障害発生時においての復旧対応をより迅速に行うことで，継続して安定
的な運用を図ります。
○令和４年度に開始したぴったりサービスについて，通年での運用による本格
稼働を行います。
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○システム標準化・共通化について，学事システムのクラウド化に関
するシステム構築を行い，サービスを開始するとともに，比較分析を
はじめとした標準準拠システムへの移行作業を実施しました。
○他団体で発生した情報セキュリティ事故を踏まえ，市全体で業務上
使用するＵＳＢメモリ本数を削減するとともに，既存のＵＳＢメモリ
を暗号化機能付きＵＳＢメモリに置換することで，ＵＳＢメモリに起
因する情報セキュリティ上の重大な事故のリスクを抑制及び軽減を図
りました。
○ＡＩ，ＲＰＡ等を活用した先進事例の情報収集等のため，東京都や
民間事業者等が主催するセミナーなどに参加しました。
○複数部署において，ＡＩ－ＯＣＲ，ＲＰＡを活用し，事務の効率化
に取り組みました。
○東京都等における生成ＡＩ活用の動向を踏まえ，ＣｈａｔＧＰＴを
はじめとした生成ＡＩの業務利用に向けた情報セキュリティや事務の
効率化の観点からの課題の整理を進めました。
○庁内ＯＡ端末の更新に合わせたノートパソコンへの置換を進め，機
器のモバイル化を図るとともに，庁内回線の無線化等環境整備の方向
を検討しました。
○地方公共団体情報システム機構（Ｊ－ＬＩＳ）が提供するテレワー
クシステムを活用したテレワーク実証実験に加え，市に最適かつ新た
なテレワークシステムの導入に向けてシステムを選定するとともに，
運用開始に向けた準備を進めました。

【取組計画】（ＰＬＡＮ）

前　期

年次評価 Ａ（計画どおりに進捗）

【今年度の総括，次年度以降の取組の方向】
（ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ）

○システム標準化・共通化について，現行システムとの比較分析を実
施しました。次年度については比較分析結果を基に構築を図ります。
○ＡＩ－ＯＣＲやオンライン会議などを活用した業務の効率化を目的
に，庁内での事例共有などにより，更なる活用に向けた検討を進めて
いきます。
○庁内ＯＡ端末の更新に合わせたノートパソコンへの置換を進め，機
器のモバイル化を図るとともに，庁内回線の無線化について実証実験
を行いました。次年度については更なる機器のモバイル化を図るとと
もに，庁内回線の無線化の全庁展開を行います。
○情報セキュリティ対策について，改正個人情報保護法の適用を踏ま
え，個人情報保護管理委員会と合同による情報セキュリティ監査を実
施しました。次年度については，セキュリティポリシーの見直しと合
わせ，監査及び研修を通じ，引き続きセキュリティ対策の確実な実施
を図ります。
○調布市独自のテレワークシステムを導入し，運用を開始しました。
次年度については，引き続き安定的な運用を図ります。

【取組実績及び取組による成果・効果】（ＤＯ・ＣＨＥＣＫ）　

後　期

【取組計画】（ＰＬＡＮ）

○システム標準化・共通化について，学事システムのクラウド化に関
するシステム構築を行い，サービスを開始するとともに，比較分析を
はじめとした標準準拠システムへの移行作業を実施します。
○情報セキュリティ対策の強化に向けて各種取組を実施します。
○ＡＩ，ＲＰＡ等を活用した先進事例の情報収集，研究を行い，事務
の簡素化・効率化に関する取組の検討，実施を行います。
○庁内ＯＡ端末の更新に合わせたノートパソコンへの置換を進め，機
器のモバイル化を図るとともに，庁内の環境整備の方向を検討しま
す。
○テレワークシステムの本格導入に向けて，システムの選定等の準備
を行います。

【取組実績及び取組による成果・効果】（ＤＯ・ＣＨＥＣＫ）　

プラン

【年度別計画に対する今年度の進捗見込】（ＣＨＥＣＫ）　 ○

○システム標準化・共通化について，現行システムとの比較分析を実
施しました。
○ＡＩ，ＲＰＡ等を活用した先進事例の情報収集等のため，民間事業
者等が主催するセミナーや，１０月に実施された地方自治情報化推進
フェアに参加しました。
○複数部署において，ＡＩ－ＯＣＲやＲＰＡを活用し，事務の効率化
に取り組みました。
○庁内ＯＡ端末の更新に合わせたノートパソコンへの置換を進め，機
器のモバイル化を図るとともに，庁内回線の無線化について実証実験
を行いました。
○ソフト面における情報セキュリティ対策として情報セキュリティ監
査を実施し，情報セキュリティ対策に関する点検を行うとともに，課
題について全庁的な情報共有を行いました。また，全職員を対象に情
報セキュリティ研修を実施し，執務中に起こり得るセキュリティ事例
に対して適切な対応の習得を図りました。
○地方公共団体情報システム機構（Ｊ－ＬＩＳ）が提供するテレワー
クシステムを活用したテレワーク実証実験に加え，新たなテレワーク
システムを導入し，運用を開始しました。

【後期における取組の方向】（ＡＣＴＩＯＮ）

○情報セキュリティ対策の強化に向けて各種取組を実施します。
○生成ＡＩの活用に向けた試行実施を行います。
○新たなテレワークシステムを導入するとともに利用者を拡充するこ
とで更なるテレワークの推進を図ります。

年度別計画

令和５年度

○システム標準化・共通化について，比較分析をはじめとした標準準
拠システムへの移行作業を実施します。
○情報セキュリティ対策の強化に向けて各種取組を実施します。
○ＡＩ，ＲＰＡ等を活用した先進事例の情報収集，研究を行い，事務
の簡素化・効率化に関する取組の検討，実施を行います。
○庁内ＯＡ端末の更新に合わせたノートパソコンへの置換を進め，機
器のモバイル化を図るとともに，庁内環境について適切な環境整備の
方向を検討します。
○市に最適かつ新たなテレワークシステムの導入及び利用者の拡充を
図ります。

総　括

庁内における業務量の増加への対応などを踏まえ，ＡＩやＩＣＴなどのデジタル技術の積極的な活用を念頭に置いて，ＢＰＲの手法を用い，事務の簡素化・効率化に取り組むほか，システム標準
化・共通化への適切な対応を図ります。 また，事務の効率化の視点を踏まえ，テレワークの推進や，庁内の環境整備に取り組みます。

◆システム標準化・共通化に向けた取組の実施
◆情報セキュリティ対策の強化
◆デジタル技術を活用した事務の簡素化・効率化に関する取組の検討・実施
◆事務の効率化を踏まえた庁内の環境整備及びテレワーク推進に向けた取組の検討・実施
◆テレワークシステムの本格導入・運用，機器モバイル化への対応

行政のデジタル化推進
デジタル技術の活用による事務の簡素化・効率化

方針 ２
基本的取組 ２－２

担当課 企画経営課，デジタル行政推進課，関係各課

８ デジタル技術の活用による事務の簡素化・効率化の推進
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【方針３】効率的な組織体制の整備 
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年度別計画

令和５年度

◆翌年度当初の常勤職員定数の抑制
◆組織横断的な連携の推進
◆法改正・制度改革を踏まえた取組の検討・実施
◆アジャイル手法の導入検討

○令和６年度所要人員計画策定に向け，関係部署との情報共有などを
踏まえ，次年度に向けた体制整備における課題を整理しました。
○庁内横断的に取り組むべき事項などの把握・課題共有に努め，組織
横断的な連携の推進に取り組みました。
○基本計画における各施策・事務事業の着実な推進のほか，デジタル
化の推進や国の法改正・制度改正のほか，様々な課題に対応するた
め，組織横断的な連携を推進する中で，令和６年度所要人員計画策定
に向けた準備を進めました。
○アジャイル手法を取り入れている他自治体の調査・研究を行いまし
た。

【取組計画】（ＰＬＡＮ）

前　期

年次評価 Ｂ（概ね計画どおりに進捗）

【今年度の総括，次年度以降の取組の方向】
（ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ）

○令和６年度組織及び職員体制整備方針に基づく各部との協議及び総
合調整を踏まえて，施策・事務事業の効果的・効率的な推進や民間活
力の活用等に伴う見直しを行う一方で，施策・事務事業の推進や法改
正・制度改正への対応等に伴い体制の強化を行ったことなどにより，
令和６年度の常勤職員定数については，令和５年度から１人増となる
１２８０人としました。引き続き，組織横断的な連携の推進を図り，
簡素で効率的な組織体制整備に努めていきます。
○アジャイル手法については，他自治体や民間企業の事例を収集しな
がら，導入についての検討を進めていきます。

【取組実績及び取組による成果・効果】（ＤＯ・ＣＨＥＣＫ）　

後　期

【取組計画】（ＰＬＡＮ）

○令和６年度所要人員計画策定に向け，課題把握や関係部署との調整
を実施します。
○組織横断的な連携の推進に取り組みます。
○法改正・制度改正等への対応が必要な部署において，状況を踏まえ
た体制整備の検討を行います。
○アジャイル手法導入のための試行的取組について検討します。

【取組実績及び取組による成果・効果】（ＤＯ・ＣＨＥＣＫ）　

【年度別計画に対する今年度の進捗見込】（ＣＨＥＣＫ）　 ○

○各部からの要望等を踏まえ，「令和６年度組織改正及び職員定数
（案）」を策定しました。
○「令和６年度組織改正及び職員定数（案）」を職員団体に提案し，
協議を行いました。
○協議の結果，令和６年度の常勤職員定数を１２８０人（前年度比１
人増）としました。
○令和６年度組織及び職員体制整備方針に基づき，基本計画における
各施策・事務事業の着実な推進のほか，国の法改正・制度改正や新た
な課題に対応するため，組織横断的な連携を図る中で，組織体制の整
備・職員定数の抑制を踏まえた取組を行い，次年度に向けた簡素で効
率的な組織・人員体制の整備につなげました。
○アジャイル手法を取り入れている他自治体の調査・研究を行いまし
た。

【後期における取組の方向】（ＡＣＴＩＯＮ）

○令和６年度に向けた課題について関係部署と情報を共有するととも
に，これまでの各施策・事務事業の進捗状況や組織横断的な連携の推
進にも留意しながら，必要性や優先度等の精査を踏まえた調整を行う
ことで，令和６年度所要人員計画を円滑に策定していきます。

○令和６年度所要人員計画を策定します。
○関係機関への提案・協議を行います。
○令和６年度職員定数を確定します。
○前期に引き続き，アジャイル手法の導入検討に向け，調査・研究を
行います。

総　括

組織横断的な連携を推進し，常勤職員定数の抑制に努めながら，簡素で効率的な組織・人員体制づくりを目指す中で，調布市基本計画における施策や事業の推進のほか，行政のデジタル化に向けた
取組や重点施策の推進など，職員が重点的に担うべき取組に向けた体制の強化を図ります。また，変化の激しい時代に組織として発展していくため，アジャイル手法導入のための試行的取組につい
て検討します。

効率的な組織体制の整備
効率的で機能的な組織・システムづくり

方針 ３
基本的取組 ３－１

担当課 企画経営課，関係各課

９ 組織体制の整備プラン
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担当課 企画経営課，関係各課

１０ 監理団体等の活用・連携の強化プラン

効率的な組織体制の整備
効率的で機能的な組織・システムづくり

方針 ３
基本的取組 ３－１

【後期における取組の方向】（ＡＣＴＩＯＮ）

○引き続き，組織の活性化に向けた，研修，人材交流，人事評価等を
検討し，実施します。

○組織の活性化に向けた，研修，人材交流，人事評価等を検討し，実
施します。
○各監理団体における課題等に関する情報収集や検討を行います。

総　括

監理団体と市が共に市民サービスの向上等に関する取組を進めていくため，双方の連携をより一層促進するとともに，監理団体の組織の活性化に向けた取組や指導監理を推進するほか，関与団体に
おいては，経営に関する公正性，規範性及び安定性の確保に努めます。あわせて，効率的・効果的な事業運営のため，小規模監理団体等の体制見直しを検討します。

○監理団体に対する委託料等の決算状況調査等，各種調査を実施し，
監理団体の状況を把握しました。
○関与団体に対する財務支出状況調査を実施し，関与団体の財務状況
を確認しました。
○監理団体の事業内容，役職員状況，財務状況等について，市ホーム
ページで公表し，監理団体に関する情報提供を推進しました。
○庁内検討会において，監理団体との災害対応における連携強化に向
けた取組や，人材育成の取組などについて情報共有を図り，監理団体
における取組や課題について監理団体所管課と共通認識を持ちまし
た。

【取組計画】（ＰＬＡＮ）

前　期

年次評価 Ａ（計画どおりに進捗）

【今年度の総括，次年度以降の取組の方向】
（ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ）

○監理団体に関する役員・職員の状況や，財務状況等を公表すること
で，監理団体に関する透明性を確保することができました。
○監理団体の課題に関する情報収集や庁内検討会での情報共有等を
行ったことにより，課題を踏まえた取組の推進につなげることができ
ました。
○調布市国際交流協会については，課題を整理し，その結果令和６年
３月３１日をもって解散することと決定しました。なお，調布市国際
交流協会のすべての事業は，調布市文化・コミュニティ振興財団に継
承されることとなりました。

【取組実績及び取組による成果・効果】（ＤＯ・ＣＨＥＣＫ）　

後　期

【取組計画】（ＰＬＡＮ）

○監理団体の役職員状況，財務状況等を公表します。
○組織の活性化に向けた，研修，人材交流，人事評価等を検討し，実
施します。
○関与団体の財務状況を確認します。
○各監理団体における課題等に関する情報収集や検討を行います。

【取組実績及び取組による成果・効果】（ＤＯ・ＣＨＥＣＫ）　

【年度別計画に対する今年度の進捗見込】（ＣＨＥＣＫ）　 ○

○監理団体における人材育成促進に向けた課題を確認しながら，研修
や人事評価等の取組状況について，監理団体所管課と情報共有しまし
た。
○庁内検討会においては，市における定年延長制度の導入に伴う監理
団体における対応などの情報共有を行ったほか，監理団体を取り巻く
課題等について共通認識を持つことができました。
○調布市国際交流協会の解散及び事業継承に向けた課題の整理や情報
共有を行いました。

年度別計画

令和５年度

◆「調布市における監理団体活用の考え方」に基づく取組の検討，実施
◆組織の活性化に向けた，研修，人材交流，人事評価等の実施
◆関与団体の経営に関する公正性，規範性及び安定性の確保への取組
◆小規模監理団体等の体制見直し検討
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年度別計画

令和５年度
◆窓口のワンストップ化対象業務の検討
◆フロアレイアウトの調整

○窓口ワンストップ化の類型・課題を把握するため，先進事例の調
査・研究に努めました。
○窓口ワンストップ化の検討に向け，先進自治体である千葉県市川市
への視察を実施しました。
○窓口ワンストップ化関連部署との連携に努めました。

【取組計画】（ＰＬＡＮ）

前　期

年次評価 Ｂ（概ね計画どおりに進捗）

【今年度の総括，次年度以降の取組の方向】
（ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ）

○窓口ワンストップ化の類型・課題を把握するため，先進事例の調
査・研究を行い，関連部署と連携を図りながら課題を整理しました。
○先進市視察等の結果を踏まえ，市民課窓口の来庁者の動線の検証，
待合スペースの確保，個室相談スペースの配置など，繁忙期対策を実
施しました。また，１２月からマイナンバーカード交付の完全予約制
を開始したほか，マイナンバーカードに係る窓口を１階マイナンバー
窓口（１０１会議室）に統合しました。来年度に向けて，実施結果を
検証し，今後の繁忙期対策やワンストップ化に向けた検討の土台とし
ます。
○来年度は，窓口業務のワンストップ化を進める準備段階として市民
部市民課が所管する業務ついて，ＢＰＲの手法を導入した業務分析を
行います。
○「おくやみ手続きガイド」は，遺族がウェブ上で必要な公的手続を
把握できるツールとして利用者数は堅調に推移しており，窓口ワンス
トップ化につながる取組であることから，今後もウェブサイトのＰＲ
に努め，効果を検証し，手続きガイドの内容の充実に努めます。
○申請書自動作成機器は，保険年金課での導入効果を検証し，他部門
での導入可能性や既存システムとのデータ連携等を検討します。
○国のマイナンバーカードをはじめとするデジタル化やオンライン手
続の動向を注視し，出生届のオンライン申請など新たなサービスの導
入に向け取り組んでいきます。
○コンビニ交付サービスの利用者の増加に伴い，窓口来庁者が減少し
ていることや，閉庁までの余裕時間を確保し，手続漏れを防止するた
め，令和６年６月から試行として市民部各課及び保険年金課の受付時
間を１５分間短縮し，午後５時までとする方針です。本取組を検証
し，他部門への展開や窓口手続のワンストップ化につなげていきま
す。

【取組実績及び取組による成果・効果】（ＤＯ・ＣＨＥＣＫ）　

後　期

【取組計画】（ＰＬＡＮ）

○窓口のワンストップ化について，対象業務の選定やシステム連携，
本庁舎のレイアウト変更，組織・職員体制の構築などの組織横断的な
協議・検討を行うため，企画会議の所掌事項を具体的に協議検討する
ために設置される企画調整部会を活用します。
○市庁舎内で市民を対象とした窓口業務の調査を実施します。
○窓口のワンストップ化の対象となる業務について，関連部署と連携
を図りながら検討を進めます。

【取組実績及び取組による成果・効果】（ＤＯ・ＣＨＥＣＫ）　

【年度別計画に対する今年度の進捗見込】（ＣＨＥＣＫ）　 ○

○窓口ワンストップ化の類型・課題を把握するため，先進事例の調
査・研究を行いました。
○窓口ワンストップ化の検討に向け，先進自治体である府中市への視
察を実施し，調布市における窓口手続のワンストップ化に向けた課題
を整理しました。
○先進市視察等の結果を踏まえ，市民課窓口の来庁者の動線の検証，
待合スペースの確保，個室相談スペースの配置など，繁忙期対策を実
施しました。また，１２月からマイナンバーカード交付の完全予約制
を開始したほか，マイナンバーカードに係る窓口を１階マイナンバー
窓口（１０１会議室）に統合しました。
○繁忙期対策とマイナンバー業務を整理した結果，今期の繁忙期混雑
状況は，昨年に比較して格段に緩和されました。
○引越しワンストップサービス（令和５年２月～）の利用者が増加し
たことで，転出手続を目的とする来庁者が減少しました。
○おくやみコーナーの一環として，遺族が必要な手続をウェブ上で確
認ができるオンラインサービス「おくやみ手続きガイド」を令和５年
７月から開始しました。
○将来の「書かない窓口」に寄与する取組として，令和６年度から保
険年金課窓口に申請書自動作成機器を導入することを決定しました。
○市民課など主要窓口の時間別来庁者数を把握し，市民課の窓口手続
と他部門の窓口手続の連動性などを考慮して，窓口受付時間の見直し
を検討しました。

【後期における取組の方向】（ＡＣＴＩＯＮ）

○窓口ワンストップ化の実現に向け，引き続き，先進自治体の調査・
研究に努めるとともに，関連部署と連携を図り，検討を進めます。

○前期に実施した窓口業務調査の結果を踏まえ，デジタル化や市民の
利用度，窓口の混雑状況など多角的な視点から窓口手続のワンストッ
プ化の対象業務を精査します。あわせて，執務スペースやデジタル機
器・配線，市民の動線・待合スペース，個人情報を取り扱う個室相談
スペースの配置等を踏まえ，ワンストップ機能の施設規模を検討しま
す。
○窓口のワンストップ化の対象となる業務について，関連部署と連携
を図りながら検討を進めます。

総　括

市民サービス向上の観点から，行政のデジタル化推進や庁舎のフロアレイアウト見直しと連動しながら，窓口手続のワンストップ化の対応を検討します。

効率的な組織体制の整備
効率的で機能的な組織・システムづくり

方針 ３
基本的取組 ３－１

担当課 企画経営課，市民部各課，デジタル行政推進課，関係各課

１１ 市庁舎の窓口手続のワンストップ化プラン
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年度別計画

令和５年度

○庁内における定型業務について，関係各課へのヒアリングなどを通
じて現状を把握します。
○先進事例を把握し，調査・研究を行います。
○印刷室の業務に係る民間活力の活用について検討します。

総　括

民間事業者等との役割分担の下，質の高い市民サービスの提供や費用対効果などを総合的に考慮したうえで，施設の管理運営や窓口サービス，内部事務で，民間に委ねることが妥当なものについて
は，積極的な民間活力の活用に取り組みます。

◆民間活力の活用に向けた現行の業務内容の分析
◆民間活力の活用検討・実施
◆庁内における定型業務の現状把握

効率的な組織体制の整備
市民サービス提供主体の見直し

方針 ３
基本的取組 ３－２

担当課 企画経営課，関係各課

１２ 民間活力の活用プラン

【年度別計画に対する今年度の進捗見込】（ＣＨＥＣＫ）　 ○

○庁内における定型業務について，関係各課へヒアリングを行い，現
状の把握に努めました。
○他の自治体における取組事例についての情報収集に取り組みまし
た。

【後期における取組の方向】（ＡＣＴＩＯＮ）

○引き続き，情報収集に努めるほか，先進事例を調査・研究し，民間
活力の活用に向けた検討を行います。

○庁内における定型業務について，関係各課へヒアリングを行い，現
状の把握に努めました。
○他の自治体における取組事例についての情報収集に取り組みまし
た。

【取組計画】（ＰＬＡＮ）

前　期

年次評価 Ａ（計画どおりに進捗）

【今年度の総括，次年度以降の取組の方向】
（ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ）

○施設の管理運営や内部事務における民間活力の活用について検討を
行いました。
○次年度以降においても，引き続き市民サービスの向上や事務の効率
化，費用対効果等の視点で多角的な検討を進めていきます。

【取組実績及び取組による成果・効果】（ＤＯ・ＣＨＥＣＫ）　

後　期

【取組計画】（ＰＬＡＮ）

○庁内における定型業務について，関係各課へのヒアリングなどを通
じて現状を把握します。
○先進事例を把握し，調査・研究を行います。
○印刷室の業務について，ペーパーレス化推進を前提とした業務の在
り方を関連部署とともに検討します。

【取組実績及び取組による成果・効果】（ＤＯ・ＣＨＥＣＫ）　
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総　括

○令和４年度に策定した「調布市公立保育園における民間活力の活用
に関する方針【公設公営保育園】」に基づき，先行して民間活力を活
用する１園目に宮の下保育園を選定しました。
○民間活力の活用手法として，公私連携型保育所制度を採用すること
とし，運営事業者に社会福祉法人東京かたばみ会を選定しました。
○公私連携型保育所への移行予定時期を令和８年４月１日からとし，
円滑な移行を目的として市職員派遣方式を採用するほか，施設の老朽
化対策として，第七機動隊跡地へ移転，運営事業者による施設の建替
えを併せて実施することとしました。
○職員や労働組合，運営事業者との協議のほか，庁内関係各課及び関
係機関と連携した調整を進めました。
○宮の下保育園における民間活力の活用について，当該園の職員及び
在園児保護者を対象とした説明会をそれぞれ開催したほか，移転予定
地の近隣住民に対し，訪問による説明を実施しました。

【取組計画】（ＰＬＡＮ）

前　期

年次評価 Ａ（計画どおりに進捗）

【今年度の総括，次年度以降の取組の方向】
（ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ）

○令和４年度に策定した「調布市公立保育園における民間活力の活用
に関する方針【公設公営保育園】」に基づき，公立保育園（公設公営
保育園）における民間活力の活用に向けて，実施時期や実施方法，対
象園等について検討を進めました。
○取組の１園目として，令和８年４月から宮の下保育園を公私連携型
保育所へ移行することとあわせて第七機動隊跡地へ移転することと
し，運営事業者として社会福祉法人東京かたばみ会を選定しました。
○宮の下保育園における民間活力の活用に向けて，引き続き保育園職
員や労働組合，運営事業者との協議のほか，庁内関係各課と連携した
調整を進めていきます。

【取組実績及び取組による成果・効果】（ＤＯ・ＣＨＥＣＫ）　

後　期

【取組計画】（ＰＬＡＮ）

○令和４年度に策定した「調布市公立保育園における民間活力の活用
に関する方針【公設公営保育園】」に基づき，先行して民間活力を活
用する保育園を選定します。
○民間活力の活用手法を検討するほか，運営事業者の選定を行いま
す。
○職員や労働組合，運営事業者との協議のほか，庁内関係各課及び関
係機関と連携した調整を進めます。

【取組実績及び取組による成果・効果】（ＤＯ・ＣＨＥＣＫ）　

【年度別計画に対する今年度の進捗見込】（ＣＨＥＣＫ）　

公立保育園における民間活力の活用プラン

○前期で選定した宮の下保育園の公私連携型保育所への移行に向け
て，保育内容等について，市及び社会福祉法人東京かたばみ会の保育
士を中心に協議を進めました。
○宮の下保育園及び図書館宮の下分館が移転予定の第七機動隊跡地に
ついて，庁内関係各課及び関係機関と協議し，敷地レイアウトを確定
しました。
○市職員を新園に派遣する市職員派遣方式を採用することから，労働
組合との協議を進めたほか，公立保育園及び子ども発達センターの保
育士に対して，暫定的な派遣の意向確認を実施しました。

【後期における取組の方向】（ＡＣＴＩＯＮ）

○公私連携型保育所への移行に向けて，前期で選定した保育園の職員
や労働組合，運営事業者との協議のほか，庁内関係各課及び関係機関
と連携した調整を進めていきます。

○公私連携型保育所への移行に向けて，前期で選定した保育園の職員
や労働組合，運営事業者との協議のほか，庁内関係各課及び関係機関
と連携した調整を進めていきます。

○

年度別計画

令和５年度

※公私連携型保育所…児童福祉法に基づいて調布市と協定を締結した公私連携法人が，協定に基づく市の関与を受けながら運営を行う私立保育所のこと。

持続可能な保育サービスの提供に向けて，公立保育園のより効率的な運営や施設管理を行っていくため，児童福祉法に基づく「公私連携型保育所
※
制度」を用いた民間活力の活用を推進します。

◆公立保育園（公設公営保育園）における民間活力の活用の検討

効率的な組織体制の整備
市民サービス提供主体の見直し

方針 ３
基本的取組 ３－２

担当課 子ども政策課，保育課

１３
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○「調布児童館の在り方，運営に関する方針」に基づき，令和６年度
に行う民間活力の活用に向けた検討を進めました。
○令和６年度からの多摩川児童館の運営委託に向け，委託事業者と適
宜懇談会を開催し，児童館の民間活力の活用推進に関する課題を検証
しながら準備を進めました。
○多摩川児童館の委託事業者と意見交換・情報共有を積極的に行った
ほか，市内の委託法人が集まる法人連絡会を通じ，他の委託事業者に
も進捗状況等について報告を行い，情報共有を図りました。
○これまでに先行委託した学童クラブでは，児童館委託に向けた引継
ぎや検証を行い，児童館館長会議等で児童館職員に検証結果を報告し
たほか，職員団体に対しても，児童館における民間活力について年度
ごとに提案・協議を行いました。
○基幹型児童館（つつじヶ丘・佐須・染地児童館）及び西部児童館
（令和６年度に基幹型へ移行予定）が参加する合同会議において，現
在の運営状況や課題，地域型児童館へのサポート方法等について話合
いを行いました。また，地域型児童館（国領・深大寺・緑ヶ丘）の委
託法人や現場職員との話合いの場を随時設け，課題の共有を図りまし
た。

【取組計画】（ＰＬＡＮ）

前　期

年次評価 Ａ（計画どおりに進捗）

【今年度の総括，次年度以降の取組の方向】
（ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ）

○民間活力を活用した児童館においても「調布市児童館ガイドライ
ン」に沿った運営により，子ども本位の質の高い児童館運営が行われ
ました。
○法人連絡会や三者懇談会を通じ，市と委託事業者間で，定期的に話
合いの場を設け，議論を深めることで，効率的に業務の引継ぎを行い
ました。
○令和８年度までの児童館の委託順序を，市民や議会など外部に示
し，最終目標を見据えたロードマップをより明確化することができま
した。
○令和６年度は，多摩川児童館の全面委託及び調布ケ丘児童館の学童
クラブを先行委託するとともに，令和７年度に行う，調布ケ丘児童館
の全面委託及び東部児童館と富士見児童館の学童クラブの先行委託に
向けて，事業者との調整を図ります。
○センター機能型児童館については，他自治体の施設を視察するな
ど，地域のニーズや時代の変化を捉えながら，ハード・ソフト両面か
らの検討を行い，設置に向けた具体的な議論を継続していきます。

【取組実績及び取組による成果・効果】（ＤＯ・ＣＨＥＣＫ）　

後　期

【取組計画】（ＰＬＡＮ）

○「調布市児童館の今後の在り方，運営に関する方針」に基づき，令
和６年度に向けた児童館の民間活力の活用を検討します。
○多摩川児童館について，令和５年度から学童クラブを先行委託した
ことを受け，児童館運営の委託に向けた調整及び準備をしていきま
す。
○令和５年度から民間委託を開始した国領児童館について，委託事業
者との意見交換，情報共有を積極的に行い，緊密に相互協力しながら
児童館運営を行います。
○児童館のセンター機能の必要性について検証します。児童館あり方
検討委員会での議論を通し，公共施設マネジメント計画との整合性を
図りながら，関係部署とも協議していきます。

【取組実績及び取組による成果・効果】（ＤＯ・ＣＨＥＣＫ）　

プラン

【年度別計画に対する今年度の進捗見込】（ＣＨＥＣＫ）　 ○

○令和６年度から新たに基幹型児童館となる西部児童館について，既
に基幹型児童館として運営を開始している佐須児童館，つつじヶ丘児
童館，染地児童館との情報共有や館長会議における報告のほか，染地
児童館の職員と意見交換を行い，機能や役割を確認しました。
○令和３年度から，順次委託運営を開始している深大寺児童館，緑ヶ
丘児童館，国領児童館と運営状況について定期的に情報交換を行いま
した。
○多摩川児童館の児童館機能の委託に向けて受託事業者，現場及び児
童青少年課職員による三者懇談会を定期的に行い，委託に向けた引継
ぎを円滑に行うとともに，児童館運営会議にて，地域住民等への説明
を行うなど，令和６年度の委託準備を実施しました。
○児童館における民間活力の活用を推進するため，令和６年度から実
施する，調布ヶ丘児童館学童クラブの先行委託に向けた調整及び準備
を行うとともに，調布ヶ丘児童館学童クラブを利用する保護者に対し
て説明会を実施しました。
○児童館あり方検討委員会を開催し，センター機能型児童館の求めら
れる役割について議論するとともに，基幹型児童館と地域型児童館の
連携について，現状と課題を整理しました。

【後期における取組の方向】（ＡＣＴＩＯＮ）

○民間活力の活用について，多摩川児童館及び調布ヶ丘児童館の関係
機関及び保護者への説明を継続します。
○民間活力の活用について，多摩川児童館及び調布ヶ丘児童館に勤務
する会計年度任用職員への説明を継続します。
○今後の児童館運営方法と委託事業者の選定方法について協議しま
す。
○センター機能型児童館の設置に向けて，関係部署と協議するととも
に，児童館あり方検討会での議論を通し，その具体化を図ります。

年度別計画

令和５年度

○「調布市児童館の今後の在り方，運営に関する方針」に基づき，児
童館事業の見直し，地域との連携などについて具体的な検討を進めま
す。
○多摩川児童館の児童館運営の委託に向けて準備します。
○令和６年度からの調布ヶ丘児童館学童クラブの先行委託に向けて，
委託事業者との調整を図るとともに保護者に対する説明会を行いま
す。
○児童館のセンター機能の必要性について検討します。

総　括

児童館に求められる機能・役割を持続的に提供していくため，「調布市児童館の今後の在り方，運営に関する方針」に基づき，児童館における民間活力の活用の推進に取り組みます。

◆方針に基づく民間活力の活用による取組の検討，実施
◆センター機能型児童館の設置に向けた検討

効率的な組織体制の整備
市民サービス提供主体の見直し

方針 ３
基本的取組 ３－２

担当課 児童青少年課

１４ 児童館における民間活力の活用
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担当課 学務課

１５ 学校給食調理業務等における民間活力の活用プラン

効率的な組織体制の整備
市民サービス提供主体の見直し

方針 ３
基本的取組 ３－２

【後期における取組の方向】（ＡＣＴＩＯＮ）

○委託による給食調理業務水準の維持・向上に向けて，調布市学校給
食調理業務等委託運営検討委員会や，委託各校に設置している学校連
絡会の場を活用し，課題解決に取り組んでいきます。

○委託各校において調理業務等の実施状況を検証し，評価を行う中
で，必要に応じて運用改善を図ります。
○委託各校において，給食調理業務水準の維持・向上に向けて学校連
絡会や調布市学校給食調理業務等委託運営検討委員会を開催します。
○前期から継続して，公募型プロポーザル方式による事業者の再選定
を行います。
○更なる民間活力を推進するため，費用対効果などを総合的に考慮し
た上で，委託開始時期について継続して検討を進めます。

総　括

民間活力を活用している学校給食調理業務等の定期的な検証を通じて，適正かつ効率的な業務の実施を確保するとともに，学校給食調理業務等の更なる民間活力の活用に向けた取組を推進します。

○調布市学校給食調理業務等委託運営検討委員会において，令和４年
度における調理業務等の取組内容を確認・検証するとともに，令和５
年度１学期の適正な給食運営状況についても，学務課栄養士が衛生管
理等に関する巡回指導を行う中で確認・検証しました。
○委託各校において，令和５年度１学期の学校給食調理業務等の運営
状況に関する評価書により検証・評価を行いました。
○深大寺小学校及び石原小学校の給食室の改修工事に伴い，新たな環
境に応じた最適な運営体制を確保するとともに，公平性・透明性・競
争性を高めるため，公募型プロポーザル方式による事業者の再選定に
向けて，委託事業者の公募を行いました。
○更なる委託の必要性について検討を行った結果，一定の必要性を確
認するとともに，効率性の高い委託開始時期について，継続した検討
を進めることとしました。

【取組計画】（ＰＬＡＮ）

前　期

年次評価 Ａ（計画どおりに進捗）

【今年度の総括，次年度以降の取組の方向】
（ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ）

○委託各校において，調理業務等が適正に運営されていることが確認
できました。
○委託による更なる給食調理業務水準の維持・向上に向けて検討・協
議することができました。引き続き，民間活力の活用を推進し，適正
かつ効率的な学校給食の提供に取り組みます。
○委託事業者（深大寺小学校・石原小学校）の再選定を行ったことに
より，適正かつ効率的な学校給食の提供につながる民間活力の活用を
推進することができました。
○再選定の際の参加要件に，同校程度の食数の受託実績等があること
を求めましたが，参加事業者が少なかったため，競争性を確保する観
点から，受託実績だけでなく，人員配置や欠員時の応援体制等を重視
して事業者を選定できるよう参加要件の見直しを図ります。

【取組実績及び取組による成果・効果】（ＤＯ・ＣＨＥＣＫ）　

後　期

【取組計画】（ＰＬＡＮ）

○委託各校における調理業務等の実施状況を検証し，評価を行う中
で，必要に応じて運用改善を図ります。
○民間活力の活用を推進し，適正かつ効率的な学校給食の提供につな
げるため，事業者の再選定及び更なる委託の必要性について検討しま
す。

【取組実績及び取組による成果・効果】（ＤＯ・ＣＨＥＣＫ）　

【年度別計画に対する今年度の進捗見込】（ＣＨＥＣＫ）　 ○

○委託各校の調理業務等の状況を確認・検証した結果，調理業務等が
適切に運営されていることが確認できました。
○調布市学校給食調理業務等委託運営検討委員会や，委託各校で構成
する学校連絡会において，委託による更なる給食調理業務水準の維
持・向上に向けて検討・協議しました。
○同委員会においては，現在，委託事業者においても人員の確保が難
しい状況にある中で，学校給食の安全・安心をどう確保していくか，
状況把握と情報の共有を行いました。
○深大寺小学校及び石原小学校の給食室の改修工事に伴い，新たな環
境に応じた最適な運営体制を確保するとともに，公平性・透明性・競
争性を高めるため，公募型プロポーザル方式により事業者を再選定し
ました。
○更なる民間活力を推進するに当たり，費用対効果のほか，安定的な
給食運営体制を確保する視点も含め，効率性の高い委託開始時期につ
いて，継続して検討を進めることとしました。

年度別計画

令和５年度
◆給食調理業務等の受託者における業務の実施状況の検証
◆給食調理業務等における民間活力の活用検討
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年度別計画

令和５年度

【取組実績及び取組による成果・効果】（ＤＯ・ＣＨＥＣＫ）　

【取組計画】（ＰＬＡＮ）

前　期

○指定管理者制度の新規導入に向けた検討を行います。
○モニタリングにおいて指定管理者による管理運営状況等に関する評
価を実施し，結果を公表します。

【取組実績及び取組による成果・効果】（ＤＯ・ＣＨＥＣＫ）　

担当課 企画経営課，関係各課

１６ 指定管理者制度の活用プラン

年次評価 Ａ（計画どおりに進捗）

【今年度の総括，次年度以降の取組の方向】
（ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ）

後　期

【取組計画】（ＰＬＡＮ）

○指定管理者制度の新規導入に向けた検討を行います。
○令和６年３月末で指定期間が終了する施設について，令和６年４月
からの指定管理者の指定手続を行います。

○指定管理者による施設の管理運営状況等について，全庁統一的な評
価を実施し，評価結果を公表することにより，指定管理者による各施
設の適切な維持管理や利用者への適切なサービス提供の確保を推進し
ました。
○引き続き，指定管理者制度の効果的な活用を図るとともに，管理運
営状況等の評価などを通じて，適正な制度運用に取り組む必要があり
ます。

総　括

※モニタリング評価…指定管理者による管理運営業務やサービスなどの状況について，指定管理者自身や所管部署が評価を行うこと。

◆指定管理者制度の導入検討

◆指定管理業務に関する評価（モニタリング評価
※
）の実施・公表

効率的な組織体制の整備
市民サービス提供主体の見直し

方針 ３
基本的取組 ３－２

指定管理者制度の適切な運用を確保するとともに，指定管理者における業務の実施状況に関する評価を行い，市民サービスの維持・向上等を図るほか，市内の公共施設における指定管理者制度の活用
を検討します。

【年度別計画に対する今年度の進捗見込】（ＣＨＥＣＫ）　 ○

○指定管理者制度の新規導入に向けた情報収集を行いました。
○令和６年４月からの指定管理者を新たに指定する必要がある施設に
ついて，所管部署にて，指定管理者の指定手続を行いました。
○他自治体における指定管理者制度の運用についてヒアリングを行い
ました。

【後期における取組の方向】（ＡＣＴＩＯＮ）

○「指定管理者制度導入施設におけるモニタリング実施方針」に基づ
くモニタリングを継続的に実施し，指定管理者による適切な市民サー
ビスの提供を確保します。
○令和６年３月末で指定期間が終了する施設について，令和６年４月
からの指定管理者の指定手続を適切に実施していきます。

○令和４年度に実施した第三者評価の結果を公表しました。
○令和４年度に実施した第三者評価の活用に向けた検討を行い，今後
の方針を整理しました。
○「指定管理者制度導入施設におけるモニタリング実施方針」に基づ
き，各施設の前年度の管理運営状況等について全庁統一的な評価を実
施し，その結果を市ホームページで公表しました。
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年度別計画

令和５年度

市民サービスや防災力の向上に向け，他自治体との連携を推進します。また，多摩地域の振興に資する観点から，多摩川流域エリアにおける自治体と連携した情報発信や地域の魅力発信に取り組み
ます。

◆他自治体との連携の推進
◆多摩川流域連携会議の運営・共通課題への対応
◆多摩地域の振興に資する情報発信の検討
◆災害対策に関する自治体間の協定の締結及び協定締結先との連携

効率的な組織体制の整備
市民サービス提供主体の見直し

方針 ３
基本的取組 ３－２

担当課 企画経営課，総合防災安全課，関係各課

１７ 他自治体との連携によるサービス向上プラン

○多摩川流域連携会議を開催し，各市の近況などについて情報共有を
行いました。
○多摩川流域の８市（八王子市，府中市，調布市，日野市，町田市，
狛江市，多摩市，稲城市）全体を一つとして，地域の魅力や，地域内
の企業の情報などを発信するＷｅｂサイトの構築を進めました。あわ
せて，各市の産業の特徴などについての調査結果をまとめました。
○１１月１１日に実施した調布市総合防災訓練・防災フェアに，災害
時相互応援協定を締結している富山市に参加していただき，災害対応
に関する意見交換を行い，連携を強化しました。
○富山市との災害時相互応援協定に基づき，令和６年１月に発生した
能登半島地震の二次避難所の支援として，市職員を派遣しました。
○災害発生時に，トイレカーを導入している自治体同士がトイレカー
を派遣し合う制度の導入に向け，検討を進めました。

【後期における取組の方向】（ＡＣＴＩＯＮ）

○引き続き，多摩川流域連携会議を継続的に開催し，各市の共通課題
について意見交換。情報共有を行います。
○地域内の事業者に対するヒアリング及びアンケート調査を追加で実
施し，分析結果を魅力発信の取組に生かします。
○同時罹災の可能性の少ない中距離圏の自治体との協定締結による相
互の受援応援体制を検討します。

○多摩川流域連携会議を引き続き運営し，各市の共通課題についての
意見交換，情報共有を行い，課題の解決を目指します。
○多摩地域の振興に資する情報を集積・発信するＷｅｂサイトを創
設・運用します。
○災害時相互応援協定に基づく防災訓練に参加するなど，協定締結自
治体と平常時からの連携を図ります。
○同時罹災の可能性の少ない中距離圏の自治体との協定締結による相
互の受援応援体制を検討します。

○

総　括

○多摩川流域連携会議を開催し，各市の近況などについて情報共有を
行いました。
○多摩川流域の８市（八王子市，府中市，調布市，日野市，町田市，
狛江市，多摩市，稲城市）全体を一つとして，地域の魅力や，地域内
の企業の情報などを発信する取組を進めました。各市の産業の特徴な
どについての調査を行いました。
○災害時協定に基づき，５月に味の素スタジアム，武蔵野の森総合ス
ポーツプラザの避難所開設訓練を三鷹市，府中市，狛江市と合同で実
施しました。
○調布市消防団の幹部研修として木島平村の総合防災訓練に参加・視
察し，連携の強化を図りました。
○１１月１１日に実施予定の調布市総合防災訓練・防災フェアに，災
害時相互応援協定を締結している富山市に参加していただくよう調整
しました。

【取組計画】（ＰＬＡＮ）

前　期

年次評価 Ａ（計画どおりに進捗）

【今年度の総括，次年度以降の取組の方向】
（ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ）

○多摩川流域連携会議を２回実施することができました。また，８市
全体での魅力発信等を行うＷｅｂサイトの構築に関しては，多摩川流
域連携会議とは別に，５回の会議を開催し，意見交換を行いました。
引き続き，多摩川流域連携会議の活動を通じて，各市との綿密な関係
構築に努めます。
○多摩川流域の８市（八王子市，府中市，調布市，日野市，町田市，
狛江市，多摩市，稲城市）全体を一つとして，地域の魅力や，地域内
の企業の情報などを発信する取組については，令和５年度に取り組ん
だ調査結果をもとに，令和６年度からは，魅力発信媒体（パンフレッ
ト等）の制作に取り組みます。
○災害時協定に基づき，５月に味の素スタジアム，武蔵野の森総合ス
ポーツプラザの避難所開設訓練を三鷹市，府中市，狛江市と合同で実
施しました。引き続き，継続的に訓練を実施します。
○富山市との災害時相互応援協定に基づき，令和６年１月に発生した
能登半島地震の二次避難所の支援として，市職員を派遣しました。引
き続き災害時相互応援協定締結自治体との連携の強化を図ります。
○災害発生時にトイレカーを派遣し合う制度導入に向け検討を進めま
した。今後，令和６年度の導入に向け取り組みます。

【取組実績及び取組による成果・効果】（ＤＯ・ＣＨＥＣＫ）　

後　期

【取組計画】（ＰＬＡＮ）

○多摩川流域連携会議を引き続き運営し，各市の共通課題についての
意見交換，情報共有を行い，課題の解決を目指します。
○多摩地域の振興に資する情報発信について検討します。
○災害時相互応援協定に基づく防災訓練に参加するなど，協定締結自
治体と平常時からの連携を図ります。
○同時罹災の可能性の少ない中距離圏の自治体との協定締結による相
互の受援応援体制を検討します。

【取組実績及び取組による成果・効果】（ＤＯ・ＣＨＥＣＫ）　

【年度別計画に対する今年度の進捗見込】（ＣＨＥＣＫ）　
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○風水害時における各部のタイムラインの策定に向け，調査を行いま
した。
○防災教育の日において地域住民と協働し，避難所開設訓練を実施し
ました。また，東京消防庁との合同により第八消防方面本部・調布市
合同総合水防訓練を実施し，関係機関との連携強化を図りました。４
月に震災，７月に風水害に関する災害対策本部訓練を実施しました。
風水害に関する災害対策本部訓練については，実際の対応を想定し，
複数日程で実施しました。また，初動本部訓練を実施し，職員の災害
対応能力の向上を図りました。
○４月には震災，７月に風水害に関する調布市地域防災計画に位置付
けられた各部の所掌事務に基づいた訓練を各部で検討し，実施しまし
た。

【取組計画】（ＰＬＡＮ）

前　期

年次評価 Ａ（計画どおりに進捗）

【今年度の総括，次年度以降の取組の方向】
（ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ）

○令和５年度に予定していた地域防災計画の修正について，関連する
ＢＣＰの修正や受援応援計画の策定に併せて令和６年度に実施するこ
ととしたため，令和５年度は，計画の修正・策定に向け庁内調整を行
いました。また，地震や風水害の特性に応じた各種訓練を実施しまし
た。
○令和６年１月に発生した能登半島地震での課題等を踏まえ，引き続
き，災害時における職員体制の整備や訓練を行いながら，防災関係機
関との新たな災害時対策協定の締結及び連携強化を推進し，災害対応
能力の向上を図ります。

【取組実績及び取組による成果・効果】（ＤＯ・ＣＨＥＣＫ）　

後　期

【取組計画】（ＰＬＡＮ）

○風水害時におけるＢＣＰの策定を検討します。
○災害時における各部の必要人員数を整理する中で，各部の所掌事務
の整理を検討します。必要に応じ令和５年度に修正予定の調布市地域
防災計画に整理した内容を位置付けます。
○調布市地域防災計画に位置付けられた各部の所掌事務に基づいた訓
練を実施します。また，総合水防訓練や総合防災訓練実施時等に職員
の参集訓練や災害対策本部の訓練を実施します。

【取組実績及び取組による成果・効果】（ＤＯ・ＣＨＥＣＫ）　

プラン

【年度別計画に対する今年度の進捗見込】（ＣＨＥＣＫ）　 ◎

○風水害における初動体制の強化のため初動本部訓練を実施しまし
た。
○１１月に総合防災訓練・防災フェアを実施し，訓練を通じて各関係
機関との連携強化と市民参加の展示や訓練を行い，市民への防災啓発
を実施しました。
○地域防災計画及びＢＣＰ等の修正・策定に向け，各部との意見交換
及びヒアリングを実施しました。各部の防災対策における課題抽出を
行いました。
○新たに帰宅困難者の一時滞在施設としてアフラック生命保険株式会
社と，物資輸送の事業者として佐川急便株式会社と協定を締結しまし
た。帰宅困難者対策協議会を開催し，調布駅周辺の事業者や地区協議
会に周知するとともに，アフラックの施設視察を実施しました。

【後期における取組の方向】（ＡＣＴＩＯＮ）

○令和５年度に修正を予定していた地域防災計画の修正について，令
和５・６年度に風水害時のＢＣＰ及び受援応援計画の策定と併せて修
正を行います。

年度別計画

令和５年度

○風水害時におけるＢＣＰの策定を検討します。
○災害時における各部の必要人員数を整理する中で，各部の所掌事務
の整理を検討します。必要に応じ令和６年度に修正予定の調布市地域
防災計画に整理した内容を位置付けます。
○調布市地域防災計画に位置付けられた各部の所掌事務に基づいた訓
練を実施します。また，総合水防訓練や総合防災訓練実施時等に職員
の参集訓練や災害対策本部の訓練を実施します。

総　括

自然災害の発生時における対応能力の向上を図るため，事業継続計画（ＢＣＰ）の見直しや各種取組を推進し，職員における認識を高めるとともに訓練等を通じて対応の定着を図ります。また，災
害対策協定に基づく，各団体との連携・交流の強化を通じて協定の実効性を確保します。

◆必要に応じたＢＣＰの見直し
◆災害時における職員体制の整備
◆災害対応能力の向上に向けた職員への各種訓練の実施
◆防災関係機関との災害時対策協定の締結及び連携強化の推進

効率的な組織体制の整備
市民に信頼される市政の推進

方針 ３
基本的取組 ３－３

担当課 総合防災安全課，関係各課

１８ 自然災害における災害対応能力の向上
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○東京都による新型コロナウイルス感染症自宅療養者への支援体制の
補完対応として，令和５年５月７日まで市による自宅療養者への日用
品の支援及びパルスオキシメータの貸与を継続して行いました。
○調布市薬剤師会に対し，令和５年５月７日まで医療体制整備にかか
る補助を行いました。
○啓発用広告塔を令和５年５月７日まで設置しました。
○新型コロナウイルス感染拡大状況を踏まえ，市ホームページ，市
報，防災・安全情報メール等を通じて，市民への適切な情報提供等を
行いました。
○新型コロナウイルスワクチン接種について，調布市医師会等の関係
機関と連携しながら接種対象者へのワクチン接種を進めました。
○新型コロナウイルス感染症対策本部会議を２回開催し，令和５年５
月３１日をもって対策本部を廃止しました（全３９回開催）。

【取組計画】（ＰＬＡＮ）

前　期

年次評価 Ｂ（概ね計画どおりに進捗）

【今年度の総括，次年度以降の取組の方向】
（ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ）

○令和５年５月７日まで，新型コロナウイルス感染症自宅療養者への
支援，医療体制整備に係る補助や啓発用広告塔の設置等の取組を実施
しました。
○新型コロナウイルス感染症５類移行後も，基本的感染対策の考え方
を周知しました。
○新型コロナウイルスワクチン接種について，調布市医師会等の関係
機関と連携しながら接種対象者へのワクチン接種を進めました。
○今後は，令和６年度に予定されている新型インフルエンザ等対策政
府行動計画の改定を踏まえ，新型インフルエンザ等住民接種実施計画
策定の検討を行います。
○新型コロナウイルス感染症対策として，新型コロナウイルスワクチ
ンの定期接種を実施します。接種の実施に当たっては，国が示す指針
に従い，接種対象者へのワクチン接種を進めます。

【取組実績及び取組による成果・効果】（ＤＯ・ＣＨＥＣＫ）　

後　期

【取組計画】（ＰＬＡＮ）

○新型コロナウイルス感染症自宅療養者への支援，医療体制整備に係
る医療機関等への補助は令和５年５月７日まで継続します。
○令和５年５月８日以降の新型コロナウイルス感染症５類移行後の医
療体制については，国や東京都の動きを把握しながら情報収集を行
い，市民への適切な情報発信・周知等に努めます。
○新型コロナウイルスワクチン接種の進捗状況を踏まえつつ，新型イ
ンフルエンザ等住民接種実施計画の策定の検討を行います。
○新型コロナウイルス感染症対策として，新型コロナウイルスワクチ
ンの接種を実施します。接種の実施に当たっては，国が示す指針に従
い，接種対象者へのワクチン接種を進めます。

【取組実績及び取組による成果・効果】（ＤＯ・ＣＨＥＣＫ）　

プラン

【年度別計画に対する今年度の進捗見込】（ＣＨＥＣＫ）　 △

○新型インフルエンザ等対策政府行動計画の見直しが予定されている
ことから，新型インフルエンザ等住民接種実施計画策定は見送りまし
た。
○新型コロナウイルス感染症の５類移行後について，基本的感染対策
の考え方を周知しました。
○新型コロナウイルスワクチン接種について，調布市医師会等の関係
機関と連携しながら接種対象者へのワクチン接種を進めました。
○新型コロナウイルスワクチン接種について，令和６年度の定期接種
化を見据え，個別医療機関を中心とした接種体制に移行しました。

【後期における取組の方向】（ＡＣＴＩＯＮ）

○新型コロナウイルスを含む感染症対策について，今後の情報を把握
しつつ，適切な対応を実施していきます。
○新型コロナウイルスワクチン接種については，令和６年度の定期接
種化を見据え，個別医療機関を中心とした接種体制に移行します。

年度別計画

令和５年度

○国等の動向を踏まえた新型インフルエンザ等住民接種実施計画策定
の検討を行います。
○新型コロナウイルス感染症を踏まえた感染症対策を検討します。
○新型コロナウイルス感染症対策として，新型コロナウイルスワクチ
ンの接種を実施します。接種の実施に当たっては，国が示す指針に従
い，接種対象者へのワクチン接種を進めます。

総　括

重大な感染症の発生時において迅速・的確な対応を図るため，新型インフルエンザ等住民接種実施計画の策定検討や新型インフルエンザ編事業継続計画（ＢＣＰ）に基づく体制を整備し，職員の意
識啓発等の取組の推進などにより，有事における組織的な対応の定着を図ります。

◆国等の動向を踏まえた新型インフルエンザ等住民接種実施計画策定の検討
◆国等の動向を踏まえた新型インフルエンザ等対策行動計画改訂の検討
◆必要に応じたＢＣＰの見直し
◆感染症対策に関する職員への情報提供や研修の実施
◆新型コロナウイルス感染症を踏まえた感染症対策の検討・実施

効率的な組織体制の整備
市民に信頼される市政の推進

方針 ３
基本的取組 ３－３

担当課 健康推進課，関係各課

１９ 感染症への対応能力の向上
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年度別計画

令和５年度

◆法律相談等の実施及び法務・判例情報の提供による法的リスクへの対応力向上
◆適正な会計事務の執行に向けた取組の推進
◆他自治体の取組事例の調査・研究

○行政実務法律相談事業（通称：法務ドクター事業）を実施しました（前期の
相談件数１１１件，前年比５６件増）。これにより，問題が起きる前から法務
専門部署（９月以降は，任期付法務専門職が対応）の関与が可能となり，業務
上のリスク回避を図りました。
○専門的な法的見解を求められる事案について，法制課内での検討に加え，外
部弁護士による行政事務法律相談を活用し，事案の多角的な視点による検討を
行うとともに，業務上起こりうるリスクの事前回避と法律的な視点からの助言
を行いました（前期の相談件数１４件，前年比１１件増（軽微な相談を除
く。））
○前期においては，新人研修，係長職研修，管理職研修を実施し，職層に応じ
た資料を用いて会計事務について説明しました。
○５課からの申請に基づき，電話料金２台，上下水道料金５施設について，新
たに公共料金一括支払いの対象として追加申請しました。
○監査委員からの指摘事項について，庁内に向け情報提供を行い，支払遅延等
の注意喚起を行うとともに，令和３年度に指摘を受けた歳入の請求漏れに関
し，再発防止の取組として，歳入予算所管全課に対し，状況調査を実施しまし
た。
○備品管理の適正化と職員の事務負担軽減を図るため，備品定義価格を３万円
以上から５万円以上に改定しました。
○財務会計システムの電子決裁本稼働に向けた準備を進めました（関係各課と
運用内容検討，会計事務管理委員会等での庁内周知，操作説明会・研修等）。
○業務上のリスクへの対応の取組について，他自治体事例の情報収集を実施し
ました。

【取組計画】（ＰＬＡＮ）

前　期

年次評価 Ａ（計画どおりに進捗）

【今年度の総括，次年度以降の取組の方向】
（ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ）

○市全体の事業がコロナ禍前の状況に戻りつつあることから，事業実
施に関する法務ドクター事業の利用件数が大幅に増加しました。所管
部署からの相談については，任期付法務専門職及び法務担当係長を中
心に法制課内での検討を行い，法律的な視点に留まらず，行政運営上
の観点等を含め，複眼的な視点からの助言を行い，業務上のリスク回
避に努めました。
○次年度以降についても，引き続き，丁寧な対応に努め，所管部署の
適正な事務執行とリスク回避につながるよう，法的な側面から積極的
にサポートを行っていきます。
○専門的な法的見解を求められる事案や争訟に展開するおそれのある
事案等については，法制課内での検討に加え，外部弁護士による行政
事務法律相談を活用し，事案の多角的な視点による検討を行うととも
に，業務上起こりうるリスクの事前回避と法律的な視点からの助言を
行いました。このような相談体制を構築することで，所管部署が安心
して事務執行ができるよう努めました。
○会計事務の効率化及びペーパーレス化を図るため，財務会計システ
ムの電子決裁を本格稼働しました。
○電子決裁開始にあわせ，伝票様式，添付書類等を大幅に見直し，会
計事務の簡素化・効率化に取り組みました。
○職層別研修や会計審査レターの発行，質問・相談への丁寧な対応に
より，職員のスキル向上を図りました。
○監査委員からの指摘事項等，事務処理の注意点を全庁へ情報共有
し，意識啓発を図りました。複数回指摘される等，特に重要なものは
会計審査レターで注意喚起したほか，電子掲示板で毎月伝票提出期限
を周知し再発防止に努めました。
○次年度以降，電子決裁の対象伝票の拡充，運用の効率化，帳票の簡
素化等事務の改善を図るとともに，実務研修や意識啓発等を行い，効
果的・効率的で適正な事務執行と職員の事務スキル，意識向上につな
がる取組を進めます。
○市における事務の適正な執行の確保に向けて，参考となる他自治体
の取組を把握しました。

【取組実績及び取組による成果・効果】（ＤＯ・ＣＨＥＣＫ）　

後　期

【取組計画】（ＰＬＡＮ）

○行政実務法律相談事業（通称：法務ドクター事業）などの実施を通じて，行
政事務執行上の法的リスクを把握・整理し，事務所管課の対応を法的な側面か
ら積極的にサポートします。
○行政事務執行上，争訟につながるおそれのある事件等について，外部弁護士
による行政事務法律相談を実施します。
○各種相談の内容，他市事例等を踏まえ，法務情報の庁内への積極的な発信に
継続的に取り組みます。
○会計事務に関する職層に応じた実効性のある研修を実施します。
○公共料金一括支払いの対象拡充に取り組みます。
○監査委員からの指摘事項，事務処理の注意点等の情報共有を図ります。
○会計事務の簡素化・効率化に関する取組を検討します。
○業務上のリスクへの対応の制度構築について，他自治体の取組を参考に検討
します。

【取組実績及び取組による成果・効果】（ＤＯ・ＣＨＥＣＫ）　

【年度別計画に対する今年度の進捗見込】（ＣＨＥＣＫ）　 ○

○行政実務法律相談事業（通称：法務ドクター事業）を実施しました（後
期の相談件数７１件，前年比７件減）。任期付法務専門職及び法務担当係
長を中心に法制課内での検討を行い，法律的な視点に留まらず，行政運営
上の観点等を含め，複眼的な視点からの助言を行い，業務上のリスク回避
に努めました。
○後期は，任期付法務専門職の配置に伴い，所管課の業務上の相談に対
し，迅速な対応を行うことができました。
○業務上の困難事案に対し，法的な観点からの対応方法等を所管部署とと
もに考える取組として，オーダーメイド研修を実施しました。業務上のリ
スク回避につなげるべく，事務所管課の対応を法的な側面から積極的にサ
ポートしました。
○職層に応じた実効性のある実務研修（管理職研修・係長職実務研修・中
堅職員研修・新任職員研修）を実施しました。
○監査委員からの指摘事項等，事務処理の注意点を全庁へ情報共有し，意
識啓発を図りました。複数回指摘された報酬支払に関し，会計審査レター
で注意喚起したほか，電子掲示板で毎月伝票提出期限を周知し再発防止に
努めました。
○備品業務で一部開始していた財務会計システムの電子決裁を収支業務で
も開始しました。
○電子決裁の円滑な運用開始を図るため，操作研修を実施しました。
○電子決裁開始にあわせ，伝票様式，添付書類等を大幅に見直し，会計事
務の簡素化・効率化に取り組みました。
○他自治体における，業務上のリスクへの対応に関する取組事例について
の情報収集を行い，市における適正な事務の執行の確保に向けて参考とな
る取組を把握しました。

【後期における取組の方向】（ＡＣＴＩＯＮ）

○引き続き，法務ドクター事業及び外部弁護士による行政事務法律相談を実施
します。
○寄せられた相談内容をもとに業務上のリスクを分析し，事前の対策やトラブ
ル事案等の発生時における迅速・的確な対応に有用な知識や自治体に関連し参
考となる裁判例についての情報提供を実施します。
○財務会計システムの電子決裁本稼働後は，会計事務が円滑に進むよう必要な
対応を図ります。

○任期付法務専門職を中心とした行政実務法律相談事業（通称：法務ドク
ター事業）などの実施を通じて，行政事務執行上の法的リスクを把握・整
理し，事務所管課の対応を法的な側面から積極的にサポートします。
○行政事務執行上，争訟につながるおそれのある事件等について，外部弁
護士による行政事務法律相談を実施します。
○各種相談の内容，他市事例等を踏まえ，法務情報の庁内への積極的な発
信に継続的に取り組みます。
○職層に応じた実効性のある研修を実施します。
○監査委員からの指摘事項，事務処理の注意点等の情報共有を図ります。
○会計事務の簡素化・効率化に取り組みます。
○業務上のリスクへの対応の制度構築について，他自治体の取組を参考に
検討します。

総　括

業務を適正に執行していくため，業務上のリスクの事前防止や，不適切な事案等の発生時における迅速・的確な対応に資する取組を推進します。

効率的な組織体制の整備
市民に信頼される市政の推進

方針 ３
基本的取組 ３－３

担当課 法制課，会計課，企画経営課，関係各課

２０ 業務上のリスクへの対応プラン
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【方針４】人材の確保・育成 
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○職員採用試験受験者に対し市役所の仕事の魅力ややりがいを伝える取組の
一環として，若手職員とのＷｅｂ座談会を実施したほか，市長のメッセージ
動画を発信しました。受験率は昨年度と比べ約５ポイント増加しました。
○受験者数の増加を目的とした利便性の向上の取組として，エントリーシー
トの提出をオンライン化しました。
○特定任期付職員として弁護士資格を有する法務専門職及び新たな分野とし
て危機管理専門職の採用試験を実施し，９月に法務専門職を採用しました。
○入庁５年目職員のほか，女性職員を対象に，自身の今後のキャリアについ
て考える研修を実施し，自律的なキャリア形成を推進しました。
○人材育成の促進や組織力の向上に向け，部下との関係性構築の重要性など
をマネジメントの視点から再認識させる管理職対象の研修を実施しました。
○目標管理型人事評価制度について，職務意欲の向上を図る観点から新たな
評価区分（Ｂ＋）を設け，上位の評価区分（Ａ）と同様の勤勉手当成績率と
しました。
○会計年度任用職員制度の適切な運用を行うとともに，最低賃金改定に伴う
報酬単価の見直しなど処遇改善を図りました。
○デジタル人材の育成に向け，全職員を対象とした研修メニューについて検
討を進めました。
○東京都や地方公共団体情報システム機構等の研修プログラムを活用し，自
治体ＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）に関する市職員の理解促進
や学習機会の提供を行いました。
○調布市デジタル化総合戦略１．０に基づき，各課で指名するデジタル化推
進員を対象としたＩＴパスポート（国家資格）取得促進支援を開始したほ
か，デジタル行政推進アドバイザーを活用したデジタルスキル向上に資する
セミナー等の開催により，デジタル（ＩＴ）人材の育成に関する取組を推進
しました。

【取組計画】（ＰＬＡＮ）

前　期

年次評価 Ａ（計画どおりに進捗）

【今年度の総括，次年度以降の取組の方向】
（ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ）

〇人材の確保に向け，職員採用ＰＲ動画等を活用し，市職員として働
くことの魅力や，やりがい等を受験者に伝えることができました。ま
た，任期付職員の新たな分野での活用を検討し，専門的知識・経験を
有する人材の確保につなげました。
○職員の自律的なキャリア形成を目的として，５年目職員を対象とし
たキャリアデザイン研修，主任職の女性を対象としたキャリア自律促
進研修を実施し，自身のこれまでの振返りと今後のキャリアについて
考える機会をつくりました。引き続き，自身のキャリアについて前向
きに捉え，考える研修を実施することで，職員の自律的なキャリア形
成を推進していきます。
○管理職を対象とした「管理職マネジメント研修」や「ナイスボス・
グッドパートナー研修」，「女性部下育成力強化研修」等を実施する
ことで，部下の仕事と生活の両立支援や育成スキルの向上を図るとと
もに，部下との関係性構築の重要性などをマネジメントの視点から再
認識させることで，管理職のマネジメント力の強化を図りました。次
年度以降も人材育成の促進や組織力の向上に向け取り組みます。
○定年延長制度を踏まえ，対象となる職員のモチベーション向上を目
的としたキャリア研修やリスキリングを実施します。
○会計年度任用職員制度において，デジタル化による効率的な運用を
行うとともに，報酬単価・休暇制度の改定等による処遇改善を行い，
適切な運用を図りました。次年度以降も会計年度任用職員制度の適切
な運用及び処遇改善に努めます。
○東京都や地方公共団体情報システム機構等の研修プログラムを引き
続き活用し，自治体ＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）に関
する市職員の理解促進や学習機会の提供を行います。
○調布市デジタル化総合戦略１．０に基づき，各課で指名するデジタ
ル化推進員を対象としたＩＴパスポートの取得促進（２０名程度取
得）やＴＯＫＹＯスマホサポーターの取得促進（１００名程度取得）
を実施したほか，デジタル行政推進アドバイザーを活用したデジタル
スキル向上に資するセミナーやワークショップの開催を通して，デジ
タル（ＩＴ）人材の育成を推進しました。

【取組実績及び取組による成果・効果】（ＤＯ・ＣＨＥＣＫ）　

後　期

【取組計画】（ＰＬＡＮ）

○市職員の仕事の魅力ややりがいを効果的に発信し，専門的な知識・経験等
を持った多様かつ有為な人材確保につなげます。
○市独自での確保・育成が困難な専門分野（危機管理等）の人材について，
外部人材の活用検討を進めます。
○職員の自律的なキャリア形成を推進します。
○管理職のマネジメント能力の向上を図り，人材育成の促進や組織力の向上
につなげます。
○職員の職務及び昇任意欲の向上に向け，目標管理型人事評価制度の公正か
つ効果的な運用方法や昇任試験制度の課題整理を進めます。
○会計年度任用職員制度の適切な運用及び処遇改善に努めます。
○調布市デジタル化総合戦略１．０に基づくデジタル（ＩＴ）人材の育成に
関する取組を推進します。

【取組実績及び取組による成果・効果】（ＤＯ・ＣＨＥＣＫ）　

プラン

【年度別計画に対する今年度の進捗見込】（ＣＨＥＣＫ）　 ○

○人材確保に向け，新たに職員採用ＰＲ動画（事務職）を作成し，市職員
として働くことの魅力や，やりがい等を受験者に伝えることができまし
た。
○特定任期付職員の新たな分野として，１０月に危機管理専門職を採用し
ました。
○自律的なキャリア形成支援として，入庁５年目職員を対象とした「キャ
リアデザイン研修」，女性職員を対象とした「女性のための自律促進研
修」等を実施し，自身のこれまでの振返りと，今後のキャリアを主体的に
考える機会を設けました。
○人材育成に重点を置いた適材適所の人事配置の実現に向け，「調布市職
員の人事異動に関する指針」に，調布市人材育成総合プランに基づく人材
育成及び組織力向上の観点から人事異動を行う趣旨や，定年延長制度の導
入に伴う６０歳以降の職員の配置等について追記する改定を行いました。
○管理職を対象とした「管理職マネジメント研修」や「ナイスボス・グッ
ドパートナー研修」，「女性部下育成力強化研修」等を実施することで，
部下の仕事と生活の両立支援や育成スキルの向上に向けた取組を行い，管
理職のマネジメント力の強化を図りました。
○係長職以下の目標管理型人事評価の運用に当たり，人事評価実務者へ研
修を実施し，評価のポイントや視点の確認を行い，評価者の共通認識を深
めました。
○会計年度任用職員制度において，選考申込及び任用手続のデジタル化に
よる効率的な運用を行うとともに，令和６年度からの勤勉手当支給に向け
て準備を進めたほか，再度の任用の上限撤廃や報酬単価・休暇制度の改定
等処遇改善を図りました。
○東京都市町村職員研修所や東京都デジタルサービス局からのデジタル人
材育成に関する研修を活用し，職員の自治体ＤＸ（デジタルトランス
フォーメーション）に対する意識向上を図りました。
○調布市デジタル化総合戦略１．０に基づき，各課で指名するデジタル化
推進員を対象としたＩＴパスポートやＴＯＫＹＯスマホサポーターの取得
促進を実施したほか，デジタル行政推進アドバイザーを活用したデジタル
スキル向上に資するセミナー等の開催により，デジタル（ＩＴ）人材の育
成に関する取組を推進しました。

【後期における取組の方向】（ＡＣＴＩＯＮ）

○市主催のデジタル（ＩＴ）人材育成に関する研修の実施を検討します。
○管理職のマネジメント能力の向上につなげる研修カリキュラムを検討しま
す。

年度別計画

令和５年度

○市職員の仕事の魅力ややりがいを効果的に発信し，専門的な知識・経験
等を持った多様かつ有為な人材確保につなげます。
○市独自での確保・育成が困難な専門分野（危機管理等）の人材につい
て，外部人材の活用の検討を進めます。
○職員の自律的なキャリア形成を推進します。
○管理職のマネジメント能力の向上を図り，人材育成の促進や組織力の向
上につなげます。
○職員の職務及び昇任意欲の向上に向け，目標管理型人事評価制度の公正
かつ効果的な運用方法や昇任試験制度の課題整理を進めます。
○会計年度任用職員制度の適切な運用及び処遇改善に努めます。
○調布市デジタル化総合戦略１．０に基づくデジタル（ＩＴ）人材の育成
に関する取組を推進します。

総　括

多様化・複雑化する行政課題に的確に取り組むことができる人材を確保・育成するため，①組織に貢献する多様な人材の確保，②人材の育成・活用，③組織力の向上と人材育成のための適正配置・処遇，④能
力を最大限発揮するための職場環境の整備といった４つの視点を踏まえた，総合的な人材育成を進めます。

◆専門的な知識・経験等を有する多様かつ有為な人材の確保
◆自律的な人材の育成・活用
◆組織力の向上と人材育成のための適正配置・処遇改善
◆デジタル人材の育成（デジタルスキル向上のための研修等）

人材の確保・育成
人材の確保・育成と意欲の向上

方針 ４
基本的取組 ４－１

担当課 人事課，デジタル行政推進課，関係各課

２１ 人材の確保と育成の推進

38



年度別計画

令和５年度

○令和５年度から令和８年度を計画期間とする取組体系に基づき，
「研修」と「法務相談」を軸とした取組を実施します。
○国家賠償法，契約及び補助金をテーマとした研修と情報提供（法務
ニュースレター・判例Ｔｉｐｓ等）を重点的に行います。
○「条例等の立案能力の向上」を図る取組として，専門分野の外部講
師に依頼し，職員の政策法務能力向上につながる研修を実施します。
○職員向けの政策法務に関する調査について，内容を見直すととも
に，知識問題の設問数の拡充により知識の定着を図ります。

総　括

職員の法令等に関する基礎的知識の習得，法令等の解釈・運用能力の向上を図り，条例等の立案能力の向上のほか，政策法務の実践につなげるため，任期付法務専門職とともに研修，相談などの取
組を推進します。

◆政策法務能力の向上に資する研修の実施
◆法務専門職を中心とした行政実務法律相談（通称：法務ドクター事業）及び法務に関す
る情報提供の実施

人材の確保・育成
人材の確保・育成と意欲の向上

方針 ４
基本的取組 ４－１

担当課 法制課

２２ 政策法務能力の向上プラン

【年度別計画に対する今年度の進捗見込】（ＣＨＥＣＫ）　 ○

○法務に係る基礎知識の習得を図るため，人事課と連携し，映像研修
用ＤＶＤを活用した中堅職員実務研修を実施しました。
○前期に取り組んだ「著作権」をテーマにした情報発信を踏まえ，次
年度に更なる知識定着を図ることを目的に，「著作権」に係る映像研
修用ＤＶＤを作成しました。
○他部署からの研修実施依頼を受け，業務上の困難事案に対する対応
方法等を所管部署とともに考える取組として，オーダーメイド研修を
実施しました。
○政策法務に関する情報発信として，法令改正等の情報を随時庁内に
発信しました。
○毎年実施している政策法務に関する職員向けの法務意識・知識調査
について，これまでの取組を見直し，法務意識の向上と法務知識の定
着を図る観点から，設問数を増やすとともに，より実務に活用できる
内容に改善して実施しました。
○任期付法務専門職及び法務担当係長を中心とした法務ドクター事業
を実施（後期の相談件数７１件，前年比７件減）し，業務上のリスク
回避を図るとともに，相談に対し法律的な視点から助言し，事案の多
角的な視点からの検討を促すことで，職員の法務能力向上につなげま
した。【後期における取組の方向】（ＡＣＴＩＯＮ）

○政策法務に関する職員向けの法務意識・知識調査の結果等を踏ま
え，政策法務研修を実施します。
○法務ドクター事業の相談内容を踏まえ，多くの職員に有用な法務知
識に関する情報発信を実施します。
○法務知識の習得状況を数値化し，経年変化を捕捉するため，政策法
務に関する職員向けの法務意識・知識調査を実施します。

○映像研修用ＤＶＤについては，人事課と連携し，新任研修と係長職
実務研修において活用を図りました。
○政策法務に関する情報発信として，著作権をテーマとした「法務
ニュースレター」を２回発行するとともに，業務に関連した判例を紹
介している「判例Ｔｉｐｓ」を２回発行したほか，法令改正等の情報
を随時庁内に発信しました。
○職員を対象とした法務ドクター事業を実施（前期の相談件数１１１
件，前年比５６件増）し，業務上のリスク回避を図るとともに，相談
に対し法律的な視点から助言し，事案の多角的な視点からの検討を促
すことで，職員の法務能力向上につなげました。

【取組計画】（ＰＬＡＮ）

前　期

年次評価 Ｂ（概ね計画どおりに進捗）

【今年度の総括，次年度以降の取組の方向】
（ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ）

○市全体の事業がコロナ禍前の状況に戻りつつあることから，事業実
施に関する法務ドクター事業の利用件数が大幅に増加しました。相談
に対し法律的な視点から助言し，事案の多角的な視点からの検討を促
すことで，職員の法務能力向上につなげました。あわせて，既存の例
規についても，相談内容に対する課題解決の観点から，例規改正の必
要性等を助言するなど，総合的な対応に心掛けました。引き続き，丁
寧な対応に努め，職員の政策法務能力の向上につながるよう取組を推
進します。
○政策法務に関する研修及び情報発信では，後期に計画していた取組
の一部が未実施となりました。
○令和５年度から８年度までの計画期間における政策法務に関する職
員向けの法務意識・知識調査では，法務意識の向上と法務知識の定着
を図るべく取組を推進しており，当該調査については，調査対象職員
の約４２％（約５００人）が調査に参加しました。苦手意識のある法
分野も見受けられることから，次年度以降は，研修や情報発信のテー
マに取り上げるなど，調査結果を反映した取組につなげていきます。

【取組実績及び取組による成果・効果】（ＤＯ・ＣＨＥＣＫ）　

後　期

【取組計画】（ＰＬＡＮ）

○令和５年度から令和８年度を計画期間とする取組体系に基づき，
「研修」と「法務相談」を軸とした取組を実施します。
○著作権と国家賠償法をテーマとした研修と情報提供（法務ニュース
レター・判例Ｔｉｐｓ等）を重点的に行います。国家賠償法について
は，人事課と連携し，昨年度作成した映像研修用ＤＶＤの活用も図り
ながら，職員の政策法務能力向上に資する研修の実施に取り組みま
す。

【取組実績及び取組による成果・効果】（ＤＯ・ＣＨＥＣＫ）　
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年度別計画

令和５年度

※ダイバーシティ（多様性），エクイティ（公平性），インクルージョン（包摂性）の一体的な促進…障害，性別，性自認，性的指向，介護や育児など，様々な個性や事情が配慮され，活躍できる環境が公
平に提供されている状態となるよう環境整備を図ること。

◆働き方改革による業務の生産性向上に向けた取組の推進
◆フリーアドレスの実施（一部職場）・検証，導入職場の検討
◆女性職員の活躍推進
◆能力を最大限発揮できる職場環境の整備（ダイバーシティ（多様性），エクイティ（公平性），

インクルージョン（包摂性）の一体的な促進
※
等）

◆ハラスメント防止対策やメンタルヘルス対策をはじめとした健康管理施策の推進

人材の確保・育成
全ての職員が能力を最大限発揮できる職場環境づくり

方針 ４
基本的取組 ４－２

働き方改革による業務の生産性向上を図るため，時間外勤務の縮減や業務の効率化を進めるほか，変則勤務・在宅勤務型テレワーク制度の最適化を図るとともに，執務環境の改革・改善に取り組みます。ま
た，女性をはじめ多様な視点を市政経営に反映させ，市民サービスの向上につなげる観点から，意思決定過程における女性職員の参画機会の拡充，性別や家庭の事情などに係るアンコンシャス・バイアス
（無意識の思い込み）に捉われない人事配置や人材育成を推進します。あわせて，性別や年齢，障害の有無等に関わらず，多様な人材が能力を最大限発揮し，活躍できる職場環境づくりを推進します。

担当課 人事課，デジタル行政推進課，企画経営課

２３ 働き方改革による生産性の向上と全ての職員が能力を最大限発揮できる職場環境の整備プラン

○総労働時間の縮減に向けて，毎月０のつく日を「管理職ゼロデイ
（管理職率先定時退庁日）」，また，毎週水曜日のノー残業デーに合
わせた午後７時消灯デーを新たに設けたほか，各部ごとに毎月１回以
上，毎週水曜日とは別に午後７時消灯デーを設定し実施しました。
○執務環境整備のモデル職場として選定した総務課において，関係各
課と協議を行いながら，年度内の実施に向けた準備を進めました。ま
た，執務環境整備に関する取組を庁内の会議において周知しました。
○女性職員のキャリア形成支援として，女性のキャリア自律促進研修
を実施し，自身のキャリアを主体的に考える機会を設けました。ま
た，管理職を対象とした女性部下育成力強化研修を実施することで，
女性の特徴を踏まえた育成スキルの向上に向けた取組を行い，管理職
のマネジメント力の強化を図りました。
○係長職を対象に，ハラスメント防止研修を実施し，最新のハラスメ
ント状況について情報共有するとともに，ハラスメントによる危険性
や定義等を正しく理解し，ハラスメントのない職場づくりを促進しま
した。また，東京都や国のハラスメント防止動画を活用し，全職員の
意識向上を図りました。
○新任職員，在職２年目及び在職７年目程度の職員を対象に，メンタ
ルヘルス対策の研修を実施し，セルフケアについて学びました。

【後期における取組の方向】（ＡＣＴＩＯＮ）

○時間外勤務の縮減に向けて，令和５年度の新規の取組である午後７時消灯
デーの実施の現状を把握し，今後の方向について検討します。
○フリーアドレスの導入を含めた執務環境整備のモデル職場において，具体
的な取組内容を検討します。
○女性職員の活躍推進に向けた研修カリキュラムを検討します。
○ハラスメント防止に向けた研修や環境づくり，メンタルヘルス対策を進め
ます。

○総労働時間の縮減に向けた取組を推進します。
○変則勤務・在宅勤務型テレワーク制度の最適化を図りつつ，多様な
働き方ができる職場環境整備を推進します。
○時間外勤務の縮減や業務の効率化につなげる観点から，フリーアド
レスの導入を含めた執務環境整備をモデル職場において実施するとと
もに，実施による成果を検証し，新たなモデル職場を検討します。
○女性職員の活躍推進に関する取組を推進するとともに，ダイバーシ
ティへの理解促進を図ります。
○ハラスメントのない職場づくり，メンタルへルス対策を含む健康管
理施策を推進します。

○

総　括

○総労働時間の縮減に向けて，毎月０のつく日を「管理職ゼロデイ（管理職
率先定時退庁日）」と設定し，管理職の率先垂範によりワーク・ライフ・バ
ランスの充実に向けた意識改革に取り組みました。また，毎週水曜日のノー
残業デーに合わせた午後７時消灯デーを新たに設けたほか，各部ごとに毎月
１回以上，毎週水曜日とは別に午後７時消灯デーを設定しました。
○働き方改革を推進する観点から，令和４年度下半期に実施した庁内アン
ケート結果を踏まえ，変則勤務や在宅勤務型テレワークの要件や上限設定の
試行運用を継続するなど，職場環境の整備を進めました。
○時間外勤務の縮減や業務の効率化につなげる観点から，フリーアドレスの
導入を含めた執務環境整備のモデル職場を選定し，今後の取組の方向を関係
各課と協議しました。
○管理職を対象とした研修（ナイスボス・グッドパートナー研修，管理職マ
ネジメント研修）にて，ダイバーシティ，エクイティ，インクルージョンの
一体的な促進の観点から，マネジメントの在り方，育児休業や介護休暇を取
得する職員への声かけ等について研修を実施し，管理職のマネジメント力強
化を図りました。
○ハラスメント防止に関する研修，メンター相談員制度などを通じたメンタ
ルヘルス対策に継続的に取り組み，職員の適切な健康管理を促進しました。

【取組計画】（ＰＬＡＮ）

前　期

年次評価 Ａ（計画どおりに進捗）

【今年度の総括，次年度以降の取組の方向】
（ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ）

○市長通達を発出し，総労働時間の縮減に向けて実効的な取組を打ち
出し，成果向上につなげました。具体的には，毎週水曜日のノー残業
デーの徹底に加え，管理職ゼロデイや毎月１日以上各部で設定する午
後７時消灯デーなどの定時退庁の推進のほか，庁内グループウェアの
活用や各種会議，定例資料の統廃合，資料のペーパーレス化，既存事
業の見直し等，様々な取組を各部署で実施しました。その結果，一般
職一人当たりの年間時間外勤務時間数は令和４年度と比較して約
１４．６％の削減となりました。来年度も引き続き，職員の働き方改
革による生産性の向上を図ります。
○昨年度から企画経営課にて開始したフリーアドレスについて，職員
アンケートなどを通じた効果の検証を行うとともに，モデル職場とし
て選定した総務課においてフリーアドレスを開始しました。今後は，
全庁的な執務環境整備の取組内容や進め方について関係各課と協議し
ながら検討します。
○女性職員のキャリア形成支援として，女性のキャリア自律促進研修
を実施し，自身のキャリアを主体的に考える機会を設けました。引き
続き，自身のキャリアを前向きに捉え，考える機会となる研修を実施
します。
○係長職を対象に，ハラスメント防止研修を実施し，最新のハラス
メント状況について情報共有し，ハラスメントによる危険性や定義等
を正しく理解することで，ハラスメントのない職場づくりを促進しま
した。また，東京都や国のハラスメント防止動画を活用し，全職員の
意識向上を図りました。引き続き，ハラスメントのない職場づくりに
取り組みます。
○メンタルヘルス対策として，職場復帰プログラムの試行実施と，制
度の構築に向けた整備を進め，次年度の制度化へつなげました。
○また，新任職員，在職２年目及び在職７年目程度の職員を対象に，
セルフケア等のメンタルヘルス対策の研修を実施し，職員の意識向上
を図りました。引き続き，セルフケアの方法や，ストレスとの向き合
い方について，若手から中堅職員を対象に実施し，職員の健康管理施
策を推進します。

【取組実績及び取組による成果・効果】（ＤＯ・ＣＨＥＣＫ）　

後　期

【取組計画】（ＰＬＡＮ）

○総労働時間の縮減に向けた取組を推進します。
○変則勤務・在宅勤務型テレワーク制度の最適化を図りつつ，多様な働き方
ができる職場環境整備を推進します。
○時間外勤務の縮減や業務の効率化につなげる観点から，フリーアドレスの
導入を含めた執務環境整備をモデル職場において実施します。
○女性職員の活躍推進に関する取組を推進するとともに，ダイバーシティへ
の理解促進を図ります。
○ハラスメントのない職場づくり，メンタルヘルス対策を含む健康管理施策
を推進します。

【取組実績及び取組による成果・効果】（ＤＯ・ＣＨＥＣＫ）　

【年度別計画に対する今年度の進捗見込】（ＣＨＥＣＫ）　
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【方針５】計画行政の推進 
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担当課 企画経営課，財政課，関係各課

２４ ＰＤＣＡマネジメントサイクルによる行財政運営プラン

計画行政の推進
ＰＤＣＡマネジメントサイクルによる行財政運営

方針 ５
基本的取組 ５－１

【後期における取組の方向】（ＡＣＴＩＯＮ）

○各施策・事務事業の評価結果を令和６年度の予算編成において活用
できるよう取り組みます。
○次年度以降の行政評価の実施に向け，見直しの検討を行います。
○収入未済額の縮減に向けて，法制課及び所管課と連携を図りなが
ら，引き続き，市の統一ルールに基づいた債権の適切な管理・収納を
図ります。

○各施策・事務事業の評価結果を令和６年度の予算編成において活用
できるよう取り組みます。
○次年度以降の行政評価の実施に向け，行政評価シートの見直しの検
討を行います。
○市の統一ルールに基づいた債権の管理・収納を推進します。
○法制課と連携を図りながら，収入未済額の縮減に向けた所管課への
支援を継続します。

総　括

調布市基本計画に位置付けた施策・事業を着実に推進するため，行政評価による振返り評価を活用した各種取組の見直し，改善を推進します。あわせて，受益者負担の在り方について，毎年度の予
算編成の過程において検証・適正化に努めるほか，債権管理についても統一ルールに基づき，収納対策や収入未済額の縮減を推進します。

○令和４年度及び後期基本計画期間（令和元年度～令和４年度）の振
返りと評価をできるよう内容を検討し，施策マネジメントシートを作
成しました。また，前期基本計画（令和５年度～令和８年度）に位置
付けた施策ごとにシートを作成する中で，前期基本計画における取組
の方向を整理しました。
○施策及び事務事業マネジメントシートを活用し，行政評価（施策評
価，事務事業評価）を実施しました。
○市政に関する透明性の確保につなげるため，評価結果を市ホーム
ページで公表しました。
○令和４年度決算における収入未済額等の把握を通じて，市の統一
ルールに基づいた債権管理を推進しました。
○所管課ヒアリング等を通じ，今後の不納欠損見込み，長期滞納の可
能性のある債権の把握等ができました。

【取組計画】（ＰＬＡＮ）

前　期

年次評価 Ａ（計画どおりに進捗）

【今年度の総括，次年度以降の取組の方向】
（ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ）

○令和５年度においては，前年度の振返りと併せて，後期基本計画期
間（令和元年度～令和４年度）における各施策の総括評価を実施する
とともに，前期基本計画（令和５年度～令和８年度）における取組の
方向を整理しました。
○行政評価において整理した前期基本計画における取組の方向に基づ
き，基本計画の着実な推進につなげました。
○令和６年度においては，前期基本計画に位置付けた施策・事務事業
に関して，初年度の振返り評価を行うことになることから，その機会
を捉えて，評価における実効性を確保しつつ，効率的に評価を実施で
きるよう，行政評価シートの検討を行う必要があります。
○所管課からの相談等において法律的な観点が必要な場合などに，法
制課と連携して法曹有資格者が助言・支援を行うことにより，適切な
債権管理を推進することができました。
○市の統一ルール等に基づき，過去から累積している収納見込みの低
い債権の処理を行ったことで，収納業務の効率化を図ることができま
した。
○受益者負担の在り方検証については，市民生活への影響等を考慮し
つつ，適時適切に取り組む必要があります。

【取組実績及び取組による成果・効果】（ＤＯ・ＣＨＥＣＫ）　

後　期

【取組計画】（ＰＬＡＮ）

○令和５年度からの基本計画の進行管理を見据えた行政評価シート
（施策マネジメントシート，事務事業マネジメントシート）の見直し
を実施します。
○新たな行政評価シートを活用して，令和４年度及び後期基本計画期
間（令和元年度～令和４年度）の振返りと評価を実施するとともに，
評価結果を公表します。
○市の統一ルールに基づいた債権の管理・収納を推進します。
○法制課と連携した所管課支援の体制を継続します。
○所管課の債権管理の状況や，令和４年度決算における収入未済額及
び不納欠損額を把握します。

【取組実績及び取組による成果・効果】（ＤＯ・ＣＨＥＣＫ）　

【年度別計画に対する今年度の進捗見込】（ＣＨＥＣＫ）　 ○

○各施策・事務事業の評価結果を令和６年度の予算編成に活用しまし
た。
○令和５年度からの前期基本計画に位置付けた施策・事務事業に関す
る振返り評価の実施に向け，評価における実効性の確保と効率化の観
点から，行政評価シートの見直しの検討を行いました。
○日常的な相談や不納欠損処分の進捗管理等を通して，市の統一ルー
ルに基づいた債権管理を推進することができました。
○過去から累積している収納見込みの無い長期未納債権を不納欠損処
分したことで，収納業務の効率化を進めることができました。

年度別計画

令和５年度

◆施策・事務事業評価の実施・評価結果の公表
◆新たな基本計画の進行管理を見据えた行政評価の見直し検討
◆統一ルールに基づく債権管理の推進
◆予算編成過程における受益者負担の検証・適正化の実施
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総　括

○コロナ禍の長期化や物価高騰の影響を踏まえた，令和５年度予算の
執行方針を通知し，適正な予算執行を推進しました。
○令和４年度決算の分析として地方財政状況調査（決算統計），健全
化判断比率等の算定を行い「令和４年度調布市決算概要」を作成しま
した。
○令和４年度決算の分析を踏まえ，前年度繰越金活用計画を策定し，
基金積立に優先的に財源配分することとし，令和５年度一般会計補正
予算（第３号）において，財源措置し，財政基盤強化を図りました。
○令和４年度決算固定資産台帳の作成に向け，公有財産台帳や備品台
帳の更新情報，全庁各課で所管する固定資産台帳の更新情報の収集を
行いました。
○一般会計等及び全体財務書類等の作成に向け，令和４年度の一般会
計や各特別会計の伝票ごとの仕訳情報，整理仕訳情報や非資金仕訳情
報，連結法人の決算書類を収集するなど，各種情報の確認・整理を行
いました。

【取組計画】（ＰＬＡＮ）

前　期

年次評価 Ａ（計画どおりに進捗）

【今年度の総括，次年度以降の取組の方向】
（ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ）

○令和４年度の実質収支を基金積立に優先配分し，財政調整基金や公
共施設整備基金などの充実を図りました。
○社会経済状況の変化を踏まえながら，新型コロナウイルス感染症へ
の対応として３つの柱に基づく取組を推進したほか，物価高騰対策に
取り組みました。
○予算編成・予算執行・決算分析などにおいて，「財政構造見直
し」，「財政基盤強化」，「連結ベース債務残高縮減」の３つの視点
に基づく進行管理を行い，不断の見直し，改革・改善による財政構造
の改善と健全性維持につなげていきます。
○今後も引き続き，固定資産台帳の更新を行うとともに，統一的な基
準による財務書類等を作成します。

【取組実績及び取組による成果・効果】（ＤＯ・ＣＨＥＣＫ）　

後　期

【取組計画】（ＰＬＡＮ）

○財政規律ガイドラインに基づき，不断の見直し，改革・改善を推進
するとともに，統一的な基準に基づく財務書類等の作成，検証も踏ま
えて，持続可能で効果的な市政経営を推進します。
○決算の分析や，財政規律ガイドラインに基づく，適正な予算執行を
推進します。
○固定資産台帳を更新するとともに，統一的な基準による財務書類等
（一般会計等，地方公共団体全体及び連結）の作成に取り組みます。

【取組実績及び取組による成果・効果】（ＤＯ・ＣＨＥＣＫ）　

【年度別計画に対する今年度の進捗見込】（ＣＨＥＣＫ）　

プラン

○補正予算編成通知等を通じて，物価高騰等に伴う財政状況を全庁で
共有しながら適切な予算執行を推進するとともに，財政規律ガイドラ
インを踏まえた，令和６年度予算編成に取り組みました。
○統一的な基準による財務書類等（令和４年度決算分（一般会計等，
地方公共団体全体及び連結））と令和４年度決算固定資産台帳を作成
し，市ホームページにおいて公表しました。

【後期における取組の方向】（ＡＣＴＩＯＮ）

○コロナ禍の長期化や物価高騰への対応や今後の減収影響を見据え，
財政規律ガイドライン設定項目に基づく適正な進行管理によって，持
続可能で効果的・効率的な財政運営に努めます。
○引き続き，令和４年度の一般会計や各特別会計の伝票ごとの仕訳情
報，整理仕訳情報や非資金仕訳情報など，各種情報の確認・整理を行
い，統一的な基準による財務書類等（令和４年度決算分（一般会計
等，地方公共団体全体及び連結））を作成するとともに，公表しま
す。

○令和４年度決算の分析や，財政規律ガイドラインに基づき，適正な
予算執行の推進や，次年度予算編成に取り組みます。
○令和４年度決算固定資産台帳を作成するとともに，統一的な基準に
よる財務書類等（令和４年度決算分（一般会計等，地方公共団体全体
及び連結））の作成に取り組みます。

○

年度別計画

令和５年度

財政規律ガイドラインに基づき，不断の見直し，改革・改善を推進するとともに，統一的な基準に基づく財務書類等の作成，検証も踏まえて，持続可能で効果的な市政経営を推進します。

◆ガイドライン設定項目に基づく進行管理（予算編成・予算執行）
◆固定資産台帳の更新及び財務書類の作成

計画行政の推進
健全な財政運営

方針 ５
基本的取組 ５－２

担当課 財政課

２５ 財政規律ガイドラインに基づく財政運営
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○経常経費の抑制・縮減に関する取組の方向について，庁内各部署に
周知するとともに，既存事業に関する見直し，改善について，関係部
署と協議しました。
○取組の方向を検討し，取組に対する全庁の共通認識を図りました。
○抑制・縮減の取組の視点から，関係各課の事業の状況確認のための
ヒアリングに向けた準備を行いました。

【取組計画】（ＰＬＡＮ）

前　期

年次評価 Ａ（計画どおりに進捗）

【今年度の総括，次年度以降の取組の方向】
（ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ）

○経常経費の抑制・縮減の取組を推進するため，関係部署と連携して
調整を図りました。
○複数年次の視点も含めて，経常経費の抑制・縮減の取組を継続的に
推進する必要があるため，引き続き，関係部署と連携して取り組んで
いきます。

【取組実績及び取組による成果・効果】（ＤＯ・ＣＨＥＣＫ）　

後　期

【取組計画】（ＰＬＡＮ）

○既存事業に関する見直し，改善による経常経費の抑制・縮減に向け
た検討を行います。

【取組実績及び取組による成果・効果】（ＤＯ・ＣＨＥＣＫ）　

プラン

【年度別計画に対する今年度の進捗見込】（ＣＨＥＣＫ）　 ○

○経常経費の抑制・縮減に関する取組趣旨の説明と併せて，事業の状
況確認のためのヒアリングを行いました。
○令和６年度に向けた視点及び複数年次の視点で，対象事業に関する
見直し余地等を検討し，関係各課と調整したうえで，令和６年度予算
に反映しました。

【後期における取組の方向】（ＡＣＴＩＯＮ）

○経常経費の抑制・縮減の観点を踏まえた，令和６年度当初予算編成
を行います。

年度別計画

令和５年度

○既存事業に関する見直し，改善による経常経費の抑制・縮減に向け
た検討を行います。
○経常経費の抑制・縮減の観点を踏まえた，令和６年度予算編成を行
います。

総　括

質の高い市民サービスを将来にわたり持続的に提供していくため，既存の事業に関する様々な視点での見直し，改善により，経常経費の縮減に取り組みます。

◆既存事業の検証等に基づく経常経費の抑制・縮減
◆経常経費縮減の観点を踏まえた次年度予算編成

計画行政の推進
健全な財政運営

方針 ５
基本的取組 ５－２

担当課 企画経営課，財政課

２６ 事務事業等の見直し，改善による経常経費の縮減
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５－２

担当課 財政課，企画経営課，管財課，会計課，関係各課

２７ 積極的な財源の確保と財政負担の抑制プラン

【年度別計画に対する今年度の進捗見込】（ＣＨＥＣＫ）　 ○

○市報・市ホームページ・その他各種印刷物に広告を掲載し，広告料収入を確
保することができました。
○令和６年度当初予算において，広告印刷物等の広告料収入として１６００万
円余の予算を確保しました。
○各基金の債券による一括運用を開始し，利子収入の確保に努めました。
○昨年度を上回る数の返礼品を揃えることができたほか，ふるさと納税による
寄附の受付の件数及び寄附受領金額についても，昨年度を超える実績につなげ
ることができました。
○ふるさと納税による市及び市内事業者の魅力発信を強化するため，「ふるさ
とチョイス」以外のポータルサイトの新規活用について検討しました。
○債券での運用手法等を明確にするため「調布市資金管理運用の基本方針」を
改定しました（令和５年１２月）。
○改定した「調布市資金管理運用の基本方針」に基づき，基金残高の集約を進
めるとともに，今後の資金需要等を踏まえ，債券を４回，合計３０億円購入し
ました。【後期における取組の方向】（ＡＣＴＩＯＮ）

○印刷物等への広告掲載については，下半期発行のものについても積極的に取
り組んでいきます。
○基金について，市報への掲載等積極的な情報発信を検討し，寄附の促進に努
めます。
○新たな広告媒体として導入が見込まれる案件について，引き続き所管課と調
整を行い，下半期での導入につなげていきます。
○引き続き，返礼の充実に向け取り組むとともに，ふるさと納税ポータルサイ
ト「ふるさとチョイス」の記載内容の充実や，その他のポータルサイトの活用
検討に取り組みます。
○基金の一括運用及び債券運用の手法に関する調査結果，先進自治体への視察
結果を参考にしながら，「調布市資金管理運用の基本方針」の改定に取り組み
ます。
○基金の保管状況を踏まえつつ，基金残高の一括管理を開始します。なお債券
の取得については，金利の動向なども踏まえ，適切な時期に行う必要がありま
す。

○市報・市ホームページ・その他各種印刷物に広告を掲載し，広告料収入を確
保することができました。
○ふるさと納税の最盛期に向けて，魅力ある返礼の充実を図るため，市内事業
者向けの説明会を開催しました。
○基金の一括運用及び債券運用の手法について，都内の市区及び類似団体に対
して調査を実施しました。また，都内の先進自治体への視察や証券会社を通じ
て情報収集を行いました。
○各基金の保管状況などを踏まえ，一括運用を行う基金の管理方法を検討する
とともに，基金を含む会計管理者が管理する資金の管理運用の基本方針の改定
について検討を行いました。

年度別計画

令和５年度

○印刷物等への広告掲載については，次年度発行のものについても積極的
に取り組んでいきます。
○基金について，市報への掲載等積極的な情報発信を検討し，寄附の促進
に努めます。
○各基金の債券による一括運用を拡充し，更なる利子収入の確保に努めま
す。
○市の魅力を発信する返礼品の充実を図り，ふるさと納税による寄附の受
付の件数及び寄附受領金額は，昨年度を超える実績につなげることができ
ました。
○ふるさと納税については，引き続きポータルサイトの充実や適切な寄附
制度の運用を図ることにより，更なる魅力発信につなげるとともに，より
多くの方に市の魅力を感じていただき応援してもらえるよう取組を進めて
いきます。
○基金の運用において，安全性，流動性を保持しながら，有効性向上を図
るため，「調布市資金管理運用の基本方針」を改定し，基金の一括運用と
債券での運用額拡充を行うことで，令和６年度当初予算において，
３９６０万円余の利子収入を見込むことができました（令和５年度実績
８０６万円余）。
○次年度以降も，市の資金需要に留意しつつ，債券での運用額拡充を図り
ます。あわせて運用状況を市ホームぺージで公開する等，透明性の確保に
努めます。

【取組実績及び取組による成果・効果】（ＤＯ・ＣＨＥＣＫ）　

総　括

クラウドファンディング等の活用や，効率的な基金運用を通じた財源確保を図るほか，市が発行する各種刊行物等における広告料収入の確保に努めます。また，公民連携による財源確保や財政負担の抑制に資する取
組を推進します。

◆積極的な財源の確保
◆クラウドファンディングの検討・実施
◆返礼付きふるさと納税の運用
◆「調布市資金管理運用の基本方針」の改定
◆基金の一括運用に向けた準備・実施
◆基金の債券での運用拡大に向けた準備・運用額の拡充
◆公民連携による財源確保や財政負担の抑制に関する取組の検討，実施

計画行政の推進
健全な財政運営

方針 ５
基本的取組

【取組実績及び取組による成果・効果】（ＤＯ・ＣＨＥＣＫ）　

【取組計画】（ＰＬＡＮ）

前　期

年次評価 Ａ（計画どおりに進捗）

【今年度の総括，次年度以降の取組の方向】
（ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ）

後　期

【取組計画】（ＰＬＡＮ）

○市報・市ホームページ・その他各種印刷物への広告掲載を行います。
○後期（１０月～１２月）のふるさと納税最盛期に向けて，魅力ある返礼の充
実を図ります。
○積極的な情報発信を行い，寄附の促進などに努めます。
○国・東京都の補助金を最大限活用するとともに，民間事業者による助成金の
確保に努めます。
○長期運用が可能な資金を確保するため，複数の基金を一括して運用する手法
について，他団体の取組等を踏まえて検討します。
○各基金の保管状況（定期預金の残存期間等）などを踏まえ，一括運用を行う
基金の管理方法を検討します。
○基金の運用収入の増を図るため，他団体事例の調査や証券会社との意見交換
等を通じ，債券での運用の拡大に取り組みます。

○市報・市ホームページ・その他各種印刷物への広告掲載を行います。
○新たな広告媒体の導入など，様々な手法による財源確保策を検討します。
○ふるさと納税による財源確保だけでなく，返礼を通じて市の魅力を広く発信
します。
○積極的な情報発信を行い，寄附の促進などに努めます。
○令和６年度当初予算において，広告印刷物等の広告料収入として１０００万
円以上の確保に努めます。
○国・東京都の補助金を最大限活用するとともに，民間事業者による助成金の
確保に努めます。
○長期運用の可能額を定め，複数の基金を一括して運用する仕組みを構築しま
す。
○各基金の保管状況（定期預金の残存期間等）などを踏まえ，一括運用を行う
基金の口座の管理運用方法を明文化し，平成２２年に定めた「調布市資金管理
運用の基本方針」を改定します。
○基金の保管状況を踏まえつつ，債券での運用の拡大を開始します。
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○現年課税分未納者に対し，電話催告の早期着手や税目等対象を絞っ
た催告書の発送を行い，収納確保に努めました。滞納繰越分では高
額・困難滞納事案について，管理職による担当者・担当係長ヒアリン
グを実施し，組織として滞納整理方針を共有し滞納整理業務を進めま
した。
○預貯金照会オンラインサービスを活用し，滞納処分につながる効率
的な財産調査を進めました。
○ＳＭＳを活用した納税催告等により，未納者への早期接触，滞納解
消に努めました。
○東京都主税局への派遣研修の継続，経験年数に応じた各種実務研修
の受講や，派遣経験者を中心とした課内ＯＪＴを行い，人材育成及び
組織力の向上を図りました。
○納税者の利便性向上及び安定した収納額確保への新たな取組とし
て，地方税統一ＱＲコードを活用し，対象税目・収納方法の拡充を図
りました。また，重複する既存の収納方法について，廃止した場合の
影響，費用対効果などについて検討を進めました。
○これらの取組の結果，９月末時点の市税収納率は５７．８％（前年
同期比同率），国民健康保険税は３１％（前年同期比０．２ポイント
の増）となりました。

【取組計画】（ＰＬＡＮ）

前　期

年次評価 Ａ（計画どおりに進捗）

【今年度の総括，次年度以降の取組の方向】
（ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ）

○滞納整理においては，預貯金照会オンラインサービスを活用した財
産調査の効率化と迅速な滞納処分を進めるとともに，未納者への早期
接触を目的として，ＳＭＳを活用した納税催告を実施しました。
○相続人が明らかでない滞納者について，新たな滞納処分の取組とし
て，相続財産清算人を活用した滞納の解消方法について検討し，相続
財産清算人の申立てを行いました。今後も，継続して相続財産清算人
の申立てを行い，滞納解消を進めます。
○これまで休日窓口を月２回開設していましたが，収納額は減少傾向
にあり，市税と国民健康保険税の収納事務一元化後も大きな変化はな
かったことから，収納率向上を目的として，実施日を集約したうえ
で，相談機会や納税催告等の拡充を積極的に行う体制への変更を検討
し，令和６年度から年１０回の実施とすることとしました。
○収納事務においては，令和５年４月に導入された地方税統一ＱＲ
コード（地方税共通納税システム）を活用し，収納事務のデジタル
化，キャッシュレス収納の拡充に取り組みました。
○これらの取組の結果，市税収納率については，年度の目標値を上回
る合計収納率９９．０％（前年度比０．１ポイント増）を達成しまし
た。また，国民健康保険税収納率については，年度の目標値を下回っ
たものの，合計収納率８６．３％となり，前年度比１ポイント増とな
りました。

【令和５年度市税収納率】　９９．０％
　現年分９９．４％（前年度比０．１ポイント増）
　滞納繰越分６０．１％（前年度比４．９ポイント増）
【令和５年度国民健康保険税収納率】　８６．３％
　現年分９４．１％（前年度比０．３ポイント増）
　滞納繰越分３０．９％（前年度比２．５ポイント増）

【取組実績及び取組による成果・効果】（ＤＯ・ＣＨＥＣＫ）　

後　期

【取組計画】（ＰＬＡＮ）

○現年課税分の次年度繰越抑制に向けた早期取組及び困難滞納事案の
進行管理の徹底等により滞納繰越額の圧縮を図ります。
○預貯金照会オンラインサービスを活用し，財産調査の効率化と迅速
な滞納処分を進めるとともに，ＳＭＳ（ショートメッセージサービ
ス）を活用した納税催告等により，未納者への早期接触，滞納解消に
努めます。
○東京都主税局への派遣や実務研修，他団体との連携等を継続し，人
材育成及び組織力の向上を図ります。
○納税者の利便性向上及び安定した収納額確保への取組として，令和
５年４月から導入された地方税統一ＱＲコード（地方税共通納税シス
テム）を活用した収納業務を確実に行うとともに，重複する既存の収
納方法について見直しを進めます。

【取組実績及び取組による成果・効果】（ＤＯ・ＣＨＥＣＫ）　

プラン

【年度別計画に対する今年度の進捗見込】（ＣＨＥＣＫ）　 ○

○高額・困難滞納事案の管理職ヒアリングや，現年課税分の収納強化
月間の設定（１２月，３～５月）等，滞納繰越額の圧縮と現年度課税
分の次年度繰越抑制に向けた取組を行った結果，令和５年度の市税収
納率は，９９．０％，国民健康保険税収納率は，８６．３％になりま
した。
○預貯金照会オンラインサービスを活用し，財産調査を効率化するこ
とで，滞納処分の迅速化につなげました。また，ＳＭＳを活用した納
税催告を実施し，未納者への早期接触，滞納解消に努めました。
○東京都主税局への派遣研修や，捜索に係る相互併任など他団体との
連携を継続し，人材育成及び組織力の向上を図りました。
○地方税統一ＱＲコード（地方税共通納税システム）を活用した収納
業務を確実に行うとともに，重複する既存の収納方法について見直し
に向けた検討を進め，令和６年４月から見直すこととしました。
○納税困難者に対しては，納付相談等を踏まえ，国民健康保険税の減
免制度など，納税者の実情に応じた案内や担当部署への引継ぎなどを
通じて，丁寧な相談・対応に努めました。

【後期における取組の方向】（ＡＣＴＩＯＮ）

○現年課税分，滞納繰越分それぞれ，組織的な進行管理を継続して滞
納事案の早期解決を図り，次年度繰越額の抑制と滞納繰越額の圧縮に
努めます。
○財産調査を徹底し，差押えによる滞納処分を積極的に進めるととも
に，納税困難者に対しては，個々の状況に応じた丁寧な対応・相談に
努めます。
○重複する既存の収納方法の見直しに向けて引き続き検討を進めま
す。

年度別計画

令和５年度

○現年課税分の次年度繰越抑制に向けた早期取組及び困難滞納事案の
進行管理の徹底等により滞納繰越額の圧縮を図ります。
○預貯金照会オンラインサービスを活用し，財産調査の効率化と迅速
な滞納処分を進めるとともに，ＳＭＳを活用した納税催告等により，
未納者への早期接触，滞納解消に努めます。
○東京都主税局への派遣や実務研修，他団体との連携等を継続し，人
材育成及び組織力の向上を図ります。
○納税者の利便性向上及び安定した収納額確保への取組として，地方
税統一ＱＲコード（地方税共通納税システム）を活用した収納業務を
確実に行うとともに，重複する既存の収納方法について引き続き見直
しに向けた検討を進めます。

総　括

市税・国民健康保険税の収納に関する効果的・効率的な手法を検討・活用しながら，収納率の維持・向上や収納事務の効率化等に取り組みます。

◆納期内納付の推進
◆納付環境の向上
◆収納体制の整備
◆市税収納率９８．６％以上
◆国保税収納率８７．３％以上

計画行政の推進
健全な財政運営

方針 ５
基本的取組 ５－２

担当課 納税課

２８ 市税・国民健康保険税収納率の維持・向上 
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総　括

○医科等レセプトの点検（職員による資格点検，ＡＩを活用した診療
報酬明細書の内容点検，ＲＰＡを活用したこれら点検結果の登録）を
実施し，給付・医療費の適正化を図りました。
○柔道整復等療養費（海外療養費，海外出産を含む）支給申請の二次
点検を実施し，給付・医療費の適正化を図りました。また，受診の多
い被保険者に対し，柔道整復師療養費通知を送付し，適正な受療の方
法を啓発するとともに，被保険者本人による内容の確認が行えるよう
にしました。なお，柔道整復師療養費通知については，定量的な評価
が難しいものの，前期において受領した前年度実施分の報告では，非
発送者との比較で発送者についてより適正な受療につながっているも
のと捉えています。
○ジェネリック医薬品の利用促進に向けて，毎月，利用促進通知を送
付するとともに，国民健康保険の加入手続時にジェネリック医薬品希
望シールを配布し，普及を図りました。
○改定した国保税率を適用し適正な賦課を行いました。

【取組計画】（ＰＬＡＮ）

前　期

年次評価 Ａ（計画どおりに進捗）

【今年度の総括，次年度以降の取組の方向】
（ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ）

○ＡＩ・ＲＰＡを利用した医科等レセプトの点検により，点検による
効果を高めるとともに，経費縮減に努め，給付・医療費の適正化を図
りました。
○柔道整復等療養費（海外療養費，海外出産を含む）支給申請の二次
点検を実施し，給付・医療費の適正化を図りました。また，柔道整復
師療養費通知の効果検証において，受療の適正化が一定程度図られて
いると考えられるため，引き続き，効果等を確認していきます。
○ジェネリック医薬品の利用促進に努め，調剤医療費を抑制しまし
た。
○条例改正後の国保税率により適正な賦課を行うとともに，法令改正
に伴う条例改正を行いました。

【令和５年度財政効果額】
○医科等レセプトの点検による過誤調整額
　８８８０万８０００円
○ジェネリック医薬品の利用促進による医療費抑制効果額
　１億６３０１万４２２２円

【取組実績及び取組による成果・効果】（ＤＯ・ＣＨＥＣＫ）　

後　期

【取組計画】（ＰＬＡＮ）

○医科等レセプトの点検及び柔道整復等療養費（海外療養費，海外出
産を含む）支給申請の二次点検を実施します。また，受診の多い被保
険者に対し，柔道整復師療養費通知を送付します。
○ジェネリック医薬品の使用促進に向けた取組を実施します。
○国保財政健全化計画に基づき改定を実施した国保税率を適用し，適
正な事業運営を図るとともに，法令改正等に適切に対応します。

【取組実績及び取組による成果・効果】（ＤＯ・ＣＨＥＣＫ）　

【年度別計画に対する今年度の進捗見込】（ＣＨＥＣＫ）　

プラン

○医科等レセプトの点検（職員による資格点検，ＡＩを活用した診療
報酬明細書の内容点検，ＲＰＡを活用したこれら点検結果の登録）を
実施し，給付・医療費の適正化を図りました。
○柔道整復等療養費（海外療養費，海外出産を含む）支給申請の二次
点検を実施し，給付・医療費の適正化を図りました。
○ジェネリック医薬品の利用促進に向けて，毎月，利用促進通知を送
付するとともに，国民健康保険の加入手続時にジェネリック医薬品希
望シールを配布し，普及を図りました。
○改定した国保税率を適用し適正な賦課を行うとともに，法令改正に
伴う条例改正を行いました。

【後期における取組の方向】（ＡＣＴＩＯＮ）

　引き続き，以下の３点について取り組みます。
○医科等レセプト点検及び柔道整復等療養費（海外療養費，海外出産
を含む）支給申請の二次点検を実施し，給付・医療費の適正化を図り
ます。
○ＡＩ・ＲＰＡを活用した診療報酬明細書の内容点検に取り組みま
す。
○ジェネリック医薬品の利用に関する通知・シールにより，ジェネ
リック医薬品の普及・定着を図ります。

○医科等レセプトの点検及び柔道整復等療養費（海外療養費，海外出
産を含む）支給申請の二次点検を実施します。
○ジェネリック医薬品の使用促進に向けた取組を実施します。
○国保財政健全化計画に基づき改定を実施した国保税率を適用し，適
正な事業運営を図るとともに，法令改正等に適切に対応します。

○

年度別計画

令和５年度

国民健康保険事業を安定的に運営するため，レセプト点検の推進やジェネリック医薬品の使用促進による医療費適正化とともに，計画的な税率改定や国保税の収納対策等に取り組み，国民健康保険事
業の健全化を図ります。

◆医科等レセプト点検の推進
◆ジェネリック医薬品の使用促進
◆国保財政健全化計画に基づく国保税率改定の実施

計画行政の推進
健全な財政運営

方針 ５
基本的取組 ５－２

担当課 保険年金課

２９ 国民健康保険事業の健全化
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【方針６】公共資産の有効活用・最適化 

     （ファシリティマネジメント） 
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総　括

○普通財産（土地）の売払いに向けて，調布市財産価格審査会における審査や
境界確定・測量等を実施し，手続を進めました。また，引き続き普通財産１９
箇所の有償貸付を実施したことにより，財源の確保に努めました。
○貸付未実施の普通財産（土地）の活用方策として，カーシェアリングの導入
や災害時に無償提供する自動販売機の設置，ＥＶ充電設備の設置等のゼロカー
ボンシティやフェーズフリーの要素を取り入れた手法の導入可能性について，
民間事業者等にヒアリングを実施しました。
○庁内各課が使用する庁用車の使用状況について，環境政策課と連携して調
査・把握を行うとともに，使用頻度の低い各課所管の専用車を共用車とするこ
とを関係課と検討しました。また，効率的・効果的な庁用車の活用に向けて，
先進自治体にヒアリングを実施しました。
○道路予定地の有効活用として，有償による貸付けを３件行いました。
○事前相談で要望を受けた赤道，水路，畦畔などについて，令和４年度に作成
した「公有財産売払い業務の手引き」に基づき，売払いを５件行いました。
○道路台帳の電子化に伴う市道路線の一括廃止・認定に向けた路線網図の作成
を実施しました。

【取組計画】（ＰＬＡＮ）

前　期

年次評価 Ｂ（概ね計画どおりに進捗）

【今年度の総括，次年度以降の取組の方向】
（ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ）

○市が保有する普通財産（土地等）について，適切な日常管理を行う中で有償
による貸付けや行政財産としての活用を推進するほか，行政目的としての活用
が見込まれない普通財産については，売却処分を行うことで，財源の確保に努
めます。
○売却処分が困難な土地については，民間事業者の経験や専門知識を活用しつ
つ，有効活用方策を検討・実施します。
○庁用車全体の適正化に向けては，引き続き，使用状況を把握のうえ，必要台
数の精査に取り組むとともに，庁内関係部署と他団体の先進事例調査の情報を
共有し，事故防止対策を含めた効果的な管理手法を検討する取組を推進しま
す。
○なお，各課で管理する専用車を含めた庁用車の一元管理や庁用車保有台数の
減少による買換え費用の削減については，効率的・効果的な管理体制の構築等
が不可欠であり，引き続き今後の方向について関係部署と連携を図り，検討を
進めます。
○例年実施している土地の貸付け及び，公共の用に供していない水路・畦畔な
どについて売払いを実施するとともに，行政財産である赤道の廃道及び売払
い・付替え交換を行うことで，適正な財産管理を行いました。
３件５２万２７９２円の貸付及び９件７７８５万５３００円の売払いを実施し
ました。
○令和５年第４回定例会において，道路台帳の電子化に伴う市道の一括廃止・
認定の議決を受け，公共の用に供していない道路の認定を廃止し，一般財産と
することで，売払いの手続を効率化しました。

【取組実績及び取組による成果・効果】（ＤＯ・ＣＨＥＣＫ）　

後　期

【取組計画】（ＰＬＡＮ）

○市が保有する普通財産（土地等）について，草刈りや樹木の剪定などの適切
な日常管理を行う中で，有償による貸付けや行政財産としての活用を推進する
ほか，行政目的としての活用が見込まれない普通財産については，売却処分を
行うことで，財源の確保に努めます。
○売却処分が困難な土地については，民間事業者の経験や専門知識を活用し，
ヒアリングを行いながら有効活用の方策を検討します。
○庁用車の管理について，デジタル技術を活用した管理システムを導入してい
る他団体の先進事例を調査し，導入可能性について検討します。
○閉庁日に市民へ開放することもできるよう，庁用車としてゼロエミッション
ビークル（ＺＥＶ）のシェアリング車両を導入することについて，他団体や事
業者ヒアリングを実施します。
○道路予定地の有効活用として，有償による貸付けを行います。
○事前相談で要望を受けた赤道，水路，畦畔などについて，令和４年度に作成
した「公有財産売払い業務の手引き」に基づき，適切な売払いの促進を推進し
ます。
○道路台帳の電子化に伴う市道路線の一括廃止・認定に向けた業務を推進しま
す。

【取組実績及び取組による成果・効果】（ＤＯ・ＣＨＥＣＫ）　

【年度別計画に対する今年度の進捗見込】（ＣＨＥＣＫ）　

年度別計画

令和５年度

○調布市財産価格審査会における審査や境界確定・測量を実施のうえ，土地売
買契約等を締結して普通財産（土地）の売払い１件（約９７３万円）を実施し
ました。また，普通財産１９箇所の有償貸付を継続実施したことにより，財源
の確保に努めました。
○普通財産（土地等）について，有償による新規の貸付けに向けて民間事業者
等へのヒアリングを実施しました。
○庁用車の適正化に向けた検討については，効率的・効果的な庁用車の活用に
向けて，世田谷区にヒアリングを実施し，関係課と情報共有を図りました。ま
た，デジタル技術を活用した管理システムを展開している事業者等にヒアリン
グを行い，その導入効果や課題を整理するため，環境政策課等の関係部署と連
携して今後の方向について協議を行いました。
○庁用車の使用状況の調査・把握に努め，車種・導入年度・年間走行距離・燃
料使用量・燃費等を把握のうえ，庁用車全体の適正化に向けて，車両所有部署
とのヒアリングや関係課との協議を実施しました。
○カーシェアリング事業の導入については，狛江市にヒアリングを実施するな
ど，市庁舎駐車場の在り方の検討と併せて，閉庁日は市民に庁用車を開放する
カーシェアリング車両の導入について可能性を検討しました。
○職員の移動手段にシェアサイクル事業を含む電動アシスト自転車を加えるこ
とにより，庁用車の利用頻度を下げ，今後の庁用車の保有台数の減少につなげ
ることを検討しました。
○道路予定地の有効活用として，来年度の土地の有償による貸付けに向けた協
議を実施しました。
○事前相談で要望を受けた赤道，水路，畦畔などについて，令和４年度に作成
した「公有財産売払い業務の手引き」に基づき，売払いを４件行いました。
○道路台帳の電子化に伴う市道路線の一括廃止・認定の議決を受け，新たな路
線網図の作成を実施しました。

【後期における取組の方向】（ＡＣＴＩＯＮ）

○普通財産（土地）の売払いを実施するとともに，引き続き市有財産の有効活
用を図るため，各種調査・検討を実施するなどの取組を推進します。
○庁用車の管理について，他団体の事例調査等を踏まえて，導入効果や課題を
整理し，庁用車全体の適正化に向けた取組を推進します。また，職員の移動手
段に電動アシスト自転車を加えることにより，庁用車の利用頻度を下げ，今後
の庁用車の保有台数の減少につなげることを検討します。
○引き続き，赤道，水路，畦畔などの売払いを推進します。
○引き続き，道路台帳の電子化に伴う市道路線の一括廃止・認定に向けた業務
を推進します。

○市が保有する普通財産（土地等）について，適切な日常管理を行う中で，有
償による貸付けや行政財産としての活用を推進するほか，行政目的としての活
用が見込まれない普通財産については，売却処分を行うことで，財源の確保に
努めます。
○売却処分が困難な土地については，民間事業者の経験や専門知識を活用しつ
つ，有効活用方策を検討・実施します。
○庁用車の適正化に向けた検討については，他団体の事例や，デジタル技術を
活用した管理システムを導入している事例調査を踏まえた導入効果や課題を整
理・検証し，今後の方向について関係課と協議します。
○閉庁日に市民へ開放することもできるよう，庁用車としてゼロエミッション
ビークル（ＺＥＶ）のシェアリング車両を導入することについて，他団体や事
業者ヒアリングを踏まえて，導入効果や課題を整理・検証し，今後の方向につ
いて関係課と協議します。
○道路予定地の有効活用として，有償による貸付けを行います。
○事前相談で要望を受けた赤道，水路，畦畔などについて，令和４年度に作成
した「公有財産売払い業務の手引き」に基づき，適切な売払いの促進を推進し
ます。
○道路台帳の電子化に伴う市道路線の一括廃止・認定を実施します。

○

市が保有する普通財産（土地，用途廃止した赤道※・水路等）について，総量の抑制に努めるとともに，行政財産としての活用及び有償による貸付けや売払いを推進します。また，庁用車の在り方を検討し，必要台数の
精査に取り組むことや，効果的な管理手法を検討します。

※赤道…公図上で地番が記載されていない土地（無地番地）の一つで，道路であった土地のこと。

◆普通財産の有効活用・処分
◆赤道，水路，畦畔などの売払い促進・売払い事務の手引きに基づく取組の推進
◆庁用車両全体の使用状況把握・適正化に向けた検討

公共資産の有効活用・最適化（ファシリティマネジメント）
ファシリティマネジメントの推進

方針 ６
基本的取組 ６－１

担当課 管財課，道路管理課，企画経営課，関係各課

３０ 市有財産の有効活用・最適化プラン
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総　括

○「調布市公園施設長寿命化計画」に基づき，設計を行いました。
○「調布市公遊園・公衆トイレ整備計画」に基づき，設計及び工事発注を行
いました。
○下水道ストックマネジメント計画に基づく設計・工事を契約しました。次
期計画策定に向けたマンホール点検についても契約しました。
○下水道管路の維持管理業務への包括的民間委託の導入に向けて，参入予定
業者の意向を確認するためのサウンディング調査を実施し，その結果を踏ま
えたプロポーザル募集の準備を行いました。
○経営戦略の再検証にあたり，経営戦略改定委員会を今年度下半期に開催で
きるよう設置準備を進めています。
○調布市道路総合管理計画策定等推進委員から意見聴取しながら，調布市道
路総合管理計画（素案）を取りまとめ，パブリック・コメント手続を実施し
ました。
○道路施設の維持管理における公民連携手法の導入に向け，具体的に着手す
べき事項について検討を行いました。

【取組計画】（ＰＬＡＮ）

前　期

年次評価 Ａ（計画どおりに進捗）

【今年度の総括，次年度以降の取組の方向】
（ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ）

○令和６年度は「調布市公園施設長寿命化計画」を変更してから５年が経過
するため，長寿命化計画の時点修正を行います。また，更新予定箇所につい
ては，利用ニーズ等の反映を目的に，年度前半にアンケートを行い，後半に
利用しやすい公遊園整備に取り組みます。
○経営戦略改定委員会の開催に伴い，下水道事業経営の現状・課題を明確に
するとともに，使用料水準の在り方及び算定方法について議論を行いまし
た。次年度は，令和５年度決算を踏まえた使用料水準の算定等を行うととも
に，経営戦略を改定（計画期間：令和７年度～令和１６年度）します。
○下水道ストックマネジメント計画に基づく設計・工事の推進及び次期計画
策定に向けた管路点検については，計画通り実施しました。次年度以降の下
水道ストックマネジメント計画に基づく設計・工事についても，計画通り実
施していきます。
○下水道管路の維持管理業務への包括的民間委託導入については，プロポー
ザルで選定された事業者と３箇年の委託契約を締結し，管路の維持管理を推
進していきます。
○今後は，令和５年６月に国土交通省から発出され，導入を求められている
管理・更新一体マネジメントであるウォーターＰＰＰ等の官民連携事業の導
入可能性について検討を進めます。
○市内業者との意見交換の内容を踏まえ，道路施設の維持管理に関する公民
連携手法の導入に向けた，仕様書・要求水準書・実施方針の検討を進めま
す。

【取組実績及び取組による成果・効果】（ＤＯ・ＣＨＥＣＫ）　

後　期

【取組計画】（ＰＬＡＮ）

○調布市公園施設長寿命化計画に基づき，公遊園（遊具含む）の改修・更新
に取り組みます。また，便益施設である老朽化したトイレについては，調布
市公遊園・公衆トイレ整備計画に基づき，バリアフリー対応も含め改修・更
新を行います。
○公園内の遊具については予防保全の観点から，適切な維持管理により長寿
命化を図ります。その他の設備についても適切に維持保全を図るとともに，
ライフサイクルコストの縮減の視点を持ち，取組を推進します。
○下水道ストックマネジメント計画に基づく設計・工事の推進及び次期計画
策定に向けたマンホール点検を実施します。
○下水道管路の維持管理業務への包括的民間委託の導入に向けて，参入予定
業者の意向を確認するためのサウンディング調査を実施します。
○経営戦略の再検証にあたり，下水道事業経営の専門家等で構成する「調布
市下水道事業経営戦略改定に係る検討専門委員会（以下「経営戦略改定委員
会」という。）」の設置準備をします。
○調布市道路総合管理計画策定等推進委員からの意見聴取及びパブリック・
コメント手続を実施し，（仮称）調布市道路総合管理計画の策定に向けた検
討を進めます。
○道路施設の維持管理における公民連携手法の導入に向け，市内事業者と意
見交換を図りながら，検討を進めます。

【取組実績及び取組による成果・効果】（ＤＯ・ＣＨＥＣＫ）　

【年度別計画に対する今年度の進捗見込】（ＣＨＥＣＫ）　

プラン

○調布市公園施設長寿命化計画に基づき，対象となる遊具３６基の更新を実
施しました。公遊園等トイレの整備については，市内６箇所（布多公園，佐
須公園，染地公園，古天神公園，ターザン児童遊園，又住橋緑地）の設計，
４箇所（いなり橋児童遊園，西つつじヶ丘児童遊園，ターザン児童遊園，布
多公園）のトイレ整備工事（令和４年度繰越分を含む）を完了しました。
○経営戦略改定委員会を開催し，下水道事業の経営状況の分析，将来分析を
実施し，経営課題を抽出しました。委員会では，下水道事業の安定経営に向
けて下水道使用料水準の見直しの必要性を確認するとともに，使用料の算定
方法について検討を行いました。
○下水道ストックマネジメント計画に基づく設計・工事の推進及び次期計画
策定に向けた管路点検を実施しました。
○令和６年度からの下水道管路の維持管理業務への包括的民間委託の導入に
向けた事業者選定のため，プロポーザルを実施し，優先交渉権者を選定しま
した。
○全ての道路管理業務及び道路管理分野の個別計画の上位計画として，調布
市道路総合管理計画を策定しました。
○道路施設の維持管理における公民連携手法の導入に向け，市内事業者との
意見交換の内容を踏まえ，検討を行いました。

【後期における取組の方向】（ＡＣＴＩＯＮ）

○後期では,長寿命化計画に基づく遊具更新を行うとともに，市内公遊園等ト
イレの整備設計，工事を進めます。
○下水道ストックマネジメント計画に基づく設計・工事の適切な進捗管理を
行います。次期計画策定に向けたマンホール点検についても適切な進捗管理
を行います。
○下水道管路の維持管理業務への包括的民間委託の導入に向けて，プロポー
ザル手続を適切に行います。
○経営戦略改定委員会の開催により，調布市下水道事業の現状分析及び課題
を明確にするとともに，課題解決の道筋について検討します。
○パブリック・コメント手続実施による市民からの意見，調布市道路総合管
理計画策定等推進委員からの意見聴取を踏まえ，調布市道路総合管理計画
（案）の作成に向けた検討を進めます。
○道路施設の維持管理における公民連携手法の導入に向け，市内事業者と意
見交換を図りながら，検討を進めます。

○前期に引き続き「調布市公園施設長寿命化計画」に基づく公遊園遊具の更
新を実施します。また，更新予定箇所については，利用ニーズ等の反映を目
的にアンケートを行い，利用しやすい公遊園整備に取り組みます。
○下水道ストックマネジメント計画に基づく設計・工事の推進及び次期計画
策定に向けたマンホール点検を実施します。
○令和６年度からの下水道管路の維持管理業務への包括的民間委託の導入に
向けた事業者選定のため，プロポーザルを実施します。
○経営戦略改定委員会において，経営状況の分析，将来分析，経営課題解決
の抽出を行います。
○パブリック・コメント手続実施による市民からの意見，調布市道路総合管
理計画策定等推進委員からの意見聴取を踏まえ，（仮称）調布市道路総合管
理計画を策定します。
○市内事業者との意見交換の内容を踏まえ，道路施設の維持管理における公
民連携手法の導入に向け，検討を進めます。

○

年度別計画

令和５年度

老朽化が進む既存のインフラについては，調布市公共施設等総合管理計画における基本方針を踏まえ，適正管理，長寿命化，ライフサイクルコストの縮減等の取組を推進します。
インフラマネジメントの取組の一環として，下水道管路の維持管理における包括的民間委託の導入に向けた取組を推進します。また，道路施設の維持管理については，公民連携手法の導入に向けた検討を行います。
下水道事業については，調布市下水道ビジョンに基づき，中長期的な収支見通しを踏まえた事業費の平準化や財源確保に向けた検討など，持続可能な経営を目指します。

◆公園施設・下水道施設・道路施設の適正管理，長寿命化，ライフサイクルコスト等縮減の推進
◆道路施設の維持管理における公民連携手法導入に向けた取組の推進
◆下水道管路の維持管理業務への包括的民間委託の導入に向けた取組の推進
◆下水道ビジョンの投資・財政計画の再検証

公共資産の有効活用・最適化（ファシリティマネジメント）
ファシリティマネジメントの推進

方針 ６
基本的取組 ６－１

担当課 緑と公園課，下水道課，道路管理課，企画経営課

３１ インフラマネジメントの推進
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○公共施設マネジメント計画に位置付けた各事業について，所管課と
連携して取組を推進しました。
○新たな公共施設マネジメントの推進体制を構築するため，課題の整
理や，他団体の体制を調査し類型別に整理しました。
○公共施設等マネジメント推進検討会議を開催して，庁内横断的な検
討を進めました。
○神代出張所の機能移転に向け，つつじヶ丘駅周辺の状況を調査しま
した。

【取組計画】（ＰＬＡＮ）

前　期

年次評価 Ａ（計画どおりに進捗）

【今年度の総括，次年度以降の取組の方向】
（ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ）

○公共施設マネジメント計画の初年度として，計画に位置付けた各事
業について，所管課と連携を図りながら着実に取組を推進しました。
一方，昨今の建設資材の高騰や労務単価の上昇，技術者不足の影響等
により，市の発注案件でも契約不調が散見されることから，一部の事
業において，進捗調整を図る必要が生じました。引き続き，建設業界
の動向を踏まえながら，適宜時点修正に努めます。
○年度別計画に基づく令和７年度からの新たな公共施設マネジメント
推進体制への移行に向け，市の課題や他団体の事例を踏まえた検討を
進めます。
○公共施設マネジメントの推進に向け，引き続き，公共施設マネジメ
ントに関する庁内横断的な検討や，他自治体における先進的なモデル
ケースを調査・研究します。
○神代出張所の暫定移転に向け，引き続き取組を進めます。

【取組実績及び取組による成果・効果】（ＤＯ・ＣＨＥＣＫ）　

後　期

【取組計画】（ＰＬＡＮ）

○調布市公共施設マネジメント計画に基づく取組を着実に推進しま
す。
○公共施設マネジメントの取組を支える推進体制を構築するため，他
自治体の事例を調査・研究します。
○公共施設マネジメントに関する庁内横断的な検討や，他自治体にお
ける先進的なモデルケースを調査・研究します。
○神代出張所の機能移転に向けた検討に取り組むとともに，機能移転
後の跡地活用について検討します。

【取組実績及び取組による成果・効果】（ＤＯ・ＣＨＥＣＫ）　

プラン

【年度別計画に対する今年度の進捗見込】（ＣＨＥＣＫ）　 ○

○公共施設マネジメント計画に位置付けた各事業について，所管課と
連携して取組を推進しました。
○新たな公共施設マネジメントの推進体制を構築するため，引き続
き，他団体の体制を調査し，今後の体制の在り方を検討しました。
○公共施設等マネジメント推進検討会議を開催して，庁内横断的な検
討を進めました。
○自治体等ＦＭ連絡会議多摩地域会や，たま公民連携ＰＰＰ・ＰＦＩ
プラットフォームの講演会などに参加し，公共施設マネジメントに関
する先進的なモデルケースについての情報収集に努めました。
○神代出張所の暫定移転候補地の確保に向けた取組を進めました。

【後期における取組の方向】（ＡＣＴＩＯＮ）

○引き続き，公共施設マネジメント計画に位置付けた各事業につい
て，所管課と連携して取組を推進します。
○他団体の体制を調査するため，類型別に複数の団体を視察します。
○必要に応じ公共施設等マネジメント推進検討会議を開催して，庁内
横断的な検討を進めます。
○神代出張所の機能移転に向け，移転候補地等を検討します。

年度別計画

令和５年度

○調布市公共施設マネジメント計画に基づく取組を着実に推進しま
す。
○公共施設マネジメントの取組を支える推進体制を構築するため，他
自治体の事例を調査・研究します。
○公共施設マネジメントに関する庁内横断的な検討や，他自治体にお
ける先進的なモデルケースを調査・研究します。
○神代出張所の機能移転に向けた検討に取り組むとともに，機能移転
後の跡地活用について検討します。

総　括

調布市公共施設マネジメント計画に基づく取組の推進のほか，他自治体の先進的なモデルケースの調査・研究や今後の公共施設マネジメントに関する推進体制の検討等に取り組みます。また，神代
出張所の機能移転に向けた検討に取り組むとともに，機能移転後の跡地活用について検討します。

◆公共施設マネジメント計画に基づく取組の推進
◆公共施設マネジメント推進体制の検討
◆公共施設マネジメントに関する庁内横断的な検討・先進的な事例の調査・研究
◆神代出張所機能移転の検討
◆神代出張所の機能移転後の跡地活用の検討

公共資産の有効活用・最適化（ファシリティマネジメント）
ファシリティマネジメントの推進

方針 ６
基本的取組 ６－１

担当課 企画経営課，営繕課，関係各課

３２ 公共施設マネジメントの推進
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担当課 管財課，企画経営課，関係各課

３３ 市庁舎の長寿命化等と将来的な更新に向けた基金の積立プラン

公共資産の有効活用・最適化（ファシリティマネジメント）
ファシリティマネジメントの推進

方針 ６
基本的取組 ６－１

【後期における取組の方向】（ＡＣＴＩＯＮ）

○立体駐車場跡地の有効活用を含めた庁内レイアウト変更について
は，市庁舎の狭あい化対策だけでなく，来庁者の円滑な手続動線や福
祉的付加機能を考慮した検討を進めます。

○市庁舎４階・６階の事務室及び議会棟本会議場等の照明設備の
ＬＥＤ化工事を実施します。
○災害時における非常用電源設備の継続稼働７２時間化に向けた燃料
槽の増設工事を継続実施します。
○次年度以降の工事実施に向け，受変電設備及びエレベーターの更新
に係る設計を行います。
○立体駐車場跡地の有効活用を含めた庁内レイアウト検討案につい
て，各部署との調整を行います。
○財政部門と連携を図りながら，市庁舎整備基金の計画的な積立を行
います。

総　括

市庁舎については，長寿命化に向け適切な維持保全に努めるとともに，狭あい化対策に取り組みます。また，総合福祉センター機能の移転に伴う調布駅周辺の福祉機能については，調布市役所及び敷
地内の活用を視野に，市庁舎の長寿命化・狭あい化対策と併せて，総合的に検討します。あわせて，市庁舎の将来的な更新に向け，基金を計画的に積み立てます。

○令和５年６月に市庁舎１階駐車場，２階・３階事務室等の照明設備
のＬＥＤ化工事が完了しました。また，市庁舎４階・６階の事務室及
び議会棟本会議場等の照明設備のＬＥＤ化工事に向け，契約手続等の
準備を進めました。
○災害時における非常用電源設備の継続稼働７２時間化の実現に向
け，「調布市市庁舎非常用発電設備燃料槽整備工事」の契約を締結
し，工事に着手しました。
○市庁舎狭あい化対策検討会を開催し，立体駐車場跡地の有効活用を
含めた庁内レイアウト変更について検討を進めました。
○市庁舎整備基金として当初予算に計上した１０億円の積立を行いま
した（令和５年度末の基金積立残高見込１０億円）。

【取組計画】（ＰＬＡＮ）

前　期

年次評価 Ｂ（概ね計画どおりに進捗）

【今年度の総括，次年度以降の取組の方向】
（ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ）

○立体駐車場跡地の有効活用を含めた市庁舎狭あい化対策について
は，市庁舎狭あい化対策検討会を開催し，現状の執務室の狭あい化や
会議室の不足などの課題に加え，調布駅周辺の福祉機能（地域共生ス
ペース等）の確保，ワンストップ窓口，こども家庭センターへの対応
など，考慮しなければならない課題があることを確認しました。
○令和６年度は，これらの課題解決に向け，立体駐車場跡地等に増築
可能な建物規模を精査するとともに，庁内関係部署との協議・調整の
うえ，増築フロアへの移転部署及び現市庁舎内レイアウト変更案を策
定します。

【取組実績及び取組による成果・効果】（ＤＯ・ＣＨＥＣＫ）　

後　期

【取組計画】（ＰＬＡＮ）

○市庁舎１階駐車場，２階・３階事務室等の照明設備のＬＥＤ化工事
を実施します。
○災害時における非常用電源設備の継続稼働７２時間化に向けた燃料
槽の増設工事を実施します。
○立体駐車場跡地の有効活用を含めた庁内レイアウト検討案を作成し
ます。
○令和４年度に制定した「市庁舎整備基金条例」に基づき，市庁舎の
将来的な更新に向け，計画的な基金の積立を行います。

【取組実績及び取組による成果・効果】（ＤＯ・ＣＨＥＣＫ）　

【年度別計画に対する今年度の進捗見込】（ＣＨＥＣＫ）　 ○

○令和６年２月に市庁舎４階・６階の事務室及び議会棟本会議場等の
照明設備のＬＥＤ化工事が完了しました。
○令和６年３月に災害時における非常用電源設備の継続稼働７２時間
化の実現に向けた「調布市市庁舎非常用発電設備燃料槽整備工事」が
完了しました。また，同月に「災害時における燃料の供給に関する協
定」に基づき，非常時を想定した燃料供給訓練を実施しました。
○次年度以降の工事実施に向け，受変電設備及び内部エレベーターの
更新に係る設計を行いました。また，次年度以降のリース契約で行う
空調設備更新については，現状の設備状況を確認し，更新対象機器の
周辺設備状況の確認及び仕様書の作成を行いました。
○市庁舎狭あい化対策検討会を開催し，立体駐車場跡地の有効活用を
含めた庁内レイアウト変更について検討を進めました。
○市庁舎整備基金へ当初予算に計上した１０億円の積立を行いまし
た。また，指定寄附分の１１件，１３万５千円を受け，令和５年度末
の基金積立残高は，１０億１３万５千円となりました。

年度別計画

令和５年度

◆市庁舎の長寿命化等の視点を踏まえた維持保全の実施
◆立体駐車場跡地活用を含めた市庁舎狭あい化対策の推進
◆市庁舎の将来的な更新に向けた基金の積立
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お

年度別計画

令和５年度

○新たな総合福祉センターの検討に当たっては，引き続き，利用者や
関係団体等の御意見を丁寧に伺いながら，移転に向けた取組を推進し
ます。
○新たな総合福祉センターに必要な施設機能等を検討するため，庁内
横断的な連携の下，必要な調査・情報収集等を行います。

総　括

「総合福祉センターの整備に関する考え方」に基づき，新たな総合福祉センターの機能や設備等について，「新たな総合福祉センターの機能・設備に関する検討会」の検討結果や利用者・関係団体
等の意見を踏まえながら，地域共生社会を充実するための総合的な福祉の拠点となるよう整備・移転に向けた取組を進めるとともに，周辺福祉施設機能の集約・複合化を図ります。

◆総合福祉センターの移転に向けた協議・調整
◆検討会の検討結果や利用者・関係団体等との意見聴取を踏まえた取組の検討・実施

公共資産の有効活用・最適化（ファシリティマネジメント）
ファシリティマネジメントの推進

方針 ６
基本的取組 ６－１

担当課 福祉総務課，企画経営課

３４ 新たな総合福祉センターの整備の推進プラン

【年度別計画に対する今年度の進捗見込】（ＣＨＥＣＫ）　 ○

○「新たな総合福祉センターの機能・設備に関する検討会」における
議論や，利用者・関係団体等の御意見等を踏まえて，令和５年１１月
に「新たな総合福祉センターの機能・設備に関する検討会報告書」を
取りまとめるとともに，基本設計に反映しました。
○令和５年１２月に「新たな総合福祉センターの整備に関するオープ
ンハウス」を開催し，検討会報告書の内容や取組等に関して広く市民
に周知しました。
○新たな総合福祉センターの機能・設備に関する検討に当たっては，
組織横断的な連携の下，必要な調査・協議，情報収集等を行いまし
た。

【後期における取組の方向】（ＡＣＴＩＯＮ）

○検討会の結果等の取りまとめに当たって，検討会での御意見等を踏
まえて，必要な庁内検討や協議等を行ったことにより，後期のできる
だけ早期を目途に取りまとめます。
○今後，検討会の結果等を踏まえ，引き続き，総合福祉センターの利
用者・関係団体等との意見交換を重ねながら，総合福祉センターの移
転・更新に向けた取組を進めます。
○新たな総合福祉センターに必要な施設機能等を検討するため，庁内
横断的な連携の下，必要な調査・情報収集等を行います。

○令和５年７月に「新たな総合福祉センターの機能・設備に関する検
討会」を開催し，検討会報告書（案）の最終確認を行いました。
○新たな総合福祉センターの機能・設備に関する検討に当たっては，
庁内横断的な連携の下，必要な調査・協議，情報収集等を行いまし
た。

【取組計画】（ＰＬＡＮ）

前　期

年次評価 Ａ（計画どおりに進捗）

【今年度の総括，次年度以降の取組の方向】
（ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ）

○「新たな総合福祉センターの機能・設備に関する検討会」における
議論や，利用者・関係団体等の御意見等を踏まえて，令和５年１１月
に「新たな総合福祉センターの機能・設備に関する検討会報告書」を
取りまとめるとともに，基本設計に反映しました。
○検討会報告書の内容等を踏まえ，利用者・関係団体等との意見交換
会を開催し，御意見を伺いながら理解の醸成を図るとともに，「新た
な総合福祉センターの整備に関するオープンハウス」を２回開催し，
取組の方向を広く周知しました。
〇検討会や利用者・関係団体等との意見交換会の開催に当たっては，
多くの方が自宅からも参加及び傍聴いただけるよう，オンラインを併
用して実施するとともに，手話通訳の映像も同時に配信するなど，合
理的配慮を踏まえた会議運営を行いました。
○新たな総合福祉センターの整備に向けて，組織横断的な連携の下，
引き続き利用者・関係団体等の御意見を丁寧に伺いながら，取組を推
進します。
○引き続き，利用者・関係団体等をはじめとする市民に広く周知する
ための取組を推進します。

【取組実績及び取組による成果・効果】（ＤＯ・ＣＨＥＣＫ）　

後　期

【取組計画】（ＰＬＡＮ）

○「新たな総合福祉センターの機能・設備に関する検討会」を開催
し，これまでいただいた御意見等を踏まえ，市の基本的な考え方を整
理しながら，検討会の結果等を取りまとめます。
○新たな総合福祉センターの検討に当たっては，引き続き，利用者や
関係団体等の御意見を丁寧に伺いながら，移転に向けた取組を推進し
ます。
○新たな総合福祉センターに必要な施設機能等を検討するため，庁内
横断的な連携の下，必要な調査・情報収集等を行います。

【取組実績及び取組による成果・効果】（ＤＯ・ＣＨＥＣＫ）　
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担当課 文化生涯学習課，企画経営課

３５ 公民連携手法によるグリーンホール建替えの推進プラン

公共資産の有効活用・最適化（ファシリティマネジメント）
ファシリティマネジメントの推進

方針 ６
基本的取組 ６－１

【後期における取組の方向】（ＡＣＴＩＯＮ）

○有識者による検討会議の設置に向けた準備を進めるとともに，継続
したＷｅｂアンケートや広く市民及び施設利用団体等からの意見の把
握に継続して取り組みます。

○サウンディング型市場調査の結果を踏まえた市の取組状況などにつ
いて，市民と共有する場として，前期に引き続きオープンハウスやア
ンケートなどを実施するほか，ワークショップ形式で施設利用団体等
との意見交換を行います。
○新たなグリーンホールの整備に向けて，事業化に向けた前提条件の
下，ホールの機能や関連技術，都市計画との整合，施設運営・経営等
の専門的な見地から検討・助言を行う，有識者による検討会議を設置
し，施設整備に向けた市の考え（基本構想案）の作成についての検討
を進めます。

総　括

施設及び設備の経年劣化を踏まえた新たなグリーンホールの整備について，公民連携手法を活用した整備手法を多角的に検討するとともに，市民・施設利用団体等との意見聴取を踏まえた検討を進
め，調布駅前に面する立地特性を生かしたまちの魅力を高める施設整備に取り組みます。

○新たなグリーンホールの整備に向けて，ホールの現状や市の取組等
に関するパネルを展示し，広く市民から意見を伺う場としてオープン
ハウスを実施しました。そのほか，各種イベントやグリーンホールで
のパネル展示及び市内公共施設でのポスター掲示により，回答フォー
ムを活用したＷｅｂアンケートを実施し，継続した意見聴取につなげ
ました。また，施設利用団体との意見交換会の実施により，現施設の
課題や今後のホールに期待する内容など様々な意見を広く把握するこ
とができました。
○新たなグリーンホールの整備に伴い，調布駅周辺の更なるにぎわい
創出に向け，市の財政負担の縮減に資する施設構成や事業手法につい
てのアイデアを得るため，公募によるサウンディング型市場調査を実
施しました。
○事業化に向けた前提条件の下，ホールの機能や関連技術，都市計画
との整合，施設運営・経営等の専門的な見地から検討・助言を行うこ
とを目的に新たに設置する，有識者による検討会議の運用に向けた検
討を進めました。

【取組計画】（ＰＬＡＮ）

前　期

年次評価 Ａ（計画どおりに進捗）

【今年度の総括，次年度以降の取組の方向】
（ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ）

○公募によるサウンディング型市場調査を実施し，市の財政負担縮減
のための施設構成や事業手法について，様々な意見を得ることができ
ました。しかしながら，近年の資材価格の高騰や労務費の上昇による
影響から，公民連携における事業者としての採算性の見通しなどを含
め，実現可能な整備手法を取りまとめる必要があります。
○事業化に向けた検討の進捗と合わせ，引き続き，施設利用団体をは
じめ，広く市民の意見の把握に向けた市民参加手続の実践に取り組み
ます。また，有識者による検討会議を設置し，ホール機能等の検討に
取り組むとともに，施設全体の基本構想の策定につなげます。
○引き続き，適宜サウンディング型市場調査や事業者との意見交換を
実施します。

【取組実績及び取組による成果・効果】（ＤＯ・ＣＨＥＣＫ）　

後　期

【取組計画】（ＰＬＡＮ）

○これまでの利用状況や規模等に係る分析結果などを活用しながら，
オープンハウスやアンケートなど，様々な市民参加手続を活用し，幅
広く市民に対して新たなグリーンホールの整備に向けた市の取組状況
を共有するほか，現在のグリーンホールの課題を踏まえた新たなホー
ルに求める機能などについて，市民と意見交換を行います。
○新たなグリーンホールの整備に向けて，事業化に向けた前提条件の
下，ホールの機能や関連技術，都市計画との整合，施設運営・経営等
の専門的な見地から検討・助言を行う，有識者による検討会議設置に
向けた準備を進めます。

【取組実績及び取組による成果・効果】（ＤＯ・ＣＨＥＣＫ）　

【年度別計画に対する今年度の進捗見込】（ＣＨＥＣＫ）　 ○

○新たなグリーンホールの整備に向けて，市の取組状況等に関するパ
ネルを展示し，広く市民から意見を伺う場としてオープンハウスを開
催しました。そのほか，グリーンホールでのパネル展示及び市内公共
施設でのポスター掲示に合わせてＷｅｂアンケートを実施し，広く意
見の把握に努めました。また，施設利用団体との意見交換会の実施に
より，現施設の課題や今後のホールに期待する内容など様々な意見を
把握することができました。
○サウンディング型市場調査の結果を踏まえて事業スキームの検討を
進めるとともに，結果を市ホームページで公表しました。

年度別計画

令和５年度

◆公民連携事業の推進
◆ホール機能・規模等の検討
◆市民・施設利用団体等との意見聴取を踏まえた取組の検討・推進
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○アレルギー対応専用調理室の整備を併せて行う深大寺小学校及び石
原小学校の給食室改修に着手しました。
○不足教室対策として行う多摩川小学校の普通教室整備に着手すると
ともに，第一小学校普通教室整備工事の設計を実施しました。
○若葉小学校及び第四中学校の一体型整備の基本計画を策定するとと
もに，実施方針や要求水準書（案）を公表し，ＰＦＩ事業者選定に着
手しました。

【取組計画】（ＰＬＡＮ）

前　期

年次評価 Ｂ（概ね計画どおりに進捗）

【今年度の総括，次年度以降の取組の方向】
（ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ）

○令和５年度は，体育館改修などの学校施設の長寿命化，普通教室整
備による不足教室対策，アレルギー対応専用調理室整備による食物ア
レルギー対策など，調布市公共施設マネジメント計画に基づく学校整
備を実施するとともに，ゼロカーボンシティ実現に向けた取組とし
て，校舎内のＬＥＤ化を実施しました。
○設計業務委託について，入札不調が相次ぎ発生したため，令和５年
度内での設計が未完となっています。このため，財政フレームも含
め，令和６年度以降の計画の見直しを行いました。
○令和６年度は，調布市公共施設マネジメント計画に基づき，若葉小
学校及び第四中学校の一体型整備について，ＰＦＩ事業者選定を進
め，事業契約締結後，基本設計・実施設計に着手するとともに，染地
小学校施設整備に伴う基本構想策定を進めます。

【取組実績及び取組による成果・効果】（ＤＯ・ＣＨＥＣＫ）　

後　期

【取組計画】（ＰＬＡＮ）

○調布市学校施設整備方針の基本的な考え方に基づく学校整備を実施
します。
○概ね８０年程度の目標使用年数を見据えた残存期間を考慮した長寿
命化改修を実施します。
○食物アレルギー対策を推進するため，給食室改修に併せたアレル
ギー対応専用調理室を整備します。
○不足教室対策として，第一小学校及び多摩川小学校で普通教室整備
を実施します。
○若葉小学校及び第四中学校の一体型整備の基本計画策定及びＰＦＩ
事業者選定を進めます。

【取組実績及び取組による成果・効果】（ＤＯ・ＣＨＥＣＫ）　

プラン

【年度別計画に対する今年度の進捗見込】（ＣＨＥＣＫ）　 ○

○学校施設の長寿命化対策として，神代中学校体育館及び第三中学校
第一体育館の改修工事を実施しました。
○アレルギー対応専用調理室の整備を併せて行う深大寺小学校及び石
原小学校の給食室改修を実施しました。
○不足教室対策として，多摩川小学校の普通教室整備を実施するとと
もに，第一小学校普通教室整備に着手しました。
○若葉小学校及び第四中学校の一体型整備の基本計画を策定したほ
か，実施方針や要求水準書を公表するとともに，入札公告を行い，
ＰＦＩ事業への入札参加事業者の募集を開始しました。また，事業者
選定に向けて，審査委員会を設置しました。

【後期における取組の方向】（ＡＣＴＩＯＮ）

○若葉小学校及び第四中学校の一体型整備について，学識経験者を含
む事業者選定審査委員会を設置し，ＰＦＩ事業者選定を進めます。

年度別計画

令和５年度

○調布市学校施設整備方針の基本的な考え方に基づく学校整備を実施
します。
○概ね８０年程度の目標使用年数を見据えた残存期間を考慮した長寿
命化改修を実施します。
○食物アレルギー対策を推進するため，給食室改修に併せたアレル
ギー対応専用調理室を整備します。
○不足教室対策として，第一小学校及び多摩川小学校で普通教室整備
を実施します。
○若葉小学校及び第四中学校の一体型整備のＰＦＩ事業者選定を進め
ます。

総　括

調布市公共施設等総合管理計画における基本方針や学校施設整備方針に基づき，ＰＦＩ手法による学校整備（若葉小学校・第四中学校・図書館若葉分館の施設一体型整備）に取り組みます。また，適
切な維持保全により施設の長寿命化に取り組むほか，不足教室の発生等，喫緊の課題がある学校について具体的な取組を検討します。

◆学校整備におけるＰＦＩ事業の実施（事業者選定）
◆公共施設マネジメント計画に基づく効率的な学校施設整備の推進

公共資産の有効活用・最適化（ファシリティマネジメント）
ファシリティマネジメントの推進

方針 ６
基本的取組 ６－１

担当課 教育総務課，企画経営課

３６ 学校施設の建替え及び長寿命化の推進
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年度別計画

令和５年度
◆効率的かつ効果的なスポーツ施設の維持管理・運営の検討
◆西調布体育館の代替機能の検討（移転に向けた調整等）

○現行の施設利用予約システム開発業者と協議し，更新時の追加機能
やデモ検証を行って利用環境向上に向けた検討を進めました。
○施設利用予約システムの共同調達を目指すＧｏｖＴｅｃｈ東京の検
討会議に参加し，新しいシステムの導入に向けた仕様の検討を行いま
した。
○中日本高速道路株式会社の工事期間中における西調布体育館の代替
機能の確保に向け，条件整理等の検討を行いました。代替施設の建設
地については，庁内横断的に関係部署と連携し，西調布体育館周辺の
公共施設用地等を候補として検討を進めました。

【取組計画】（ＰＬＡＮ）

前　期

年次評価 Ａ（計画どおりに進捗）

【今年度の総括，次年度以降の取組の方向】
（ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ）

○スポーツ施設の利用環境向上の観点から，ＧｏｖＴｅｃｈ東京によ
る施設利用予約システムの共同調達も含め，令和８年度中のシステム
更新に向けた検討を進めました。
○西調布体育館の利用者に対して，切れ目なくスポーツできる場を提
供することを最優先とし，西調布体育館近傍の学校敷地等を活用した
移転について多角的に検討を進めました。来年度はその結果をもとに
教育部局との協議・調整を進めていきます。

【取組実績及び取組による成果・効果】（ＤＯ・ＣＨＥＣＫ）　

後　期

【取組計画】（ＰＬＡＮ）

○多様なニーズに対応するためキャッシュレス決済導入や施設利用予
約システム更新を含む利用環境向上の取組を検討します。
○中日本高速道路株式会社の工事期間中における西調布体育館の代替
機能の確保と併せて，周辺の公共施設用地を活用した代替施設の建設
による機能移転・更新に向けた検討を進めます。

【取組実績及び取組による成果・効果】（ＤＯ・ＣＨＥＣＫ）　

【年度別計画に対する今年度の進捗見込】（ＣＨＥＣＫ）　 ○

○施設利用予約システムの更新に向けて，ＧｏｖＴｅｃｈ東京による
共同調達のシステム開発業者と協議し，システム更新時に実装したい
機能についての検討を進めました。
○西調布体育館の機能移転について，中日本高速道路株式会社の動向
を確認しつつ，近傍の学校敷地等を機能移転先の候補地とした比較検
討調査を実施するなど，多角的に検討を進めました。

【後期における取組の方向】（ＡＣＴＩＯＮ）

○施設利用予約システムの刷新やキャッシュレス決済の導入等，広い
視野で引き続き利用環境向上に向けた検討を進めます。
○中日本高速道路株式会社の動向を注視し，西調布体育館の代替施設
建設までの間の対応について検討を進めます。公共施設用地を活用し
た代替施設の建設については，予算措置を踏まえて具体的な検討を進
めます。

○多様なニーズに対応するためキャッシュレス決済導入や施設利用予
約システム更新を含む利用環境向上の取組を検討します。
○中日本高速道路株式会社の工事期間中における西調布体育館の代替
機能の確保と併せて，周辺の公共施設用地を活用した代替施設の建設
による機能移転・更新に向けた検討を進めます。

総　括

多様化するスポーツ活動に対するニーズや各スポーツ施設を取り巻く課題を踏まえ，施設管理におけるより効率的かつ効果的な維持管理・運営の検討に取り組みます。あわせて，中央自動車道の耐震
補強工事等に伴う西調布体育館の代替機能の検討・確保に取り組みます。

公共資産の有効活用・最適化（ファシリティマネジメント）
ファシリティマネジメントの推進

方針 ６
基本的取組 ６－１

担当課 スポーツ振興課，企画経営課，関係各課

３７ スポーツ施設の効率的かつ効果的な維持管理・運営プラン
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◆行革プラン２０２３の取組に関する 

ご意見・ご感想をお寄せください◆ 
 

 今後の取組における参考とさせていただくため，本冊子でまとめました，「行革プラン２０２３＜令和５年度の取組 

状況＞」の内容等を踏まえ，是非，皆様のご意見・ご感想をお聞かせください。 

 

 

 

 

 

 【提出方法】 

   「メール」，「郵送」，「ファックス」などにより，ご意見・ご感想をお寄せください。 
 

 【提出様式】 

   様式の指定はございません。 

   ※裏面に参考様式を掲載していますのでご活用ください。 
 

 【提出先】 

   〒182-8511 調布市小島町 2-35-1  

調布市行政経営部企画経営課（市役所 5 階です） 

   ファックス：042-485-0741 

   メール  ：kikaku@city.chofu.lg.jp 

＜例＞ 

  ・取組全般について 

  ・評価内容，評価結果について 

  ・取組の公表内容，公表方法について        など 

57



「行革プラン２０２３」の取組に関するご意見・ご感想 

◆ご意見 ※改善等に関するご提案をいただける場合は，できるだけ具体的にお願いします。 

３つの重要な視点，

方針名，プラン名 

など 

取組等に関するご意見・改善等の提案 

  

  

  

 

◆ご感想 ※「行革プラン２０２３全体」や「個々の評価結果」など，どのような内容でも結構です。 

 

 

 

企画経営課 宛      〒182-8511調布市小島町 2-35-1 調布市役所 5階  ＦＡＸ：042-485-0741 

☆ご意見等をお寄せいただいた方の「年代」・「お住まい」についてお聞かせください（該当するものに○をつけてください）。 

年代   １０歳代以下   ・    ２０歳代   ・    ３０歳代    ・    ４０歳代   

・  ５０歳代    ・    ６０歳代     ・     ７０歳代     ・    ８０歳代以上 

お住まい  市内（町名：         ）  ・  市外 

ご協力ありがとうございました。 
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